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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
科学技術・イノベーション推進事務局統括官

木村 直人
◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量

次期府省共通研究開発管理システム
（e‑Rad）の構築（基本設計） 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、当該調達に要する
一切の費用を含む総価を記載すること。また、
落札の決定にあたっては、総合評価落札方式
をもって行うので、入札説明書で示した技術
等提案書を提出すること。なお、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税にかかる課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））対
象調達案件である。なお、電子入札によりが
たい者は、入札説明書に定める様式により、
紙入札方式とすることができる。
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 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度内閣府所管競争参加資
格（全省庁統一資格）において「役務の提供
等」のＡの等級に格付けされ、「情報処理」又
は「ソフトウェア開発」の営業品目がある者
であること。
 内閣府本府における物品等の契約に係る指
名停止等措置要領に基づく指名停止を受けて
いる期間中の者でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008914 東京都千代田区永田町１

６１（令和８年10月19日以降）〒107
0052 東京都港区赤坂２４６ 内閣府科
学技術・イノベーション推進事務局 笠松
由佳 電話0362571343 内線36319
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。
 入札説明会の日時及び場所等 令和８年10
月６日午前10時00分 東京都千代田区永田町
１６１ 中央合同庁舎第８号館６階623
室
入札説明書に従い、参加者は事前申し込み
が必要。
 技術等提案書の受領期限 令和８年11月６
日午後５時00分
 郵送による入札書の受領期限 令和８年11
月27日午後５時00分
 「電子調達システム」による入札書の受領
期限 本公告の日から「電子調達システム」
に掲載する。
 開札の日時及び場所 令和８年11月30日午
後３時00分 内閣府本府庁舎１階第一入札室

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で、支出負担行為担当官が入札
説明書で指定する要求事項のうち、必須とし
た項目の最低限の要求をすべて満たしている
提案をした入札者の中から、入札説明書で定
める総合評価の方法をもって落札者を決定す
る。
 詳細は入札説明書による。
 科学技術・イノベーション推進事務局は、
令和８年10月９日から10月18日にかけて順次
移転を予定しているため、庁舎移転の前後で
入札書や技術等提案書の提出場所を変更す
る。持参又は郵便により提出する場合には、
特に注意すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMURA Naohito Di‑

rector‑General for Science, Technology and

Innovation Policy

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Development of the Cross‑

Ministerial Research and Development

Management System (e‑Rad) (High‑Level

Design) 1 set

 Fulfillment period : According to the bid

explanation form

 Fulfillment place : According to the bid

explanation form

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.
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 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A offer of services etc in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Cabinet Office (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not be suspended from transaction by

the request of the officials in charge of

contract.

 It must be a person who meets the re‑

quirement of the tender participation

qualification by another the above‑

mentioned and the tender documentation.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM, 6 No‑

vember, 2026.

 Contact point for the notice : KASA‑

MATSU Yuka, Director‑General for Sci‑

ence, Technology and Innovation Policy,

Cabinet Office, 161 Nagata‑cho, Chiyo‑
da‑ku, Tokyo 1008914 Japan. (On or after
19 October 2026 : 246 Akasaka, Minato‑
ku, Tokyo 1070052 Japan.) TEL 03
62571343 ext. 36319

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
科学技術・イノベーション推進事務局統括官

木村 直人
◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量

次期府省共通研究開発管理システム
（e‑Rad）の構築（基本設計）における工程
管理業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、当該調達に要する
一切の費用を含む総価を記載すること。また、
落札の決定にあたっては、総合評価落札方式
をもって行うので、入札説明書で示した技術

等提案書を提出すること。なお、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税にかかる課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））対
象調達案件である。なお、電子入札によりが
たい者は、入札説明書に定める様式により、
紙入札方式とすることができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度内閣府所管競争参加資
格（全省庁統一資格）において「役務の提供
等」のＡの等級に格付けされた競争参加資格
を有する者であること。
 内閣府本府における物品等の契約に係る指
名停止等措置要領に基づく指名停止を受けて
いる期間中の者でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008914 東京都千代田区永田町１

６１（令和８年10月19日以降）〒107
0052 東京都港区赤坂２４６ 内閣府科
学技術・イノベーション推進事務局 笠松
由佳 電話0362571343 内線36319
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。

 入札説明会の日時及び場所等 令和８年10
月２日午後４時00分 東京都千代田区永田町
１６１ 中央合同庁舎第８号館14階1422
室
入札説明書に従い、参加者は事前申し込み
が必要。
 技術等提案書の受領期限 令和８年11月６
日午後５時00分
 郵送による入札書の受領期限 令和８年11
月26日午後５時00分
 「電子調達システム」による入札書の受領
期限 本公告の日から「電子調達システム」
に掲載する。
 開札の日時及び場所 令和８年11月27日午
後３時00分 内閣府本府庁舎１階第一入札室

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で、支出負担行為担当官が入札
説明書で指定する要求事項のうち、必須とし
た項目の最低限の要求をすべて満たしている
提案をした入札者の中から、入札説明書で定
める総合評価の方法をもって落札者を決定す
る。
 詳細は入札説明書による。
 科学技術・イノベーション推進事務局は、
令和８年10月９日から10月18日にかけて順次
移転を予定しているため、庁舎移転の前後で
入札書や技術等提案書の提出場所を変更す
る。持参又は郵便により提出する場合には、
特に注意すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMURA Naohito Di‑

rector‑General for Science, Technology and

Innovation Policy

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Project management support for

development of the Cross‑Ministerial Re‑

search and Development Management Sys‑

tem (e‑Rad) (High‑Level Design) 1 set

 Fulfillment period : According to the bid

explanation form

 Fulfillment place : According to the bid

explanation form

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A offer of services etc in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Cabinet Office (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not be suspended from transaction by

the request of the officials in charge of

contract.

 It must be a person who meets the re‑

quirement of the tender participation

qualification by another the above‑

mentioned and the tender documentation.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM, 6 No‑

vember, 2026.

 Contact point for the notice : KASA‑

MATSU Yuka, Director‑General for Sci‑

ence, Technology and Innovation Policy,

Cabinet Office, 161 Nagata‑cho, Chiyo‑
da‑ku, Tokyo 1008914 Japan. (On or after
19 October 2026 : 246 Akasaka, Minato‑
ku, Tokyo 1070052 Japan.) TEL 03
62571343 ext. 36319
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
岩手県警察会計担当官 小野 宏樹

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 03
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 岩手県警察学校及び
岩手県警察本部機動隊で使用する電気の供給
１式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 供給期間 令和９年３月１日から令和10年
２月29日までの間
 供給場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、契約電力及び月ご
との予定使用電力量に対し、それぞれの契約
単価を乗じて算出した総額を記載すること。
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の110分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度内閣府競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物品
の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされ
ている者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業者としての登録を受けている者であ
ること。

 地球温暖化対策の観点から、入札説明書に
記載する条件を満たす者であること。
 契約担当官等から取引停止の措置を受けて
いる期間中の者でないこと。
 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質
的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる
者として、国発注業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒0208540 岩手県盛岡市内丸８番10号
岩手県警察本部警務部会計課調度係 電話
0196530110
 入札説明書の交付 本公告の日から交付す
る。
 入札説明書の交付方法 上記３のの交付
場所にて交付する。郵送による交付を希望す
る場合は、Ａ４版用紙が入る封筒（宛先を明
記したもの）に重量250ｇに見合う郵便料金
に相当する郵便切手を添えて申し込むこと。
 入札書の提出期限 令和８年11月30日午後
５時00分
 開札の日時及び場所 令和８年12月１日午
後２時00分 岩手県警察本部２階聴聞室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書のほか
に入札説明書に示す必要な資料等を上記３の
の場所にそれぞれの提出期限までに提出し
なければならない。入札者は、提出した書類
に関し岩手県警察から説明を求められた場合
は、それに応ずる義務を有するものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 本公告に示した電気の
供給を履行できると支出負担行為担当官が判
断した入札者であって、予算決算及び会計令
第79条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な
入札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroki Ono, Chief of

Iwate Prefectural Police Headquarters.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Electricity to use at Iwate Pre‑

fectural Police School and Mobile Unit : 1

set

 Duration of contract : From 1, March

2027 to 29, February 2028

 Place of Supply : As shown in the tender

documentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tenders are

those who :

 Do not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, persons under conservatorship or

person under assistance who obtained the

consent necessary for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause.

 Do not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 Have grade A, B or C of Manufacture

of Product or Sale of Product in terms

of the qualification for participating in

tenders by Cabinet Office (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026, 2027.

 Have a registration as a retailing elec‑

tric power company based on the Elec‑

tricity Enterprises Act Article 22.

 Meet the requirements of describing to

the tender manual from the viewpoint of

measures for controlling global warming.

 Are not being suspended from transac‑

tions by the request of the officials in

charge of contact.

 Not be business operators that a gang‑

ster influences management substantially

or persons who have exclusion request

from japanese government is continuing

state concerned.

 Deadline for Bid : 17 : 00, 30, November

2026

 Contact : Accounting Division, General

Affairs Department, Iwate Prefectural

Police Headquarters, 810 Uchimaru,

Morioka, Iwate 0208540 Japan. Tel. :
0196530110

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

支出負担行為担当官
消防庁総務課長 天利 和紀

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、29
 購入等件名及び数量
消防庁消防防災無線交換機の更新業務 一
式
 調達件名の特質等 仕様書のとおり
 履行期間 仕様書のとおり
 履行場所 仕様書のとおり
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。
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 本調達案件は、「電子調達システム」を利用
した応札、入開札及び契約手続を実施するも
のとする。ただし、「電子調達システム」によ
りがたい場合には、入札説明書に定める理由
書を下記４に示す場所に令和８年９月17日
午前10時から令和８年11月６日午後５時まで
に提出し、承認を得た場合に限り、紙による
応札、入開札及び契約手続によることができ
るものとする。なお、詳細については入札説
明書のとおり。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別な理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度総務省競争参加資格
（全省庁統一資格）の「役務の提供等（情報
処理又はその他）」の資格等級Ａ又はＢに格付
けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を
有する者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。なお、詳細については、入
札説明書のとおり。
 暴力団が実質的に経営を支配する者又はこ
れに準ずる者でないこと。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている各種書類を令和８年９月17日午前
10時から令和８年11月６日午後５時までに、「電
子調達システム」により提出しなければならな
い。ただし、「電子調達システム」によりがたい
場合には、下記４に示す場所に期限までに提
出しなければならない。なお、提出した各種書
類について説明を求められたときは、これに応
じなければならない。
４ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の問い合わせ先
〒1008927 東京都千代田区霞が関２

１２ 消防庁国民保護・防災部防災課防災
情報室 新井 宏典、馬野 幹司 電話03
52537526

 入札説明書の交付方法 政府電子調達（Ｇ
ＥＰＳ）システムへアクセスし入手すること。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 入札説明会の日時及び場所 入札説明会は
実施しない。
 入札書等の受領期限 令和８年11月６日午
後５時
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日午
前10時00分 中央合同庁舎第２号館３階消防
庁第二会議室

５ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書の作成の要否 要
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者、各種提出書類に虚偽又は不正の記
載をした者、入札者に求められる義務を履行
しなかった者の提出した入札書は無効とす
る。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で、最低価格で有効な入札を
行った入札者を落札者とする。なお、詳細に
ついては、入札説明書のとおり。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazunori Amari, Director

of the General Affairs Division, Fire and Di‑

saster Management Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 29

 Nature and quantity of the products to be

procured : Renewal of the Fire and Disaster

Management Agency Fire and Disaster

Prevention Wireless Exchange System, 1

set

 Delivery period : as shown in the tender

documentation

 Delivery place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause

 not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A or B Provision of Ser‑

vices (Information Processing or Others)

in the Kanto・Koushin'etsu district, in
terms of the qualification for partici‑

pating in tenders by Ministry of Internal

Affairs and Communications (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal years 2025. 2026 and 2027.

 Time limit for submission of tenders

by electronic bidding system : 5 : 00 P.M. 6

November 2026.

 Contact point for the notice : Hironori

Arai, Masashi Umano, Disaster Manage‑

ment Communications Office, Disaster

Management Division, Civil Protection and

Disaster Management Department, Fire

and Disaster Management Agency, 212
Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo 100
8927 Japan, Tel : 0352537526

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物品
の販売」においてＡ又はＢの等級に格付けさ
れた者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008977 東京都千代田区霞が関１

１１ 法務省大臣官房会計課調達係 大石
電話0335804128

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
にて公告日より交付する。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札書の受領期限 令和８年10月13日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月14日11
時00分 法務省大臣官房会計課入札室

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 藤田 正人

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 171 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 令和８年度矯正総合
情報通信ネットワークシステム用タブレット
端末等機器及びＡＩＰＣの供給 一式

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 仕様書による。
 納入場所 法務省大臣官房会計課長が指定
する場所
 入札方法 上記の物品について、入札に
付する。落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
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４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示す証明
書等を作成し、提出期限までに提出しなけれ
ばならない。提出された証明書等を支出負担
行為担当官が審査した結果、この公告に示し
た業務を履行することができると認められた
者に限り、入札に参加することができるもの
とする。なお、開札日の前日までの間におい
て、支出負担行為担当官から提出した証明書
等に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 この公告に示した競争参加資
格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 電子調達システ
ムを利用することができる案件である。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJITA Masato, Ob‑

ligating officer Director of the Finance Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Supply of Tablet Devices, Re‑

lated Equipment, and AI PCs for the Cor‑

rectional Integrated Information and Te‑

lecommunications Network System for

FY2026, 1 set

 Delivery period : The period will be spe‑

cified later.

 Delivery place : The place will be specifi‑

ed later.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. 
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting. Have Grade A or B Manu‑
facture of products or Sale of products in

terms of the qualification for participating

in tenders laid down by Ministry of Justice

(Single qualification for every ministry and

agency) for the purpose of procurement in

the fiscal year of 2025, 2026, 2027. Meet
the qualification requirements which the

Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 13 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : OISHI, Pro‑

curement Section, Finance Division, Mi‑

nister's Secretariat, Ministry of Justice, 1
11 Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo
1008977 Japan. TEL 0335804128

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
国土交通省物流・自動車局長 舟本 浩

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇第 25 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
自動車登録検査業務電子情報処理システム
に係るＷＡＮ回線の提供及び保守業務 一式

 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムによりがたい場合は、紙入札方式参加
願、紙契約方式承諾願を提出するものとする。
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 契約締結日から令和13年３月31
日
 納入場所 国土交通省が別途指定する場所
 入札方法 上記１について、契約に関す
る一切の諸経費を含めた総価で行う。落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額に
当該金額の10％に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
非課税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額の110分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しないものであるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別な理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ等
級に格付けされ関東・甲信越地域の競争参加
資格を有する者であること。
 入札説明書及び仕様書の交付を受けた者で
あること。
 国土交通省大臣官房会計課長から指名停止
を受けている期間中でないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者ではないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書等の提出場所等
 証明書の提出場所、契約条項を示す場所、
電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先
〒1008918 東京都千代田区霞が関２

１３ 国土交通省物流・自動車局総務課経
理第四係 笹山 洸 電話0352538111
内線41135
国土交通省電子調達システムのＵＲＬ
https://www.geps.go.jp/

 仕様書、入札説明書の交付場所及び問い合
わせ先
〒1008918 東京都千代田区霞が関２

１３ 国土交通省物流・自動車局総務課経
理第四係 笹山 洸 電話0352538111
内線41135

 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）及び紙入札方式による証明書等
の受領期限 令和８年11月６日17時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年11月27日12時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月27日14
時00分 国土交通省８階物流・自動車局会議
室（扉番号850）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 留意事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
証明書等を所定の受領期限までに上記３
に示す場所に提出しなければならない。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において契約担当官等から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
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 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
であり、入札説明書の要件要求を全て満たし
た入札者の中から、最低価格をもって有効な
入札を行った者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札した
他の者のうち最低価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 その他詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUNAMOTO Hiroshi Di‑

rector General, Logistics and Road Trans‑

port Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transportand Tourism

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Equipment and maintenance of

WAN network lines for the motor vehicle

registration inspection electronic process‑

ing system, 1 set

 Delivery limit : From a Contract day to

31 March 2031

 Delivery place : The place specified by

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade ｢A｣ in offer of Services
in the Kanto・Koushinetsu district, in
terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027

 Time‑limit for tender : 12 : 00, 27 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Sasaya‑

ma Ko, General Affairs Division, Logistics

and Road Transport Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 213 Kasumigaseki, Chiyodaku,
Tokyo 1008918 Japan, TEL 035253
8111 Ex. 41135

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
中国地方整備局副局長 田中 敬也

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
〇第５号
１ 調達内容
 品目分類番号 20
 購入等件名及び数量
港湾業務艇建造 １式（電子調達対象案件）

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和10年３月17日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 上記の件名について入札に付
する。落札者の決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額100分の10に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てた金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
原則として、当該入札の執行回数は２回を
限度とする。

 電子調達システムの利用 本案件は、競争
参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資
料（以下、「証明書等」という。）の提出及び入
札を電子調達システムで行う対象案件であ
る。なお、電子調達システムにより難い場合
は、紙入札方式参加願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び71条の規定に該当しない者で
あること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造（船舶類）」
のＣ又はＢ、Ａ等級に格付けされ、中国地域
の競争参加資格を有する者であること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。
 上記の資格を有しない者で入札に参加し
ようとする者は、開札の時までに当該資格の
決定を受け、かつ競争参加資格の確認を受け
た場合は入札に参加することができる。
 予決令第73条の規定に基づき支出負担行為
担当官が定める資格を有する者であること。
 証明書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に中国地方整備局から指名停止を受け
ていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する事業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。
 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申立てがなされている者で
ないこと。ただし、手続開始の決定後、「競争
参加者の資格に関する公示」に定める手続き
を行った者を除く。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。なお、
紙入札方式による場合は、紙入札方式参加願
を提出すること。
 その他、入札説明書に定める競争参加資格
の要件を満たしていること。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒7300004 広島市中区東白島町1415Ｎ

ＴＴクレド白島ビル13階 中国地方整備局総
務部経理調達課契約管理係 河村 奈緒 電
話0825113903
e‑mail：pa.cgr-choutatsu@mlit.go.jp
 入札説明書の交付場所及び契約条項を示す
場所及び問い合わせ先 上記の問い合わせ
先に同じ。
 入札説明書の交付方法 本公告の日から、
令和８年11月16日までに、調達ポータル「分
類／物品・役務」から入手すること。
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UAA01/OAA0101

なお、上記の交付場所による交付又は郵
送等（着払い）による交付を希望する場合は、
交付期間内（行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条第１項に規定する
行政機関の休日（以下「休日」という。）を含
まない。）に上記に記載の場所へ事前に申し
込みをすること。
 入札説明会の日時及び場所 開催しない
 証明書等提出期間、場所及び方法 電子調
達システムにより提出する場合は、令和８年
９月17日から令和８年10月20日まで（休日を
含まない）の毎日、９時30分から16時00分ま
でに行うこと。
また、発注者の承諾を得て持参する場合は、
令和８年９月17日から令和８年10月20日まで
（休日を含まない）の毎日、９時30分から16
時00分までに上記に記載の場所へ提出する
ものとする。郵送（書留郵便に限る）の場合
は、令和８年10月20日16時00分までに、上記
に記載の場所へ必着のこと。
なお、電子メール（押印を省略する場合に
限る）により提出する場合は、令和８年10月
20日16時00分までに、上記に記載の電子
メール宛先へ送信のこと。





令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 入札書は電子調達システムにより
提出すること。ただし、発注者の承諾を得た
場合には持参又は郵送（書留郵便に限る）と
すること。
 電子調達システム（「紙入札方式参加願」
を提出した者にあっては持参又は郵送（書
留郵便に限る））による入札締切り 令和８
年11月16日10時00分
 開札の日時 令和８年11月17日10時00分
 開札場所 〒7300004 広島市中区東白
島町1415ＮＴＴクレド白島ビル13階 中
国地方整備局白島庁舎入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、２に示した要件を示
していることを証明するため、次のイ）～ハ）
の証明書等を提出しなければならない。
イ）造船業事業者・船舶建造施設調書
ロ）船舶建造実績調書
ハ）配置予定技術者調書
また、証明書等の内容を証明するものとし
て、各調書に定められた添付書類を添付する
こと。入札の参加希望者は開札日の前日まで
において、支出負担行為担当官から証明書等
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書に虚偽の記載を
した者のした入札及び入札に関する条件に違
反した入札は無効とする。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TANAKA Takaya Vice

Director General, Chugoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the products to be pro‑

cured : 20

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Construction of portservice‑

boat, 1 set

 Delivery period : 17 March 2028

 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade C or B or A of manufac‑

ture of product (ships) in the Chugoku

district, in terms of the qualifications for

participating in tenders by Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years 2025／
2026／2027
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
環境省大臣官房会計課長 波戸本 尚

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量

令和８年度化学物質環境実態調査データ
ベースシステムに係る調査検討業務 一式
 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和９年３月31日
 履行場所 入札説明書のとおり。
 入札方法 入札金額については、業務に要
する一切の費用を含めた額とする。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積った契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子入札システムで行う
対象案件である。なお、電子入札システムに
依りがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 環境省大臣官房会計課長から指名停止措置
が講じられている期間中の者でないこと。
 令和07年・08年・09年度環境省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「情
報処理」又は「ソフトウエア開発」において、
開札時までに、Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤ級に格付け
された競争参加資格を有する者であること。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒1008975 東京都千代田区霞が関１

２２ 環境省大臣官房会計課契約第二係
電話0335813351（内線6036）
 入札説明書の交付方法 入札説明書は電子
調達システムにより交付する。
 提案書及び競争参加資格の提出期限 令和
８年11月２日16時00分
 入札書の受領期限 令和８年11月10日16時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月11日14
時30分 環境省第４会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札及び入札の条件に違
反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要

 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した調達を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予決令第79条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内であ
り、かつ、最低の価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩

序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち最低価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は、「中国地方整備局（港湾空港関係）
競争契約入札者心得」、「中国地方整備局（港
湾空港関係）電子調達システム運用基準（物
品役務等）」及び入札説明書による。

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Procurement system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 16 : 00 20 October 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electric procurement system : 10 : 00 16

November 2026 (tenders brought with

10 : 00 16 November 2026 or submitted by

mail 10 : 00 16 November 2026)

 Contact point for the notice : KAWA‑

MURA Nao, Accounting and Procurement

Division, General Affairs Department, Chu‑

goku Regional Development Bureau, Minis‑

try of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism 1415 Higashihakushima‑cho,

Nakaku Hiroshima‑city, 7300004, Japan
TEL 0825113903
E‑Mail : pa.cgr-choutatsu@mlit.go.jp
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 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内であり、入札説明書で指定する
性能等の要求要件のうち必須とされた項目の
最低限の要求要件を全て満たしている提案を
した入札者の中から、入札説明書で定める総
合評価の方法をもって落札者を決定する。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hisashi Hatomoto, the

Obligating Officer, Director of Budget and

Accounts Division, Minister's Secretariat,

Ministry of the Environment

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Research and study work on the

database system for Environmental Survey

and Monitoring of Chemicals, FY2026

 Fulfillment period : as in the tender do‑

cumentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons with in the said clause ; 
not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting ; are not being suspended
from transactions by request of the officials

in charge of contract ;have Grade A, B, C
or D Service (Service of kinds of Infor‑

mation Processing or Software Deve‑

lopment) in terms of the qualification for

participating in tenders by the Ministry of

the Environment (single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

year 2025, 2026 and 2027 ; pledge to ex‑
cluding crime syndicates and other illegal

organization defined in the bid manual ; 
meet the qualification requirements which

the Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order.

 Time limit for tender : 16 : 00 PM, No‑

vember, 10, 2026

 Contact point for the notice : Contract

Section, Budget and Accounts Division Mi‑

nister's Secretariat, Ministry of the Envi‑

ronment, 122 Kasumigaseki Chiyoda‑
ku Tokyo 1008975 Japan. TEL 03
35813351 (Ext6036)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
最高裁判所事務総局経理局長 染谷 武宣

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 督促手続オンライン
システムの新暗号アルゴリズム対応等改修
一式
 調達案件の仕様等 支出負担行為担当官が
「入札説明書」で指定する特質を有すること。
 履行期限 詳細は入札説明書による。
 履行場所 詳細は入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度最高裁判所競争参加資
格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」に
おいてＡの等級に格付けされている者である
こと。
 上記２の資格の申請の時期及び場所は、
全省庁統一資格申請の方法による。
 開札時において、最高裁判所から指名の対
象外とすることを定める措置を受けていない
こと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、入札説明書の交付場所
及び問い合わせ先
〒1028651 東京都千代田区隼町４２
最高裁判所事務総局経理局用度課調査係 渡
邉 電話0332645873
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子調達システムに掲載する。
 提案書の受領期限 令和８年11月９日正午
 入札書の受領期限 令和８年12月８日午後
５時00分
 開札の日時及び場所 令和８年12月９日午
後１時15分 最高裁判所経理局入札室

６ Summary

 Official in charge of expenditure of the

procuring entity : SOMEYA Takenobu,

the obligated officer, Director‑General of

Financial Bureau, General Secretariat, Su‑

preme Court, 42 Hayabusa‑cho, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1028651, Japan
 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : System Modification for New

Cryptographic Algorithm Support and Oth‑

er Enhancements to the Online System for

Payment Order Procedures, 1 contract

 Fulfillment period : It is based on a bid

description for details

 Fulfillment place : It is based on a bid

description for details

 Qualification for participating in the

bidding procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed bid are those

who shall : ⒜not apply to Article 70 of the
Cabinet Order concerning the Budget, Au‑

diting, and Accounting (however, minors,

persons under curatorship, or persons under

assistance who obtained the consent neces‑

sary for concluding a contract may be ap‑

plicable to the status of special reasons

within the said article) ;⒝not apply to Arti‑
cle 71 of the above‑mentioned Cabinet Or‑

der ; ⒞be ranked as Grade A in Offering
Service classification in terms of the quali‑

fication for participating in bids required

４ 電子調達システムの利用
本件は、入札、資料提出、開札等を電子調達
システムを利用した方式により実施するものと
する。ただし、同方式により難い者は、支出負
担行為担当官の承諾を得た場合に限り、紙入札
方式により参加し、又は紙入札方式へ変更する
ことができる。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 入札者は、開札
日の前日までの間において、支出負担行為担
当官から提案書に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び裁判所における入札に関する条件に違
反した入札は無効とする。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 支出負担行為担当官が
入札説明書で指定する性能、機能等の要件の
うち、必須とした項目についての基準を全て
満たしている性能、機能を提案した入札者で
あって、予算決算及び会計令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
の入札金額を提示した入札者の中から、支出
負担行為担当官が入札説明書で定める総合評
価の方法をもって落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
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by the Supreme Court (single qualification

for every ministry and agency) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027 ; ⒟have not re‑
ceived suspension of designated contractor

status from the Supreme Court at the time

of the opening of bids ; and⒠meet the qua‑
lification requirement which the obligated

officer may specify in accordance with Ar‑

ticle 73 of the above‑mentioned Cabinet Or‑

der

 The time and place of application for the

qualification of shall be in the manner of
application for single qualification for

every ministry and agency

 Time‑limit for submission of proposal do‑

cuments : Noon, November 9, 2026

 Time‑limit for bid : 5 : 00 p.m., December

8, 2026

 Contact point for the notice :

WATANABE, Research Section, Supplies

Division, Financial Bureau, General Sec‑

retariat, Supreme Court, 42 Hayabusa‑
cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 1028651, Japan,
TEL 0332645873

２ 競争参加資格
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて、令和８年度に「役務の提供等」のＡ～
Ｃ等級に格付けされている者であること。
 競争に参加できない者 競争に係る契約を
締結する能力を有しない者及び破産者で復権
を得ない者。資格審査申請書及びその添付書
類に故意に虚偽の事実を記載した者、警察当
局から、暴力団員が実質的に経営を支配する
業者又はこれに準ずるものとして、建設工事
及び測量等、物品の販売及び役務の提供等の
調達契約からの排除要請があり、当該状態が
継続している者等。詳細は入札説明書による。

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨とする。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 入札に参加する
者は、入札説明書で定める所要の証明書等を
提出し、本契約の履行が可能であることを証
明すること。入札者は、開札日の前日までの
間において、調達部長及び調達部長から指名
された者から当該書類に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件のない者の入札及び入札の条件に違
反した入札等。詳細は入札説明書による。
 契約書の要否 要。
 落札者の決定方法 入札説明書で定める所
定の証明書等を提出し認められた者で、当機
構が定める予定価格の範囲内の最低価格で入
札を行ったものを落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

国立研究開発法人
国立がん研究センター理事長

間野 博行
◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 13
〇第 25 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 調達件名及び数量 【令和６・７年度医療
機器投資】IVR‑CT装置（撮影室17・18）
二式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期間 契約締結日から令和９年12月31
日まで。
 履行場所 国立研究開発法人国立がん研究
センター中央病院
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、
 入札者が提出する入札書は、調達件名に
かかる直接経費の他、機材、資材、機械器
具、運搬費等、業務委託に要する一切の諸
経費を含め、契約金額を見積もるものとす
る。
 落札者決定にあたっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数がある場合は、その端数金額を切り捨て
た金額とする。）をもって申込金額とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を記載した入札書を提
出しなければならない。
 入札説明書等に記載されている総合評価
に必要な資料を提出する。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

調達部長 辻 宏司
◎調達機関番号 587 ◎所在地番号 13
〇第Ａ 000331301 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達サービス及び数量 2026年度～2030年
度 財務会計システムおよび資産管理システ
ム用サーバ基盤の提供
 調達サービスの特質等 調達仕様書によ
る。
 履行期限 調達仕様書による。
 履行場所 調達仕様書による。
 入札金額 入札金額は、本調達を実施する
ために必要な総価とする。消費税は10％とし
て契約金額を見積もること。また、落札決定

に当たっては、入札書に記載された金額の
10％に相当する額を加算した金額をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
また、同価の入札を行った者が２人以上あ
るときは環境活動への取り組みが優れた入札
者を落札者とするため、環境会計公表、ＩＳ
Ｏ14001の報告を含む環境報告書発行、ＩＳ
Ｏ14001認証取得又は同等の環境活動評価プ
ログラム実施、環境管理部門の設置の取り組
みを行っている場合は、それを確認できる書
類等を用意すること。さらに環境への取り組
みが同等であった場合、くじで落札者を決定
する。詳細は入札説明書による。

３ 入札説明書の交付場所等
 問い合わせ先 〒1828522 東京都調布市
深大寺東町７44１ 調布航空宇宙セン
ター 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機
構 研究・事業調達室 恩田 千尋 電話
07031177013
E‑mail CHOFU-NYUSATSU@ml.jaxa.jp

 入札説明書の交付方法 令和８年９月17日
（木）から令和８年10月13日（火）まで、入
札情報公開システムによりダウンロードする
こと。なお、ダウンロードに必要なパスワー
ドは上記３に問い合わせること。
 入札説明会の日時及び場所 国立研究開発
法人宇宙航空研究開発機構 Web会議
（Microsoft Teams）

 入札書の提出期限及び入札書の提出方法
令和８年10月23日（火）午後３時00分 電子
入札システム等により提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年10月23日
（金）午後３時01分ごろ 電子入札システム
等により行う。

５ Summary

 Contracting Entity : Tsuji Hiroji, Direc‑

tor of Procurement Department, Japan Ae‑

rospace Exploration Agency (JAXA)

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

procured : FY 20262030 Provision of serv‑
er infrastructure for Financial accounting

system and Asset management system

 Fulfillment Deadline : refer to each speci‑

fication

 Fulfillment Place : refer to each specifi‑

cation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have the Grade A, B, C qua‑

lification during fiscal year 2026 in offer of

Services participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agency.

 Time‑limit for tender ; 3 : 00 P. M., Octo‑

ber 23, 2026 (JST)

 Contact point for the notice : Onda

Chihiro, General Procurement Office 7
441 Jindaiji Higashi‑machi, Chofu‑shi,
Tokyo 1828522 TEL 07031177013
E‑mail : CHOFU-NYUSATSU@ml.jaxa.jp
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２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項
 国立研究開発法人国立がん研究センター契
約事務取扱細則第６条及び７条に規定される
各事項に該当される者は、競争に参加できな
い。
 次の事項に該当する者は、競争に参加させ
ないことがある。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事
実を記載した者
 経営の状況又は信用度が極度に悪化して
いる者

 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）に
おいて「物品の製造」又は「物品の販売」の
うちＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争資格を有する者。
 購入物品にかかる迅速なアフターサービ
ス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。

３ 契約条項を示す場所及び期間
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所、入札書の提出場所は、次のとおりとする。
〒1040045 東京都中央区築地５１１
国立研究開発法人国立がん研究センター
財務経理部（築地Ｃ）調達課 調達第一係
石神 美里 電話0335475201（内線3446）
 入札説明書等交付期間 令和８年９月17日
（木）から令和８年11月６日（金）８時30分
から17時00分まで。
 入札書受領期限 令和８年11月６日（金）
17時00分（必着）
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日
（木）14時00分 国立がん研究センター中央
病院 管理棟１階 第四会議室

４ その他の事項
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨とする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 契約者の決定方法 本公告及び入札説明書
に従い、書類・資料を添付した入札書を提出
した入札者であって、本入札公告及び入札説
明書の競争参加資格及び仕様書の要求、要件
を全て満たし、当該入札者の入札書が国立研

究開発法人国立がん研究センター契約事務取
扱細則第37条、及び38条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内であり、か
つ、最高評価点をもって入札を行った者を落
札者とし、契約交渉の相手方とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
【照会先】国立研究開発法人国立がん研究セ

ンター 財務経理部（築地Ｃ）調
達課 調達第一係 石神 美里
電話0335475201（内線3446）

５ Summary

 Contracting entity : Hiroyuki Mano, Pre‑

sident of National Cancer Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 【FY2024, 2025 medical equip‑
ment Investment】 IVR‑CT system (p‑

hotographing rooms 17 and 18) 2 sets

 Delivery period : From Contract Date to

December 31, 2027

 Delivery place : National Cancer Center

Central hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 6 and 7 of the

Regulation concerning the Contract for

National Cancer Center Research,

Ｂ have Grade A, B or C in Manufactures

of products or Sales of products for

participating in tenders by Ministry of

Health Labour and Welfare (Single quali‑

fication for every ministry and agency) in

Kanto‑Koshinetsu Region,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

 Time‑limit of tender : 5 : 00 P.M. Novem‑

ber 6, 2026

 Contact point for the notice : Misato

Ishigami, Accounting Section, National

Cancer Center, 511 Tsukiji Chuo‑ku,
Tokyo 1040045 Japan, TEL ＋813
35475201 ext. 3446

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
国立研究開発法人
国立精神・神経医療研究センター

理事長 中込 和幸
◎調達機関番号 821 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 調達件名及び数量 物品管理等業務委託及
び医療用消耗品等の購入
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行開始日 令和９年４月１日
 履行場所 国立研究開発法人国立精神・神
経医療研究センター
 入札方法 入札金額については、納入に要
する一切の費用を含めた金額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究
センター契約事務取扱細則第６条の規定に該
当しない者であること。なお、未成年者、被
保佐人又は被補助人であっても、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究
センター契約事務取扱細則第７条の規定に該
当しない者であること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
において「役務の提供」にかかる「Ａ、Ｂ又
はＣ」等級及び「物品の販売」にかかる「Ａ、
Ｂ又はＣ」等級に格付され、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。な
お、当該競争参加資格については、令和８年
３月31日付け号外政府調達第58号の官報の競
争参加者の資格に関する公示の別表に掲げる
申請受付窓口において随時受け付けている。

 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1878551 東京都小平市小川東町４

１１ 国立研究開発法人国立精神・神経医
療研究センター 財務経理部 財務経理課
第一契約係 小中尾 瞬 電話042341
2712（内線2163）
メール s.konakao@ncnp.go.jp

 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付、または電子媒体をメールにて配布
 入札書の受領期限 令和８年11月５日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月６日15
時00分 国立研究開発法人国立精神・神経医
療研究センター内会議室

４ 落札者の決定方法及び契約の締結 国立研究
開発法人国立精神・神経医療研究センター契約
事務取扱細則第14条の規定に基づき交渉権者を
決定し、国立研究開発法人国立精神・神経医療
研究センター契約事務取扱細則第16条の規定に
基づき契約価格及び契約の相手方を決定し、契
約を締結するものとする。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争参
加を希望する者は、封印した入札書に本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類を添付して入札書の受領期限までに提出し
なければならない。入札者は、開札日の前日
までの間において、理事長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 詳細は入札説明書による。
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６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazuyuki Nakagome, Di‑

rector, Administration Department, Na‑

tional Center of Neurology and Psychiatry

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the products to be

procured : Contract services for inventory

management and related operations, and

purchase of medical consumables and other

supplies

 Date of commencement of performance :

April 1, 2027

 Place of performance : National Center

of Neurology and Psychiatry

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Center of Neurology and Psychiatry.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause ;

 not come under Article 7 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Center of Neurology and Psychiatry ;

 have a Grade A, B or C qualification in

Provision of Services and Manufacture

of Products or Sale of Products under

the Ministry of Health, Labour and Wel‑

fares Unified Qualification for partici‑

pating in tenders (Single Qualification for

Every Ministry and Agency). In addition,

the supplier must have the qualification

for the Kanto‑Koshinetsu Region ;

 prove to have prepared a system to

provide rapid aftersale service and main‑

tenance for the procured producs

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札心得書の交付場所及び問い合わせ先
〒7370193 広島県呉市広多賀谷一丁目５
番１号 中国労災病院会計課契約係 電話
0823727171
 入札心得書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月６日17時
 開札の日時及び場所 令和８年11月９日15
時00分 中国労災病院（院内）講義室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 封印した入札書
に本公告に示した物品を納入できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならず、当該書類に関し、
開札日の前日までの間において、契約担当役
から説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した者であっ
て、独立行政法人労働者健康安全機構会計細
則第42条に基づき作成された予定価格の制限
の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 その他 詳細は入札心得書による。

 Must hold a qualification for partici

pation in competitive tendering for the

Ministry of Health, Labour and Welfare

(Unified Qualification for All Ministries

and Agencies) for the fiscal years 2025,

2026, and 2027, with a rating of A, B, C, or

D in the business category of Leasing

(under Provision of Services, etc.) and

eligibility to participate in the Chugoku

region ; or, if not currently holding such

qualification, must have submitted an ap‑

plication for qualification screening and

received certification by the date and

time of the bid opening.

 Any party intending to submit a bid

based on an equivalent product must ob‑

tain prior approval from the contracting

officer regarding the delivery of said pro‑

duct,

 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M., No‑

vember 5, 2026

 Contact point for the notice : Syun

Konakao, Finance and Accounting Section

contract, National Center of Neurology and

Psychiatry, 411, Ogawahigashimachi
Kodaira‑shi, Tokyo 1878551, Japan. TEL
0423461761
Mail : s.konakao@ncnp.go.jp

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
契約担当役
独立行政法人労働者健康安全機構

中国労災病院長 栗栖 薫
◎調達機関番号 621 ◎所在地番号 34
〇第 72 号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、71
 購入等件名及び数量 患者用FreeWi‑Fi設
備賃貸借
 調達件名の特質等 入札心得書及び仕様書
による。
 納入期限 入札心得書による。
 履行場所 入札心得書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人、又は被補助人であって、契約締結のた
めに必要な同意を得ている者については、こ
の限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

５ Summary

 Contracting Entity : Kaoru Kurisu The

Obligating Officer, Director Administration

Department, Japan Organization of Oc‑

cupational Health and Safety

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 71

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Lease of Free Wi‑Fi Equipment

for Patients

 Delivery date : As in the tender Do‑

cumentation

 Delivery place : As in the tender Do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting, Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 令和７・８・９年度の厚生労働省競争参加
資格（全省庁統一資格）において、「役務の提
供等」の該当する営業品目「賃貸借」でＡ、
Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付され、中国地域の
競争参加資格を有する者であること。又は、
当該競争参加資格を有しない者で、入札書の
開札の日時までに競争参加資格審査申請書を
提出し、資格の認定を受けたもの。
 同程度品により入札しようとする者にあっ
ては、当該製品の納入に関し事前に契約担当
役の了解が得られていること。


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 Time‑limit of tender : 17 : 00, 6, Novem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Contract

Section, Accounting Division, Chugoku

Rosai Hospital 151 Hirotagaya Kureshi
Hiroshima‑ken 7370193 Japan TEL

0823727171

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
国立研究開発法人水産研究・教育機構

総務部長 野呂田智義
◎調達機関番号 807 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量 船舶（若鷹丸）第１
種中間検査・臨時検査及び一般修繕 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期間 令和９年１月14日から令和９年
２月26日までの間の連続する30日間
 履行場所 若鷹丸の定けい港（塩釜港）か
ら864マイル内の請負者造船所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときはその端数を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人水産研究・教育機構契約
事務取扱規程（平成13年４月１日付け13水研
第65号）第12条第１項及び第13条の規定に該
当しない者であること。
 令和７・８・９年度国立研究開発法人水産
研究・教育機構競争参加資格又は全省庁統一
資格の「役務の提供等契約」の業種「船舶整
備」で、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」いずれか
の等級に格付けされている者であること。

 国立研究開発法人水産研究・教育機構理事
長から物品の製造契約、物品の販売契約及び
役務等契約指名停止措置要領に基づく指名停
止を受けている期間中でないこと。
ただし、全省庁統一資格に格付けされてい
る者である場合は、国の機関の同様の指名停
止措置要領に基づく指名停止を受けている期
間中でないこと。
 暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第77号）第32条第１項
各号に掲げる者でないこと。
 上記１の履行場所において仕様書に記載
された修繕可能かつ入渠可能な状態の船渠を
有している者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2368648 神奈川県横浜市金沢区福浦２
丁目12番４号 国立研究開発法人水産研究・
教育機構 総務部船舶管理課 大井ひとみ
電話0457887682 ＦＡＸ0457887102
 入札説明書の交付方法 競争参加希望者
は、以下により入札説明書等（入札説明書、
入札心得書、契約書案、入札書様式、委任状
様式等）の交付を受けること。
 直接交付 上記３の交付場所にて交付
する。
 宅配便着払いによる交付 任意様式に
「若鷹丸ドック入札説明書宅配便にて希望」
と記入し、社名、担当者名、住所、電話番
号を記載のうえ、上記３あてＦＡＸ送信
すること。
 メールによる交付 任意書式に「若鷹丸
ドック入札説明書メールにて希望」と記入
し、社名、担当者名、メールアドレス、電
話番号を記載のうえ、上記３あてＦＡＸ
送信すること。

 競争参加資格確認書類の提出期限及び場所
上記２の資格を有していること等に関す
る確約書を入札の際に提出すること。
 入札説明会の日時及び方法 仕様書等に関
し質疑がある場合には、令和８年10月13日ま
でに上記３あてにメール（アドレスは入札

説明書に記載）又はＦＡＸにて質疑を行うこ
と。当日までの質疑を取りまとめ、回答は入
札説明書受領者全員に対して行うとともに当
機構のホームページにて公表することにより
入札説明会に代える。なお、当該日以降に質
疑が発生した場合にも随時受け付け、同様に
対応する。
 入札、開札の日時及び場所 令和８年11月
10日13時30分 神奈川県横浜市金沢区福浦２
丁目12番４号 国立研究開発法人水産研究・
教育機構水産資源研究所ビデオライブラリー
室（ただし、郵便による入札の場合は、書留
郵便によることとし、令和８年11月10日12時
必着のこと。）

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると国立研究開発法人水産研
究・教育機構総務部長が判断した入札者で
あって、予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すこととな
るおそれがあると認められる場合は、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加者は、入札の際に国立研究開発法
人水産研究・教育機構の資格審査結果通知書
写し又は全省庁統一資格の資格審査結果通知
書写しを提出すること。
 詳細は入札説明書による。

５ 契約に係る情報の公表 「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）に基づき実施する。詳細は入札説
明書による。
６ 公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の
提出について 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tomoyoshi Norota, Di‑

rector, General Administration Departm‑

ent, Headquarters, Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Ship (WAKATAKA‑MARU) In‑

termediate inspection No.1, Occasional

Survey and Repair services 1 Set

 Fulfillment period : Within 30 days from

14 January 2027 to 26 February 2027

 Fulfillment place : Dockyard near (864

MI.) the Mother Port of WAKATAKA‑

MARU (Shiogama port)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract

for Japan Fisheries Research and Educa‑

tion Agency.

 have Grade A, B, C or D Service in

terms of the Vessel Maintenance section

of Industrial classification in the qualifi‑

cation for participating in tenders by Ja‑

pan Fisheries Research and Education

Agency or Single qualification for every

ministry and agency in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

 Time limit for tender : 13 : 30, 10 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Hitomi Oi,

Vessel Management Division, General Ad‑

ministration Department, Headquarters,

Japan Fisheries Research and Education

Agency, 2124, Fukuura, Kanazawa‑ku,
Yokohama city, Kanagawa, 2368648 Ja‑
pan. TEL 0457887682
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
国立研究開発法人水産研究・教育機構

総務部長 野呂田智義
◎調達機関番号 807 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量 船舶（たか丸）第１
種中間検査・臨時検査及び一般修繕 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期間 令和９年１月18日から令和９年
２月26日までの間の連続する25日間
 履行場所 たか丸の定けい港（館山港）か
ら96マイル以内の請負者造船所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときはその端数を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人水産研究・教育機構契約
事務取扱規程（平成13年４月１日付13水研第
65号）第12条第１項及び第13条の規定に該当
しない者であること。
 令和７・８・９年度国立研究開発法人水産
研究・教育機構競争参加資格又は全省庁統一
資格の「役務の提供等契約」の業種「船舶整
備」で、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」いずれか
の等級に格付けされている者であること。
 国立研究開発法人水産研究・教育機構理事
長から物品の製造契約、物品の販売契約及び
役務等契約指名停止措置要領に基づく指名停
止を受けている期間中でないこと。
ただし、全省庁統一資格に格付けされてい
る者である場合は、国の機関の同様の指名停
止措置要領に基づく指名停止を受けている期
間中でないこと。

 暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第77号）第32条第１項
各号に掲げる者でないこと。
 上記１の履行場所において仕様書に記載
された修繕可能かつ入渠可能な状態の船渠を
有している者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2368648 神奈川県横浜市金沢区福浦２
丁目12番４号 国立研究開発法人水産研究・
教育機構 総務部船舶管理課 高鴨 紀史
電話0457887984 ＦＡＸ0457887102
 入札説明書の交付方法 競争参加希望者
は、以下により入札説明書等（入札説明書、
入札心得書、契約書案、入札書様式、委任状
様式等）の交付を受けること。
 直接交付 上記３の交付場所にて交付
する。
 宅配便着払いによる交付 任意様式に
「たか丸ドック入札説明書宅配便にて希望」
と記入し、社名、担当者名、住所、電話番
号を記載のうえ、上記３あてＦＡＸ送信
すること。
 メールによる交付 任意書式に「たか丸
ドック入札説明書メールにて希望」と記入
し、社名、担当者名、メールアドレス、電
話番号を記載のうえ、上記３あてＦＡＸ
送信すること。

 競争参加資格確認書類の提出期限及び場所
上記２の資格を有していること等に関す
る確約書を入札の際に提出すること。
 入札説明会の日時及び方法 仕様書等に関
し質疑がある場合には、令和８年10月13日ま
でに上記３あてにメール（アドレスは入札
説明書に記載）又はＦＡＸにて質疑を行うこ
と。当日までの質疑を取りまとめ、回答は入
札説明書受領者全員に対して行うとともに当
機構のホームページにて公表することにより
入札説明会に代える。なお、当該日以降に質
疑が発生した場合にも随時受け付け、同様に
対応する。
 入札、開札の日時及び場所 令和８年11月
10日15時 神奈川県横浜市金沢区福浦２丁目
12番４号 国立研究開発法人水産研究・教育
機構水産資源研究所ビデオライブラリー室
（ただし、郵便による入札の場合は、書留郵
便によることとし、令和８年11月10日12時必
着のこと。）

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると国立研究開発法人水産研
究・教育機構総務部長が判断した入札者で
あって、予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すこととな
るおそれがあると認められる場合は、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加者は、入札の際に国立研究開発法
人水産研究・教育機構の資格審査結果通知書
写し又は全省庁統一資格の資格審査結果通知
書写しを提出すること。
 詳細は入札説明書による。
５ 契約に係る情報の公表 「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）に基づき実施する。詳細は入札説
明書による。
６ 公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の
提出について 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
独立行政法人工業所有権情報・研修館

契約担当職理事長 渡辺 治
◎調達機関番号 542 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 第３期情報基盤シス
テムの構築・運用保守業務 一式

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tomoyoshi Norota, Di‑

rector, General Administration Departm‑

ent, Headquarters, Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Ship (TAKA‑MARU) Intermedi‑

ate inspection No.1, Occasional Survey and

Repair services 1 Set

 Fulfillment period : Within 25 days from

18 January 2027 to 26 February 2027

 Fulfillment place : Dockyard near (96

MI.) the Mother Port of TAKA‑MARU

(Tateyama port)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract

for Japan Fisheries Research and Educa‑

tion Agency.

 have Grade A, B, C or D Service in

terms of the Vessel Maintenance section

of Industrial classification in the qualifi‑

cation for participating in tenders by Ja‑

pan Fisheries Research and Education

Agency or Single qualification for every

ministry and agency in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

 Time limit for tender : 15 : 00, 10 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Tadafumi

Takakamo, Vessel Management Division,

General Administration Department, Head‑

quarters, Japan Fisheries Research and

Education Agency, 2124, Fukuura, Ka‑
nazawa‑ku, Yokohama city, Kanagawa,

2368648 Japan. TEL 0457887984
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 調達案件の仕様等 入札説明書及び調達仕
様書による。
 履行期間 契約締結の日から令和15年１月
31日まで。
また、契約担当職は、法令及び予算の範囲
内で、当該契約期間を変更することがありう
る。
 履行場所 調達仕様書による。
 入札方法 第３期情報基盤システムの構
築・運用保守業務 一式に係る総価を記載す
ること。落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった入札
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人工業所有権情報・研修館契約
事務取扱要領（以下「要領」という｡)第８条
の規定に該当しない者であること。
 経済産業省所管の契約に係る競争参加資格
審査事務取扱要領（昭和56年１月23日付55会
第543号）により、令和７・８・９年度経済
産業省競争参加資格（全省庁統一資格)｢役務
の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の
等級に格付けされている者であること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 その他入札説明書による。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除
 入札者に求められる義務 この一般競争入
札に参加を希望する者は、独立行政法人工業
所有権情報・研修館の交付する仕様書に基づ
いて提案書等を作成し、これを入札書と共に
入札書の受領期限内に提出しなければならな
い。また、開札日の前日までの間において、
契約担当職理事長から当該書類に関し説明を
求められた場合は、それに応じなければなら
ない。なお、入札者の作成した提案書等は独
立行政法人工業所有権情報・研修館において
審査するものとし、採用し得ると判断した提
案書等を添付した入札書のみを落札決定の対
象とする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 要領第11条の規定に基
づいて作成された予定価格の制限の範囲内で
契約担当職理事長が入札説明書で指定する技
術等のうち、必須とした項目の最低限の要求
をすべて満たしている提案をし、かつ契約担
当職が採用できると判断した遵守証明書を提
出した入札者の中から、契約担当職理事長が
定める総合評価の方法をもって落札者を定め
るものとする。
 その他詳細は入札説明書による。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 和久田智也 電話05035212742

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書を交付する場所及び問い合わせ先
〒1056008 東京都港区虎ノ門四丁目３番
１号 独立行政法人工業所有権情報・研修館
総務部契約担当 長田隆二郎 電話03

35015765
インターネットによる交付を希望する者

は、下記情報・研修館ホームページ内の案件
毎の入札公告ページから、必要事項を入力の
上、ダウンロードを行うこと。
（https://www.inpit.go.jp/kobo/anken/index.
html）

 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
29日11時00分 独立行政法人工業所有権情
報・研修館８階会議室及びWebで開催する。
 入札書の受領期限 令和８年11月17日17時
00分（郵送による場合は必着のこと）
 開札の日時及び場所 令和８年12月11日14
時00分 独立行政法人工業所有権情報・研修
館８階会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of

theprocuring entity : WATANABE Osamu,

Chairman, National Center for Industrial

Property Information and Training

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to

berequired : The third phase, Build, oper‑

ate, and maintain the infrastructure system

for National Center for Industrial Informa‑

tion and Training, 1 set

 Fulfillment period : From the date of con‑

tract through 31 January 2033

 Fulfillment place : As per the specifica‑

tions

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for‑

participating in the proposed tender aret‑

hose who shall :

 not come under Article 8 of the Ru‑

leconcerning the Contracts for INPIT.

 have Grade A, B, C or D in offer of

servicein terms of the qualification for

participating in tenders by Ministry of

Economy, Trade and Industry (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in thefiscal years 2025, 2026 and 2027.

 Date and time for tender explanation

meeting : 11 : 00 29 September 2026

 Time‑limit for tender : 17 : 00 17 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice : OSADA Ta‑

kajiro, Administrator for Contracts, Gener‑

al Affairs Department, National Center for

Industrial Property Information andTrain‑

ing, 431 Toranomon Minato‑ku, Tokyo
1056008 Japan TEL 0335015765

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 169 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
高周波回路評価用測定システム 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。

 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
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 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
９月17日から令和８年10月６日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月16日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月６日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年11月９日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Fine Metal Interconnection

Bonding System 1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High‑Frequency Circuit Eva‑

luation Measurement System 1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 6, 2026

 Contact point for the notice : WAKUDA

Tomoya, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035212742

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 171 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
微細金属配線接合装置 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり

 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 和久田智也 電話05035212742
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
９月17日から令和８年10月２日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。

 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月９日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月27日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月28日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室
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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October

27, 2026

 Contact point for the notice : WAKUDA

Tomoya, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035212742

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 14 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
東埼玉住まいセンター
センター長 白井 均

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（せ
んげん台パークタウン三番街団地他２団
地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（ハーモネスタワー松原団地他１団地）一
式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール草加団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（八
潮団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（三
郷早稲田パークハイツ団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。

 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで

交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒3400041 埼玉県草加市松原
１１６ ハーモネスタワー松原Ａ棟３
階 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東埼玉住ま
いセンター お客様相談課 電話048
9415311
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月21日（月）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。
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５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SHIRAI Hitoshi, Director

General of East Saitama Residence Center,

UR COMMUNITY INC, As deputy for Ur‑

ban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Sengendai Park Town San‑

bangai housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Harmoness Tower Mat‑

subara housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Comfort Soka housing co‑

mplex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Yashio housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Misato Waseda Park

Heights housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第 15 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
浦和住まいセンター
センター長 田川 聖司

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（パークシティ鴻巣駅前プラザ団地他２団
地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（パークタウン若宮団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（戸
田団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール南浦和団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール西本郷団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（アーバンみらい東大宮東一番街団地他１
団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（浦
和白幡団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール与野本町西団地他４団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール東鳩ヶ谷団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : East Sai‑

tamaResidence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 3rd Floor, Harmonious Tower

Matsubara Tower A, 116 Matsubara,
Soka‑Shi, Saitama, 3400041 TEL 048
9415311.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.
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 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て

 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法

律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒3360027 埼玉県さいたま市南
区沼影１10１ ラムザタワーＡ棟５階
独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 浦和住まいセ
ンター お客様相談課 電話048711
7150
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月21日（月）・12月22日（火）
（開札時刻ついては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
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７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TAGAWA Satoshi, Di‑

rector General of UrawaResidence Center,

UR COMMUNITY INC, As deputy for Ur‑

ban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Park City Konosu Ekimae

Plaza housing complex and others, Urban

Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Park Town Wakamiya

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Toda housing complex and

others, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Confort Minami Urawa

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Confort Nishi Hongo hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Urban Mirai Higashi

Omiya Higashi Ichibangai housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Urawa Shirahata housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Confort Yono Honmachi

Nishi housing complex and others, Urban

Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Confort Higashi Hatogaya

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Ura‑

waResidence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 5th Floor, Lamza Tower A, 1
101 Numakage, Minami‑Ku, Saitama‑Shi,
Saitama 3360027, TEL 0487117150.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 27 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
西埼玉住まいセンター
センター長 辻沢 英子

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（か
わつるグリーンタウン新鶴団地他２団地）
一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（若
葉台団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（ア
クティ川越団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（プ
ラザシティ新所沢けやき通り団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（西
大和団地他４団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。
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 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒3560006 埼玉県ふじみ野市
霞ヶ丘１２27301 ココネ上福岡二
番館３階 独立行政法人都市再生機構業務
受託者 株式会社ＵＲコミュニティ 西埼
玉住まいセンター お客様相談課 電話
0492632111

提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月22日（火）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること

 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め

られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TSUJISAWA Eiko, Di‑

rector General of W est Saitama Residence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Kawatsuru Green Town

Niizuru housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Wakabadai housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Acty Kawagoe housing co‑

mplex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Plaza City Shintokorozawa

Keyaki‑dori housing complex, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Nishiyamato housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.


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 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : West Sai‑

tama Residence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 3rd Floor, Cocone Kamifukuoka

Second Building, 1227301 Kasumi‑
gaoka, Fujimino‑Shi, Saitama 3560006,
TEL 0492632111.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第８号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
千葉住まいセンター
センター長 浅井 泰弘

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 12
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（検
見川町三丁目団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（ウ
インズタウン稲毛海岸団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（稲
毛海岸駅前プラザ団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（真
砂第二団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（千
葉弁天町団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（あ
やめ台団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（み
つわ台団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。

 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。

なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2617110 千葉県千葉市美浜区
中瀬２６１ ワールドビジネスガーデ
ン マリブイースト10階 独立行政法人都
市再生機構業務受託者 株式会社ＵＲコ
ミュニティ 千葉住まいセンター お客様
相談課 電話0433111212
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
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提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月15日（火）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : ASAI Yasuhiro, Director

General of Chiba Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Kemigawacho 3‑chome

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Winds Town Inagekaigan

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Inagekaigan Ekimae Plaza

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Masago Daini housing co‑

mplex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Chiba Bentencho housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Ayamedai housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Mitsuwadai housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Chiba Resi‑

dence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 10th

Floor, Marive East, World Business Gar‑

den, 261 Nakase, Mihama‑Ku, Chiba‑
Shi, Chiba 2617110, TEL 0433111212.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第９号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
千葉西住まいセンター
センター長 熊谷 大輔

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 12
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（金
杉台団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（習
志野台団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（行
田団地他１団地）一式


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 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（若
松二丁目団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（習
志野海浜秋津団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（谷
津パークタウン壱番街団地他２団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2740825 千葉県船橋市前原西
二丁目12番７ 津田沼第一生命ビル３階
独立行政法人都市再生機構業務受託者 株
式会社ＵＲコミュニティ 千葉西住まいセ
ンター お客様相談課 電話047474
1191
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月16日（水）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨
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 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KUMAGAI Daisuke, Di‑

rector General of Chiba WestResidence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Kanasugidai housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Narashinodai housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Gyoda housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Wakamatsu 2‑chome hous‑

ing complex, Urban Renaissance Agency,

1 set

 Cleaning in Narashino Kaihin Akitsu

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Yatsu Park Town Ic‑

hibangai housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Chiba West‑

Residence Center, UR COMMUNITY INC,

As deputy for Urban Renaissance Agency,

3rd Floor, Tsudanuma Dai‑ichi Seimei Buil‑

ding, 2127 Maebara‑Nishi, Funabashi‑
Shi, Chiba 2740825, TEL 0474741191.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第 10 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
千葉北住まいセンター
センター長 北郷 保典

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 12
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（千
葉ニュータウン ファーストアベニュー小
倉台団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（千
葉ニュータウン 清水口団地他１団地）一
式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（千
葉ニュータウン 堀込団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（パークサイド鎌ヶ谷団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（大
津ヶ丘団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（北
柏ライフタウン松葉町一丁目団地他１団
地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（プ
ロムナード北松戸）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。

 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て



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 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2770005 千葉県柏市柏４
８１ 柏東口金子ビル５階 独立行政法
人都市再生機構業務受託者 株式会社ＵＲ
コミュニティ 千葉北住まいセンター お
客様相談課 電話0471975700
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月16日（水）・12月17日（木）
（開札時刻ついては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。

これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KITAGO Yasunori, Di‑

rector General of Chiba North Residence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Chiba New Town First

Avenew Oguradai housing complex and

others, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Chiba New Town Shi‑

mizuguchi housing complex and others,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Chiba New Town Ho‑

rigome housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

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 Cleaning in Park Side Kamagaya hous‑

ing complex, Urban Renaissance Agency,

1 set

 Cleaning in Otsugaoka housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Kitakashiwa Life Town

Matsubacho 1‑chome housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Promenade Kitamatsudo

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Chiba

NorthResidence Center, UR COM‑

MUNITY INC, As deputy for Urban Re‑

naissance Agency, 5th Floor, Kashiwa‑

higashiguchi Kaneko Building, 481
Kashiwa, Kashiwa‑shi, Chiba 2770005,
TEL 0471975700.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第１号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
東京東住まいセンター
センター長 宇津木 聡

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（八
広五丁目団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（アーバンライフ亀戸）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（東
大島駅前ハイツ団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（北
砂七丁目団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（木
場二丁目団地他６団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（ヴェッセル木場南団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（下
篠崎町団地他２団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで


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提出場所 〒1300022 東京都墨田区江東橋
４26５ 東京トラフィック錦糸町ビル
本館７階 独立行政法人都市再生機構業務
受託者 株式会社ＵＲコミュニティ 東京
東住まいセンター お客様相談課 電話
0356000811
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月９日（水）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。

また、応札若しくは応募又は契約の締結を
行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : UTSUKI Satoshi, Direc‑

tor General of Tokyo East Residence Cen‑

ter, UR COMMUNITY INC, As deputy for

Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Yahiro 5‑chome housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Urban Life Kameido hous‑

ing complex, Urban Renaissance Agency,

1 set

 Cleaning in Higashi Ojima Ekimae

Heights housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Kitasuna 7‑chome housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Kiba 2‑chome housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Vessel Kiba Minami hous‑

ing complex, Urban Renaissance Agency,

1 set

 Cleaning in Shimoshinozakicho hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Tokyo East‑

Residence Center, UR COMMUNITY INC,

As deputy for Urban Renaissance Agency,

7th Floor, Tokyo Traffic Kinshicho Build‑

ing, Main Building, 4265 Kotobashi, Su‑
mida‑Ku, Tokyo 1300022, TEL 03
56000811.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

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入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第２号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
北多摩住まいセンター
センター長 田畑 宏明

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（羽
村団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（清
瀬駅前ハイツ団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（グ
リーンハイツ武蔵境通り団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（プ
ラザ新小金井団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（シ
ティコート下連雀団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（深
大寺町団地他２団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。

 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒1900012 東京都立川市曙町
２34７ ファーレイーストビル10階
独立行政法人都市再生機構業務受託者 株
式会社ＵＲコミュニティ 北多摩住まいセ
ンター お客様相談課 電話042521
1341
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月９日（水）・12月10日（木）
（開札時刻ついては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること


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 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TABATA Hiroaki, Di‑

rector General of North Tama Residence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Hamura housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Kiyose Ekimae Heights

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Green Heights Musas‑

hisakai‑dori housing complex, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Plaza Shinkoganei housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in City Coat Shimorenjaku

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Jindaijicho housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : North Ta‑

maResidence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 10th Floor, Faret East Building,

2347 Akebono‑Cho, Tachikawa‑Shi,

Tokyo 1900012, TEL 0425211341.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第３号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
東京北住まいセンター
センター長 馬詰 豊

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（光
が丘パークタウン公園南団地他１団地）一
式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（光
が丘パークタウンプロムナード十番街団
地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（練
馬北町一丁目団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（舟
渡二丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（グ
リーンプラザ加賀団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（赤
羽北二丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（赤
羽南一丁目団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
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 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。

なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒1700013 東京都豊島区東池袋
１10１ 住友池袋駅前ビル７階 独立
行政法人都市再生機構業務受託者 株式会
社ＵＲコミュニティ 東京北住まいセン
ター お客様相談課 電話0359544611
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月10日（木）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名

 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。


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８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : UMAZUME Yutaka, Di‑

rector General of Tokyo NorthResidence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Hikarigaoka Park Town

Koen Minami housing complex and oth‑

ers, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Hikarigaoka Park Town

Promenade Jubangai housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Nerima Kitamachi 1‑

chome housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Hunado 2‑chome housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Green Plaza Kaga housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Akabane Kita 2‑chome

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Akabane Minami 1‑chome

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Tokyo

NorthResidence Center, UR COM‑

MUNITY INC, As deputy for Urban Re‑

naissance Agency, 7th Floor, Sumitomo

Ikebukuro Ekimae Building, 1101 Hi‑
gashi Ikebukuro, Toshima‑Ku, Tokyo

1700013, TEL 0359544611.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第４号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
南多摩住まいセンター
センター長 小島 雅人

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（八
王子パークヒル宇津木台団地他２団地）一
式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（八
王子みなみ野シティ ヴェルディールみな
み野西団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（グ
リーンヒル寺田団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン シティハイツ南大沢団
地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン ベルコリーヌ南大沢団地
他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン コリナス長池団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン 長池公園せせらぎ通り北
団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン 松が谷団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン エステート鶴牧５団地他
５団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン エステート聖ヶ丘２団地
他４団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（多
摩ニュータウン 長峰杜の一番街団地他１
団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（小
山田桜台団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。
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 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2060025 東京都多摩市永山
１５ ベルブ永山６階 独立行政法人都
市再生機構業務受託者 株式会社ＵＲコ
ミュニティ 南多摩住まいセンター お客
様相談課 電話0423731711
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月11日（金）・12月14日（月）
（開札時刻ついては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること

 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。

なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KOJIMA Masato, Direc‑

tor General of South TamaResidence Cen‑

ter, UR COMMUNITY INC, As deputy for

Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Hachioji Park Hill Ut‑

sugidai housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Hachioji Minamino City

Verdir Minamino Nishi housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Green Hill Terada housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Tama New Town City

Heights Minami Osawa housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Tama New Town Bel‑

leColline Minami Osawa housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Tama New Town Colinas

Nagaike housing complex, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Tama New Town Nagaike

Koen Seseragi‑dori Kita housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set


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 Cleaning in Tama New Town Mat‑

sugaya housing complex, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Tama New Town Estate

Tsurumaki 5 housing complex and oth‑

ers, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Tama New Town Estate

Hijirigaoka 2 housing complex and oth‑

ers, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Tama New Town Nagam‑

ine Mori‑no‑Ichibangai housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Oyamada Sakuradai hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : South Ta‑

maResidence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 6th Floor, Belve Nagayama, 15
Nagayama, Tama‑Shi, Tokyo 2060025,
TEL 0423731711.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第５号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
東京南住まいセンター
センター長 伊橋 英男

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（月
島一丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（哲
学堂公園ハイツ団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（上
馬二丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（シ
ティハイツ烏山団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（南
六郷一丁目団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（蒲
田本町一丁目団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
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提出場所 〒1050014 東京都港区芝１
７17 住友不動産芝ビル３号館１階 独
立行政法人都市再生機構業務受託者 株式
会社ＵＲコミュニティ 東京南住まいセン
ター お客様相談課 電話0354275960
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月14日（月）（開札時刻につ
いては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。

また、応札若しくは応募又は契約の締結を
行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。

７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IHASHI Hideo, Director

General of Tokyo South Residence Center,

UR COMMUNITY INC, As deputy for Ur‑

ban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Tsukishima 1‑chome hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Tetsugakudo Koen Heights

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Kamiuma 2‑chome housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in City Heights Karasuyama

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Minami Rokugo 1‑chome

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Kamata Honcho 1‑chome

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Tokyo

South Residence Center, UR COMMU‑

NITY INC, As deputy for Urban Renais‑

sance Agency, 1st Floor, Sumitomo Fu‑

dosan Shiba Building‑3rd Building, 17
17 Shiba, Minato‑Ku, Tokyo 1050014,
TEL 0354275960.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.


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入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第６号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
城北住まいセンター
センター長 竹中 善彦

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（栗
原団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（リ
バーサイド桜木団地他３団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（青
戸第三団地他３団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（東
四ツ木二丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（西
新小岩リバーハイツ団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。

 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒1100015 東京都台東区東上野
５２５ 下谷ビル４階 独立行政法人
都市再生機構業務受託者 株式会社ＵＲコ
ミュニティ 城北住まいセンター お客様
相談課 電話0338424611
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月14日（月）・12月15日（火）
（開札時刻ついては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。
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 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。

 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TAKENAKA Yoshihiko,

Director General of JohokuResidence Cen‑

ter, UR COMMUNITY INC, As deputy for

Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Kurihara housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Riverside Sakuragi housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Aoto Daisan housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Higashi Yotsugi 2‑chome

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Nishi Shin Koiwa River

Heights housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Jo‑

hokuResidence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 4th Floor, Shitaya Building, 52
5 Higashi Ueno, Taito‑Ku, Tokyo 110
0015, TEL 0338424611.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第 11 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
横浜住まいセンター
センター長 塚田 由人

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（港
北ニュータウン プロムナード仲町台団地
他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（港
北ニュータウン コンフォール東山田団地
他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（中
山駅前ハイツ団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（新
山下ベイシティ団地他２団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（横
浜ヴェールタワー他４団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（井
土ヶ谷東団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（蒔
田団地他４団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
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３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2210056 神奈川県横浜市神奈
川区金港町１４ 横浜イーストスクエア
８階 独立行政法人都市再生機構業務受託
者 株式会社ＵＲコミュニティ 横浜住ま
いセンター お客様相談課 電話045
8721131
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月17日（木）（開札時刻つい
ては、別途通知による）

場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TSUKADA Yoshito, Di‑

rector General of YokohamaResidence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

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 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Kohoku New Town Prom‑

enade Nakamachidai housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Kohoku New Town Con‑

fort Higashiyamata housing complex and

others, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Nakayama Ekimae

Heights housing complex, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Shinyamashita Bay City

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Yokohama Veil Tower

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Idogayahigashi housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Maita housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Yo‑

kohamaResidence Center, UR COMMU‑

NITY INC, As deputy for Urban Renais‑

sance Agency, 8th Floor, Yokohama East

Square, 14 Kinko‑cho, Kanagawa‑ku, Yo‑
kohama‑shi, Kanagawa 2210056, TEL
0458721131.
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 12 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
神奈川西住まいセンター
センター長 臼田 欣史

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（平
塚高村団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール鶴間ライラック通り団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（え
びな団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（鳶
尾団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（ロ
ビーシティ相模大野五番街団地他２団地）
一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（橋
本四丁目団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。

 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。

 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。


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 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2510052 神奈川県藤沢市藤沢
462 日本生命藤沢駅前ビル９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 神奈川西住まいセン
ター お客様相談課 電話0466263110
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月18日（金）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。

これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : USUDA Kinji, Director

General of Kanagawa West Residence Cen‑

ter, UR COMMUNITY INC, As deputy for

Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Hiratsuka Takamura hous‑

ing complex, Urban Renaissance Agency,

1 set

 Cleaning in Confort Tsuruma Lilac‑

dori housing complex, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Ebina housing complex and

others, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Tobio housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Lobby City Sagami Ono

Gobangai housing complex and others,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Hashimoto 4‑chome hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Kanagawa

West Residence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 9th Floor, Nihon Seimei Fujisawa

Ekimae Building, 462 Fujisawa, Fujisawa‑

Shi, Kanagawa, 2510052 TEL 046626
3110.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

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入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第 13 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
横浜南住まいセンター
センター長 横須賀 徹

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（磯
子三丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（金
沢シーサイドタウン並木二丁目団地他２団
地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（金
沢文庫第一団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（コ
ンフォール横須賀本町団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。

 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構東日本賃貸住宅本部長等から指名停
止の通知を受けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年11月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒2340054 神奈川県横浜市港南
区港南台３３１ 港南台214ビル５階
独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 横浜南住まい
センター お客様相談課 電話045835
0061

提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）正午
提出場所 〒1010054 東京都千代田区神田
錦町３22 テラススクエア９階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 東日本業務センター
契約課 電話0352170559
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送は、一般書留郵
便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月18日（金）（開札時刻つい
ては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 東日本業務
センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
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 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。

なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YOKOSUKA Toru, Di‑

rector General of Yokohama SouthResid‑

ence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Isogo 3‑chome housing co‑

mplex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Kanazawa Seaside Town

Namiki 2‑chome housing complex and ot‑

hers, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Kanazawa Bunko Daiichi

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Comfort Yokosuka

Honcho housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by East Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by East Japan

District, Urban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Yokohama

SouthResidence Center, UR COMMUNITY

INC, As deputy for Urban Renaissance

Agency, 5th Floor, Konandai 214 Building,

331 Konandai, Konan‑ku, Yokohama‑
Shi, Kanagawa, 2340054 TEL 045835
0061.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 22 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
京都住まいセンター
センター長 矢野 数浩

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 26
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（花園団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（保津川団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
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 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定
価格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入
 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで
提出場所 〒6048171 京都市中京区烏丸
御池下ル虎屋町566１井門明治安田生
命ビル４階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
京都住まいセンター お客様相談課
電話0752563663
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。

これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yano Kazuhiro, Director

General of Kyoto Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Hanazono housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Hozugawa housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.
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 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Kyoto Resi‑

dence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 4F,

Imon Meijiyasudaseimei Building 5661,
Torayacho, Karasuma‑Oike‑Sagaru, Na‑

kagyo‑Ku, Kyoto‑City, Kyoto, TEL 075
2563663.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。

 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで
提出場所 〒5600082 大阪府豊中市新千
里東町１４２ライフサイエンスセン
タービル19階 独立行政法人都市再生機
構業務受託者 株式会社ＵＲコミュニ
ティ 千里住まいセンター お客様相談
課 電話0668710515
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定
価格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入
 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること

が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 18 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
千里住まいセンター
センター長 小島 康彦

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（若山台第四団地他１団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（水無瀬駅前団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（オークタウン東茨木団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（ルミナス箕面の森二番街団地他２団地）
一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（江坂団地他３団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（東豊中第二団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（加島団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（シティコート曽根東町第２団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
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 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kojima Yasuhiko, Direc‑

tor General of Senri Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Wakayamadai Dai‑yon

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Minase‑ekimae housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Oak Town Higashi‑Ibaraki

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in LUMINOUS Mino‑no‑mori

Niban‑gai housing complex and others,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Esaka housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Higashi‑Toyonaka Dai‑ni

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Kashima housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in CITY COURT Sone‑

Higashi‑machi Dai‑ni housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Senri Resi‑

dence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 19F,

Senri Life Science Center Building, 142,
Shinsenri‑Higashimachi, Toyonaka‑City,

Osaka, TEL 0668710515.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 19 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
大阪住まいセンター
センター長 櫻井 崇


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◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（磯路公園団地他３団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（さざなみプラザ第七団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（天満橋北団地他２団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（桃谷団地他３団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（西長堀団地他１団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（都島リバーシティ団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（大宮町団地他１団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（南新田団地他３団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（玉串西団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（八尾若草団地他１団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（アミティ中宮北町団地他２団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（西長堀団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定
価格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入
 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資 格確認申請書等その他入札関係書
類、契約書等は独立行政法人都市再生機
構ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで
提出場所 〒5368522 大阪府大阪市城東
区森ノ宮２丁目９204 独立行政法人
都市再生機構業務受託者 株式会社ＵＲ
コミュニティ 大阪住まいセンター お
客様相談課 電話0669684455

提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること


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 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Sakurai Takashi, Direc‑

tor General of Osaka Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Isojikouen housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Sazanami Plaza Dai‑nana

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Temmabashi‑Kita housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Momodani housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Nishi‑Nagahori housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Miyakojima RIVER CITY

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Omiyacyo housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Minami‑Shinden housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Tamagushi‑Nishi housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Yao Wakakusa housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in AMITY Nakamiya‑Ki‑

tamachi housing complex and others, Ur‑

ban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Osaka Resi‑

dence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 2
9204, Morinomiya, Joto‑Ku, Osaka‑City,
Osaka, TEL 0669684455.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第 20 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
泉北住まいセンター
センター長 森本 浩一

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（サンヴァリエ津久野団地他１団地）一
式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（鈴の宮団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（小金台団地他３団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（南花台団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（いぶき野三丁目団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（泉南尾崎団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。


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２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定
価格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入
 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで
提出場所 〒5998236 大阪府堺市中区深
井3257番地 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
泉北住まいセンター お客様相談課
電話0722767123
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること

 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Morimoto Koichi, Direc‑

tor General of Senboku Residence Center,

UR COMMUNITY INC, As deputy for Ur‑

ban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Sain Varier Tsukuno hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Suzunomiya housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Koganedai housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Nankadai housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Ibukino san‑cyome housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Sen‑nan Ozaki housing co‑

mplex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定
価格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入
 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Senboku

Residence Center, UR COMMUNITY INC,

As deputy for Urban Renaissance Agency,

3257, Fukai‑Sawamachi, Naka‑Ku, Sakai‑

City, Osaka, TEL 0722767123.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 21 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
兵庫住まいセンター
センター長 春名 淳一

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 28
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（ＨＡＴ神戸・脇の浜団地他１団地）一
式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（鹿の子台北ハイツ）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。


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４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで
提出場所 〒6510087 神戸市中央区御幸
通７１15三宮ビル南館４階 独立行
政法人都市再生機構業務受託者 株式会
社ＵＲコミュニティ 兵庫住まいセン
ター お客様相談課 電話078242
2791
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Haruna Junichi, Director

General of Hyogo Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in HAT Kobe Wakinohama

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Kanokodai‑Kita Heights

housing complex, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Hyogo Resi‑

dence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 4F,

Sannomiya Building Minamikan, 7115,
Gokodori, Chuo‑Ku, Kobe‑City, Hyogo,

TEL 0782422791.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.




令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

入 札 公 告

独立行政法人都市再生機構公告第 24 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
阪神住まいセンター
センター長 森村英一郎

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 28
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（あかしあ台ハイツ団地他４団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（逆瀬川団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（フレール芦屋朝日ヶ丘団地他２団地）
一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（シティハイツ尼崎駅前団地他２団地）
一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（東山台ハイツ団地他１団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（ルネシティ西宮高畑町団地他３団地）
一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（歌島橋団地他２団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（高見フローラルタウン五番街団地他１
団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（リバーサイドさぎす団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の

100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで

提出場所 〒6600881 兵庫県尼崎市昭和
通３95アマックスビル８階 独立行政
法人都市再生機構業務受託者 株式会社
ＵＲコミュニティ 阪神住まいセンター
お客様相談課 電話0664194522

提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

また、応札若しくは応募又は契約の締結を
行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。

７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Morimura Eiichiro, Di‑

rector General of Hanshin Residence Cen‑

ter, UR COMMUNITY INC, As deputy for

Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Akashiadai Heights hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Sakasegawa housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Frere Ashiya Asahigaoka

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in City Heights Amaga‑

sakiekimae housing complex and others,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Higashiyamadai Heights

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Rene City Nishinomiya Ta‑

kahata‑cyo housing complex and others,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Utajimabashi housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Takami FLORAL TOWN

Gobangai housing complex and others,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in RIVER SIDE Sagisu hous‑

ing complex, Urban Renaissance Agency,

1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Hanshin Re‑

sidence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 8F,

Amax Building, 395, Showa‑Dori, Ama‑
gasaki‑City, Hyogo, TEL 0664194522.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 23 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
奈良住まいセンター
センター長 小山 憲一

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 29
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（平城右京団地他１団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（エルト桜井団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（郡山駅前団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（橿原団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（西大和星和台団地他１団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
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２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構西日本支社から指名停止の通知を受
けていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定
価格） ※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。 ※評価員の単純平均と
し、小数点以下第３位四捨五入
 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年実施）」「業務実績評価結果（令和７年
実施）」「業務実績評価結果（令和８年実施）」
の「要改善」評価の割合に応じて、技術評
価点合計点から減点することとする（各年
度対象の事業者は合算の上評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令
和８年10月８日（木）までの土曜日、日
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
23年法律第178号）に規定する休日（以
下「祝日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで
提出場所 〒6310805 奈良県奈良市右京
１丁目４番地サンサンタウンプラザひま
わり館２階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
奈良住まいセンター お客様相談課
電話0742712401

提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連
絡のうえ、持参すること。また、郵送の
場合は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５
時
提出場所 〒5300001 大阪府大阪市北区
梅田三丁目３番20号明治安田生命大阪梅
田ビル18階 独立行政法人都市再生機構
業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ
西日本業務センター契約課 電話06
75265019
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるもの
は受け付けない。また、郵送の場合は、
一般書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月７日（月）～令和８年
12月22日（火）まで（開札時間について
は、別途通知による）
場所 ４に同じ
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること

 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め


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られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Koyama Kenichi, Direc‑

tor General of Nara Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Heijyo‑ukyo housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in ELT Sakurai housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Koriyama‑ekimae housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Kashihara housing com‑

plex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Nishi‑Yamato Seiwadai

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by West Japan Dis‑

trict, Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by West Japan

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 17 : 00

8 October 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Nara Resi‑

dence Center, UR COMMUNITY INC, As

deputy for Urban Renaissance Agency, 2F,

Sun‑townplaza Himawari‑kan, 14, Ukyo,
Nara‑City, Nara, TEL 0742712401.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 25 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
福岡住まいセンター
センター長 小畑 正之

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 40
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（福
浜二丁目団地他３団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（吉
塚六丁目団地他２団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（シーサイドももちセンターステージ団地
他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（箱
崎五丁目団地他２団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（アーベインルネス若久団地他１団地）一
式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（下
大利団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（荒
江団地他１団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（十
郎川団地他２団地）一式

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
九州地区物品購入等の契約に係る競争参加資
格審査において、「役務提供」の資格を有する
と認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構九州支社から指名停止の通知を受け
ていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年10月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年10月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
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なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒8120016 福岡県福岡市博多区
博多駅南一丁目３番11号 ＫＤＸ博多南ビ
ル３階 独立行政法人都市再生機構業務受
託者 株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住
まいセンター お客様相談課 電話092
4338123
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５時
提出場所 〒8120016 福岡県福岡市博多区
博多駅南一丁目３番11号 ＫＤＸ博多南ビ
ル３階 独立行政法人都市再生機構業務受
託者 株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住
まいセンター お客様相談課 電話092
4338123
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送の場合は、一般
書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月９日（水）から令和８年
12月10日（木）（開札時間については、別途
通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住まい
センター お客様相談課
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名

 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。

７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : OBATA Masayuki, Di‑

rector General of Fukuoka Residence Cen‑

ter, UR COMMUNITY INC, As deputy for

Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Fukuhama 2‑chome hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Yoshizuka 6‑chome hous‑

ing complex and others, Urban Renais‑

sance Agency, 1 set

 Cleaning in Arae housing complex and

others, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Ju‑ro‑gawa housing com‑

plex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Sea‑side Momochi Center

Stage housing complex and others, Urban

Renaissance Agency, 1 set

 Cleaning in Hakozaki 5‑chome housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Urbane Renace Wakahisa

housing complex and others, Urban Re‑

naissance Agency, 1 set

 Cleaning in Shimoori housing complex,

Urban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.


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入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第 26 号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
北九州住まいセンター
センター長 白川 博樹

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 40
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務
（アーベイン大手町他４団地）一式

 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（紅
梅他３団地）一式
 ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（新
下関団地）一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和14年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので総合評価のための書類
を別途提出すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和７・８年度独立行政法人都市再生機構
九州地区物品購入等の契約に係る競争参加資
格審査において、「役務提供」の資格を有する
と認定された者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、独立行政法人都市
再生機構九州支社から指名停止の通知を受け
ていないこと。
 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 その他当社が必要と定める資格を有する者
であること。

３ 総合評価に係る事項
 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、当該入札者の入札価格から求められ
る下記の「価格評価点」と下記及び
により得られた「技術評価点」との合計値
をもって行う。
 価格評価点の算出は、以下のとおりとし、
満点は50点とする。
価格評価点＝50×（１－入札価格／予定価
格）
※小数点第３位切捨て
 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（令和
６年10月実施）」「業務実績評価結果（令和
７年10月実施）」「業務実績評価結果（令和
８年10月実施）」の「要改善」評価の割合に
応じて、技術評価点合計点から減点するこ
ととする（各年度対象の事業者は合算の上
評価）。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当社の
予定価格の基準に満たない場合には、落札決
定を保留し、当該業務の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められるか否
かについて、当該入札を行った者に対する事
情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年12月２日（水）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
提出期間 令和８年９月17日（木）から令和
８年10月８日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「祝日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで
提出場所 〒8020001 福岡県北九州市小倉
北区浅野３丁目８番１号 ＡＩＭビル１Ｆ
独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 北九州住まい
センター お客様相談課 電話093383
9375
提出方法 持参又は郵送すること。ただし、
持参の場合は、あらかじめ提出日時を連絡
のうえ、持参すること。また、郵送の場合
は、一般書留郵便による郵送とする。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
提出期限 令和８年12月２日（水）午後５時
提出場所 〒8020001 福岡県北九州市小倉
北区浅野３丁目８番１号 ＡＩＭビル１Ｆ
独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 北九州住まい
センター お客様相談課 電話093383
9375
提出方法 提出期限までに必着での郵送と
し、提出先への持参又は電送によるものは
受け付けない。また、郵送の場合は、一般
書留郵便による郵送とする。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年12月９日（水）（開札時間につ
いては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ 北九州住ま
いセンター お客様相談課
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不可とする。

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by Kyusyu, Urban

Renaissance Agency in the fiscal year

2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by Kyushu, Ur‑

ban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 PM 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Fukuoka

Residence Center, UR COMMUNITY INC,

As deputy for Urban Renaissance Agency,

3rd Floor, KDX Hakataminami Building,

1311 Hakataekiminami, Hakata‑ku,

Fukuoka‑Shi, Fukuoka, TEL 092433
8123.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.


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５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろ。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するた
め、所要の情報の当方への提供及び情報の公表
に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締
結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなす。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力のない
相手方については、その名称等を公表する場合
がある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表する。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供いただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

６ 入札結果の公表について 「団地内一般清掃
等業務」の公募手続については、全住まいセン
ターにおいて同時期に複数公募していることか
ら、全地区における全件の入札が完了したのち、
公表することとする。
７ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
提出期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査し、本公告に示した競争参加資格を有す
ると判断した申請書等を提出した者のみ入札
に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SHIRAKAWA Hiroki,

Director General of Kitakyushu Residence

Center, UR COMMUNITY INC, As deputy

for Urban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased :

 Cleaning in Urbane Otemachi housing

complex and others, Urban Renaissance

Agency, 1 set

 Cleaning in Koubai housing complex

and others, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Cleaning in Shinshimonoseki housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1

set

 Fulfillment period : From 1 April 2027 to

31 March 2032.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by Kyusyu, Urban

Renaissance Agency in the fiscal year

2025 and 2026.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by Kyushu, Ur‑

ban Renaissance Agency.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 8 Octo‑

ber 2026.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 17 : 00 PM 2 December 2026.

 Contact point for the notice : Kitakyushu

Residence Center, UR COMMUNITY INC,

As deputy for Urban Renaissance Agency,

1st floor, AIM Building, 381 Asano, Ko‑
kurakita‑ku, Kitakyushu‑Shi, Fukuoka,

TEL 0933839375
 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
独立行政法人自動車技術総合機構
交通安全環境研究所長 松田 敦

◎調達機関番号 619 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量 排出ガス調査用米国
仕様車の購入 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年１月29日
 納入場所 独立行政法人自動車総合機構
交通安全環境研究所 排気ガス実車実験棟
 入札方法 総価で行う。落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 独立行政法人自動車技術総合機構契約事務
実施規程第25条の規定に該当しない者。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和７・８・９年度に、「物品の製造」又
は「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に
格付けされている者。
 国の機関において、指名停止の措置を受け
ている期間中の者でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続していない者。
 入札説明書の交付を受けた者。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1820012 東京都調布市深大寺東町７
4227 独立行政法人自動車技術総合機構総
務部会計課契約第二係 電話0422413206
e‑mail：keiyaku@ntsel.go.jp
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 入札説明書の交付方法 上記３の交付場
所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件に関する
入札説明会は実施しない。
 入札書の受領期限 令和８年10月27日14時
00分（郵送による場合は令和８年10月26日
17時00分必着のこと。）
 入札、開札の日時及び場所 令和８年10月
27日14時00分 独立行政法人自動車技術総合
機構交通安全環境研究所 １階大会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 独立行政法人自動車技
術総合機構契約事務実施規則第４条の規程に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Atsushi Matsuda, Presi‑

dent, National Traffic Safety and Environ‑

ment Laboratory, National Agency for Au‑

tomobile and Land Transport Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of services to be pro‑

cured : Purchase of a U.S.‑spec vehicle for

emissions surveys

 Due Date : January 29, 2027

 Delivery place : National Traffic Safety

and Environment Laboratory, National

Agency for Automobile and Land Trans‑

port Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 25 of the Na‑

tional Agency for Automobile and Land

Transport Technology.

 not be suspended from tenders by any

Japanese government agencies.

 not be entities that have been being

excluded from the public projects of the

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism based on the requests

of the police authorities because the en‑

tities are substantially under the control

of members of organized crime or the en‑

tities are related to those members.

 have officially received the solicitation

documents from the President, National

Traffic Safety and Environment Labora‑

tory, National Agency for Automobile

and Land Transport Technology.

 Time limit for tender submission : Octo‑

ber 27, 2026, 14 : 00

 Contact point for the notice : Second Pro‑

curement Section, Accounting Division, Ad‑

ministration Department, National Agency

for Automobile and Land Transport Tech‑

nology, 74227 Jindaijihigashimachi,

Chofu city, Tokyo 1820012 Japan.
TEL 0422413206
e‑mail : keiyaku@ntsel.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
契約担当役
国立大学法人信州大学理事 安彦 広斉

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 20
〇第８号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 財務会計システム
一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。

 納入期限 令和10年３月31日
 納入場所 契約担当役が指定する場所
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額をもって落札価格とする。入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額から消費税及び地方消費税相当額を
減じた金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人信州大学の契約事務取扱規程
第５条及び第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 入札者の競争参加資格 国の競争参加資格
（全省庁統一資格）又は国立大学法人信州大
学の競争参加資格のいずれかにおいて令和８
年度に関東・甲信越地域の「物品の販売」の
Ａ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者であ
ること。
なお、国立大学法人信州大学の競争参加資
格については、信州大学財務部財務課にて随
時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒3908621 長野県松本市旭３１１
信州大学財務部経理調達課調達管理グループ
綾部 匡人 電話0263373101
e‑mail：
chotatsu̲kakuchi@gm.shinshu-u.ac.jp
入札書は、電子入札システム
（https://keiyaku2r3.shinshu-u.ac.jp/
koukai/kanpou.zul）により提出すること。
ただし、特別な事情があり電子入札システム
により提出することができない場合は、郵送
（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）
又は持参すること。

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
30日14時00分 オンラインにより開催するた
め、参加を希望する者は令和８年９月29日の
12時00分までに、上記３の問い合わせ先ま
で申し込みを行うこと。
 書類の提出期限 令和８年11月９日17時00
分
 開札（入札締切）の日時及び場所 令和８
年12月14日14時00分 信州大学本部管理棟財
務部第一会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した物品を
納入できることを証明する書類を書類の提出
期限までに提出のうえ、入札書を開札（入札
締切）の日時までに電子入札システムにより
提出しなければならない。入札者は、開札日
の前日までの間において、契約担当役から当
該書類に関し説明を求められた場合は、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人信州大学の契約事務取
扱規程第11条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で、契約担当役が入札
説明書で指定する性能、機能、技術等（以下
「性能等」という。）のうち、必須とした項目
の最低限の要求要件をすべて満たしている性
能等を提案した入札者の中から、契約担当役
が入札説明書で定める総合評価の方法をもっ
て落札者を定める。

 have Grade A, B, C or D of Manufac‑

ture of goods or sale of goods in terms

of the qualification for participating in

tenders by the Japanese government

(unified qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025, 2026,

and 2027.
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 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Abiko Kosei, The Ob‑

ligating Officer Trustee, Shinshu Universi‑

ty

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Shinshu University Accounting

System 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2028

 Delivery place : The places specified by

the Obligating Officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Shinshu University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto・Koshinetsu area in sale of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy, or in tenders by Shinshu University,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.

 Time limit of tender : 17 : 00 9 Novem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Ayabe

Masato, Procurement Section, Accounting

Division, Shinshu University, 311 Asahi
Matsumoto‑shi Nagano 3908621 Japan,
TEL 0263373101,
e‑mail :

chotatsu̲kakuchi@gm.shinshu-u.ac.jp

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 ６
 購入品名及び数量 チ41110 総合口座通
帳（黒色・ダイヤ）2247500冊（予定）
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和８年10月
30日午後１時 電子入札システムにより実施

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記の各号の一に該当すると認められる
者でその事実があった後２年間を経過して
いない者。代理人、支配人その他の使用人
として使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者
 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者
 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者
 正当な理由が無くて契約を履行しな
かった者
 その他、会社に損害を与えた者

５ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 株式会社ゆうちょ銀行取引先資格審査申請
書の提出 参加条件を満たさない者で入札を
希望する者は、当社所定の審査申請書に必要
事項を記入の上、上記４に示す場所へ提出す
ること。なお、申請の時期によっては本件入
札に間に合わない場合がある。
 電子入札システムの入力方法 落札決定に
当たっては、電子入札システムに入力された
金額に当該金額の10％に相当する額を加算し
た額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は消費税及び地方
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を電子入札システ
ムに入力すること。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、最低価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。

６ Summary

 Contracting entity : Ryotaro Yamada,

Executive officer JAPAN POST BANK

Co., Ltd.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 6

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。
オ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。なお、反社会的勢力とは
暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった
時から５年を経過しない者、暴力団準構成
員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団、そ
の他これらに準ずる者等の属性要件のほか
次に掲げる行為を行う者をいう。
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、又
は暴力を用いる行為
 風説を流布し、偽計を用い又は威力を
用いて当社の信用を毀損し、又は当社の
業務を妨害する行為
 からに準ずる行為

 株式会社ゆうちょ銀行における競争参加資
格審査において、資格を有すると認められた
者又は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）
を有する者であること。

ウ 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れるもので、その事実があった後、１年を
経過していない者。代理人、支配人その他
の使用人として使用する者についても同様
とする。
 公共機関の職員に対して行った贈賄の
容疑により公訴を提起された者
 公共機関が発注した契約に関し、談合
又は競売入札妨害の容疑により公訴を提
起された者

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている書類等を令和８年10月23日午前10
時30分までに下記４に示す場所に提出しなけれ
ばならない。提出された書類等を審査の結果、

当該物品を納入することができると認められた
者に限り、入札の対象者とする。なお、提出し
た書類等について説明を求められたときはこれ
に応じなければならない。
４ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先 〒1008793 東京都千代田区大
手町二丁目３番１号 株式会社ゆうちょ銀行
コーポレートスタッフ部門総務部（契約担当）
担当 吉田 育代 電話0334771710


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 Nature and quantity of the products to be

purchased : About 2,247,500 volumes of In‑

tegrated Savings Passbook (Black・Dia‑
mond)

 Delivery period : To be specified later

 Delivery place : To be specified later

 Time limit for tender : 10 : 30 AM 23 Oc‑

tober 2026

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the examination of qualifications by

JAPAN POST BANK Co., Ltd. for partici‑

pating in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact Point for the notice : Ikuyo

Yoshida, General Affairs Department, Cor‑

porate Administration Division, JAPAN

POST BANK Co., Ltd. Otemachi Place

West‑tower 231 Otemachi Chiyoda‑ku
Tokyo 1008793, Japan. TEL 033477
1710

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 ６
 購入品名及び数量 チ41120 総合口座通
帳（桃色・イラスト）5493000冊（予定）
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和８年10月
30日午後１時15分 電子入札システムにより
実施

２、３、４及び５ 第１号の２、３、４及び５に
同じ
６ Summary

, and The Same with Notice Above

(No. 1)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 6

 Nature and quantity of the products to be

purchased : About 5,493,000 volumes of In‑

tegrated Savings Passbook (Pink・Illust‑
ration)

 Delivery period : To be specified later

 Delivery place : To be specified later

 Time limit for tender : 10 : 30 AM 23 Oc‑

tober 2026

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

日本放送協会 経理局長 金子 豊
◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2026１40 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等件名及び数量 拠点局 報道ＬＡＮ
の更新 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納期 令和11年３月16日
 納入場所 日本放送協会経理局長が指定す
る場所
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方消費税
法の規定により、定められた税率により算定
された金額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額のうち消費税
額等に相当する額を除いた金額を記載した入
札書を提出すること。

２ 競争参加資格
競争入札参加資格の審査に関する公告に基づ
き、競争入札参加資格の登録をした者。なお、
新たに競争入札参加資格を得ようとする者は下
記の場所に申請すること。〒1508001 東京都
渋谷区神南２２１ 日本放送協会経理局調
達部 ＴＥＬ0354555982 ＦＡＸ03
54552110
３ 入札書の提出場所等
 資料等（入札書を除く）の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先
〒1508001 東京都渋谷区神南２２１
ＮＨＫ放送センター内 ㈱ＮＨＫビジネス
クリエイト調達・管財事業部（制作・送出設
備）ＴＥＬ0354555527 ＦＡＸ03
54555591（㈱ＮＨＫビジネスクリエイトは
日本放送協会の調達関係業務の業務委託先で
ある。）

 入札説明書の交付場所及び交付方法 本公
告の日から、令和８年11月４日までの間、電
子メールにより交付する。交付を希望する場
合は、㈱ＮＨＫビジネスクリエイト 調達・
管財事業部（資材２（国際調達））担当：竹本
（ＴＥＬ0354555790）
m07502-kokusai@li.nhk.or.jp までメール
で連絡すること。また、ＮＨＫホームページ
「調 達 の ペ ー ジ」
（ https://www.nhk.or.jp/chotatsu）入札情
報に掲載している「拠点局 報道ＬＡＮの更
新」誓約書の提出を要する。
 資料等の提出期限 令和８年11月５日17時
 電子入札システムによる入札書の提出期間
令和８年11月６日10時30分から11時

４ 開札の日時
令和８年11月６日11時

５ 電子入札システムの利用
本件は、日本放送協会電子入札システムを利
用した応札及び入開札手続きにより実施するも
のとする。詳細については入札説明書のとおり。
６ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に記載した
書類を指定した期限までに提出しなければな
らない。入札者は、開札日の前日までの間に
おいて、調達担当者から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 落札者の決定 予定価格の範囲内であり、
入札説明書で指定する性能等の要求要件をす
べて満たしている提案をした入札者の中か
ら、入札説明書で定める総合評価の方法を
もって落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yutaka Kaneko Director

of Financial Department Japan Broadcast‑

ing Corporation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : LAN equipment for news re‑

porting 1 set

 Delivery period : 16 March 2029

 Delivery place : Place(s) specified by Di‑

rector of Financial Department Japan

Broadcasting Corporation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who have applied and been listed in

the permanent list of qualified suppliers

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion documents : 17 : 00, 5 November 2026

 Term for the submission of tenders by

electronic bidding system : from 10 : 30 to

11 : 00, 6 November 2026

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555790 FAX 0354555592

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日

契約等担当職 日本中央競馬会
法務部契約室長 菅沼 孝章

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 13
〇プロモ第 16 号
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量 2026年秋季競馬に関
わるＷＥＢ広告等の実施 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。なお、入札
書に記載する金額は、消費税及び地方消費税
を含むものとする。
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２ 競争参加資格
 経営状態並びに信用状態が良好である者。
 業務の実行に必要な能力を有すると認めら
れる者。
 令和６～８年度日本中央競馬会「物品等の
調達に係る競争参加者資格及び等級格付け審
査基準」により、契約の種類が「役務等契約」
であって「業種の区分」が「広報」であり、
または令和７・８・９年度全省庁統一資格に
より、資格の種類が「役務の提供等」であっ
て「調達する物品等の種類」が「広告・宣伝」
であって、Ａに格付けされている者。なお、
競争参加資格を有しないで入札に参加しよう
とする者は、入札書提出期限までに競争参加
資格が付与され、当該等級に該当する場合の
み入札に参加できる。詳細は下記ＵＲＬ参照
のこと。
https://jra.jp/company/product/bid/

 本公告の日から開札日までの間に、本会ま
たは農林水産省の機関から競争入札参加停止
措置を受けている日が含まれていないこと。
 その他の条件については、入札説明書に記
載する。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び参加資格等問い合
わせ先 〒1050003 東京都港区西新橋１
１１ 日本中央競馬会 法務部契約室
tel 0335915251（代表）
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp
入札書等の提出方法は、入札説明書を交付
した者に説明する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
１日11時00分 本部４階407会議室
入札説明書は、入札説明会の際に直接交付
する。
 入札・開札の日時・場所 令和８年11月６
日10時00分 本部４階408会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、

落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。
 本入札は「低入札価格調査」が適用される
ものとする。

５ Summary
 Official in charge of contract : SUGA‑

NUMA, Takaaki, General Manager, Con‑

tract and Procurement Division, Legal Af‑

fairs Department of Japan Racing Associa‑

tion.
 Classification of the services to be pro‑

cured : 73
 Nature and Quantity of the services to be

purchased : Online Publicity and Advertis‑

ing Services for the 2026 Autumn Horse Ra‑

cing.
 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A
 Time limit of tender : By 10 : 00 6 No‑

vember 2026.
 Contact point for the notice : Contract

and Procurement Division, Legal Affairs

Department of Japan Racing Association,

111 Nishi‑shimbashi, Minato‑ku,

Tokyo 1050003 JAPAN tel : 033591
5251 E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
北海道開発局函館開発建設部長 加納 民雄
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発函館第６号
１ 事業概要
 品目分類番号 41、42
 事業名 函館開発建設部管内道路照明施設
整備等ＰＦＩ事業
 事業の対象となる公共施設等の種類 道路
附属物（道路照明）
 事業場所 一般国道５号、一般国道37号、
一般国道227号、一般国道228号、一般国道
229号、一般国道230号、一般国道277号、一
般国道278号、一般国道279号、函館・江差自
動車道、函館新道、函館新外環状道路
 事業内容 本事業は、国土交通省北海道開
発局函館開発建設部管内（以下「事業対象区
域」という。）における国道道路照明（以下「本
施設」という。）のうち、未ＬＥＤ道路照明の
新設ＬＥＤ道路照明への更新並びに本施設の
維持修繕を民間資金等の活用による公共施設
等の整備等の促進に関する法律（平成11年法
律第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）第７
条に基づき特定事業として選定された事業と
して、実施するものである。
事業者は、事業対象区域において、事業契
約締結後直ちに既設ＬＥＤ道路照明の施設維
持修繕業務を行う（Ｏ方式）とともに、事業
期間中に未ＬＥＤ道路照明を新設ＬＥＤ道路
照明に更新する工事を行い、整備完了後に当
該新設ＬＥＤ道路照明の所有権を国に移転す
る。その後、事業者は、事業期間が満了する
まで、本施設の施設維持修繕業務を行う（Ｂ
ＴＯ方式）こととする。
特定事業として事業者が実施する業務は、
以下のとおりである。
 設計業務
ア 道路照明施設設計業務
 施設更新業務
ア 事前調査業務
イ ＬＥＤ道路照明灯具等の選定・調達業
務
ウ ＬＥＤ道路照明灯具への更新業務

エ 撤去した既存照明灯具の収集運搬・処
分業務
オ 道路照明台帳更新業務
カ 電気需給契約に関する資料の作成業務
キ 所有権移転業務
 工事監理業務
ア 工事監理業務
 施設維持修繕業務
ア 巡回業務
イ 道路照明施設維持修繕業務
ウ 道路照明台帳更新・管理業務

 事業期間 事業契約締結日から令和23年３
月31日まで。

２ 競争参加資格
 応募者の構成
 応募者は、１に掲げる業務を実施する
ことを予定する単独企業（以下「応募企業」
という。）又は複数の企業によって構成され
るグループ（以下「応募グループ」という。）
であること。
 応募グループの場合は、構成される企業
（応募企業を含み、以下「構成員」という。）
の中から代表となる企業（以下「代表企業」
という。）を定め、当該代表企業が応募手続
を行うこと。
なお、応募企業の場合は代表企業を兼ね
るものとする（以下、代表企業には応募企
業を含む。）。
 応募企業又は応募グループは、契約締結
までに本事業を行うことを目的とする特別
目的会社として、会社法（平成17年法律第
86号）に基づく株式会社（以下「ＳＰＣ」
という。）を設立することを基本とする。
なお、応募企業又は応募グループの全て
の構成員が一定の要件を満たす場合はこの
限りではない。一定の要件とは、次のアか
らウまでの要件を全て満たす場合をいう。
ア 会計決算報告において、直近３期が債
務超過でないこと。
イ 会計決算報告において、経常収支が３
期連続で赤字でないこと。
ウ ３期以上の決算を迎えていること。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
令和８年９月 17 日
日本年金機構本部調達管理部長 内藤 啓
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
１ 掲載日
令和８年８月19日（号外政府調達第153号）

２ 訂正内容
新規ＲＰＡシナリオの開発（情報連携取得）
及びＲＰＡツール保守業務（令和９年３月～令
和９年12月）一式について、17ページ４段目４
の中「令和８年９月18日18時00分までに実施
計画書（案）を提出し、競争参加に必要な書類
を令和８年９月28日11時00分」を「競争参加に
必要な書類及び実施計画書（案）を令和８年９
月18日18時00分」に訂正する。


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 上記のＳＰＣの設立において、構成員
はＳＰＣに出資することを基本とする。
また、ＳＰＣへの出資については、次の
アからウまでの要件を満たすこと。
ア 構成員は、ＳＰＣの株主総会における
全議決権の２分の１を超える議決権を保
有すること。
イ 代表企業の議決権保有割合が株主中唯
一最大となること。
ウ ＳＰＣの株主は、原則として本事業の
事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を
保有することとし、あらかじめ函館開発
建設部の書面による承諾がある場合を除
き、譲渡、担保権等の設定その他一切の
処分を行ってはならないこと。

 ＳＰＣを設立する場合は、構成員のうち
ＳＰＣに出資せず、事業者より業務を受託
し又は請負うことを予定する者（以下「協
力企業」という。）についても、第一次審査
提出書類の提出時に協力企業として明記す
ること。
 応募にあたり、構成員それぞれが、１
に掲げる業務のうち、いずれを実施するか
を明らかにすること。
なお、一者が複数の業務を兼ねて実施す
ること又は業務範囲を明確にした上で各業
務を複数の者で分担することは差し支えな
い。ただし、応募グループの場合は、同一
の者又は相互に資本面若しくは人事面にお
いて関係のある者が工事監理業務と施設更
新業務を実施することはできない。応募企
業の場合は、工事監理業務を資本関係又は
人的関係において関連のない者に委託する
こと。委託先については、２の要件を満
足すること。
また、１に掲げる業務以外の業務を実
施する企業は、実施する業務を明らかにす
ること。
 構成員の変更は認めない。ただし、第二
次審査提出書類の提出期限までに構成員を
変更せざるを得ない事情が生じた場合は、
函館開発建設部と協議するものとし、函館
開発建設部が変更を認めた場合はこの限り
ではない。

 構成員のいずれかが、他の応募グループ
の構成員でないこと。
 構成員のいずれかと資本関係又は人的関
係において関連のある者が、他の応募グ
ループの構成員でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に以下の
基準のいずれかに該当する関係がないこ
と。詳細は入札説明書による。
ア 資本関係
イ 人的関係
ウ その他の入札の適正さが阻害されると
認められる場合

 応募者共通の参加資格要件 構成員は、次
のからまでの要件を満たさなければなら
ない。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
 ＰＦＩ法第９条の規定に該当しない者で
あること。
 第一次審査提出書類の提出期限の日から
開札の日までの期間において、北海道開発
局工事契約等指名停止等の措置要領（昭和
60年４月１日付け北開局工第１号）に基づ
く指名停止を受けていないこと。また、北
海道開発局物品等契約に係る指名停止等の
措置について（平成13年12月18日付け北開
局会第611号）に基づく指名停止を受けて
いないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省公共事業等からの排除要請
があり、当該状態が継続している者でない
こと。
 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞
納がないこと。
 労働保険、厚生年金保険等の適用を受け
ている場合、保険料等の滞納がないこと。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
北海道開発局長が別に定める手続に基づく
一般競争（指名競争）参加資格の再決定を
受けていること。

また、決定を受けていない者も第一次審
査資料を提出することはできるが、第二次
審査資料提出の日までに当該資格の決定を
受けていなければならない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記の再決定を受けた者を除く。）でな
いこと。
 本事業に係るアドバイザー業務に携わっ
たパシフィックコンサルタンツ株式会社及
びアンダーソン・毛利・友常法律事務所あ
るいはこれらの者と資本関係又は人的関係
において関連のある者でないこと。
 函館開発建設部が設置した「函館開発建
設部管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業有
識者委員会」の委員が属する企業又はその
企業と資本関係又は人的関係において関連
のある者でないこと。
 上記及びにおいて、「資本関係又は人
的関係において関連のある者」の詳細は入
札説明書による。

 設計企業の参加資格要件 構成員のうち、
１に掲げる設計業務を実施する者は、次
のからまでの要件を満たさなければなら
ない。
 北海道開発局における業種区分「土木関
係コンサルタント」に係る令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格の決定を受
けていること。
 平成28年度以降公告日までに完了した次
のアの要件を満たす業務（再委託による業
務の実績は含まない。）において、１件以上
の実績を有すること。
ア 道路法上の道路における電気設備又は
情報通信設備の詳細設計に関する業務

 実績として挙げた個々の業務評定点が60
点以上であること。ただし、「北海道開発局
委託業務成績評定要領」（平成７年４月３日
付け北開局工第２号）に基づく業務成績以
外の業務はこの限りではない。
 令和６年度から令和７年度末までに完了
した業務のうち、北海道開発局発注業務（北
海道開発局発注業務の実績がない場合、国
土交通本省、地方整備局、国土技術政策総
合研究所、国土地理院及び内閣府沖縄総合

事務局開発建設部発注業務の同じ業種区
分）の「土木関係コンサルタント」の平均
業務評定点が60点以上であること。ただし、
成績評定を受けた上記機関発注業務の業務
実績がない場合はこの限りではない。
 業務実績については、我が国及びＷＴＯ
政府調達協定締約国その他建設市場が開放
的であると認められる国等以外の国又は地
域に主たる営業所を有する建設コンサルタ
ント等にあっては、我が国における業務実
績をもって判断するものとする。
なお、「海外インフラプロジェクト技術者
認定・表彰制度」により認定された海外実
績は、国内における実績と同様に評価する。
 次に掲げる基準を満たす配置予定技術者
を配置できること。
外国資格を有する技術者（我が国及びＷ
ＴＯ政府調達協定締約国その他建設市場が
開放的であると認められる国等の業者に所
属する技術者に限る。）については、あらか
じめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土
交通大臣認定（不動産・建設経済局建設市
場整備課）を受けている必要がある。
なお、第一次審査資料の提出期限までに
当該認定を受けていない場合にも第一次審
査資料を提出することができるが、この場
合、第一次審査資料提出時に当該認定の申
請書の写しを提出するものとし、第一次審
査結果の通知日までに大臣認定を受け、認
定書の写しを提出しなければならない。
また、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
＜予定管理技術者＞
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
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ｂ 博士（工学）
ｃ ＲＣＣＭ（電気電子部門）の資格
を有し、登録証書の交付を受けてい
る者
ｄ 建設コンサルタント登録規程（昭
和52年４月15日建設省告示第717号）
第３条第一号ロ（登録部門「電気電
子部門」）により技術管理者として国
土交通大臣に認定された者

＜予定照査技術者＞
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ ＲＣＣＭ（電気電子部門）の資格
を有し、登録証書の交付を受けてい
る者
ｄ 建設コンサルタント登録規程（昭
和52年４月15日建設省告示第717号）
第３条第一号ロ（登録部門「電気電
子部門」）により技術管理者として国
土交通大臣に認定された者

イ 配置予定技術者の設計経験
＜予定管理技術者＞
 下記のいずれかの実績を有する者
ａ 平成28年度以降公告日までに完了
した２アの要件を満たす業務に
おいて１件以上の実績を有する者
（ただし、再委託による業務及び照
査技術者として従事した業務は除
く。また、管理技術者が途中交代し
た業務で、業務完了時（完了検査時
点）に従事していない管理技術者は
実績とみなさない。）。
ｂ 過去に前項の業務をマネジメント
した実務経験を有する者。マネジメ
ントした実務経験の詳細は、入札説
明書による。

 令和４年度から令和７年度に完了し
た業務について、管理技術者として従
事（管理技術者が途中交代した場合、

業務完了時（完了検査時点）に従事し
ている技術者）した北海道開発局発注
業務（北海道開発局発注業務の実績が
ない場合、国土交通本省、地方整備局、
国土技術政策総合研究所、国土地理院
及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部
発注業務の同じ業種区分）の「土木関
係コンサルタント」の平均業務成績が
60点以上であること。ただし、成績評
定を受けた上記機関発注業務の業務実
績がない場合はこの限りではない。
 管理技術者については、第一次審査
資料提出期限日以前３ヶ月以上の直接
的かつ恒常的な雇用関係がある者であ
ること。なお、上記、における対
象期間中に出産・育児等の真にやむを
得ない事情により休業を取得していた
場合には、休業期間に相当する日数を
対象期間に加えることができる。この
場合、休業を証明できる書類を添付す
ること。

 施設更新企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる施設更新業務を実施する
者は、次のからまでの要件を満たさなけ
ればならない。ただし、施設更新業務のうち、
１イに掲げるＬＥＤ道路照明灯具等の選
定・調達業務のみを実施する者はこの限りで
なく、次のの要件を満たせばよいものとす
る。
また、施設更新業務のうち、１キに掲
げる所有権移転業務のみを実施する者につい
てもこの限りでなく、２に掲げる応募者共
通の参加資格要件を満たせばよいものとす
る。
 単体として北海道開発局における工事区
分「電気」に係る令和７・８年度一般競争
（指名競争）参加資格の決定を受けている
こと、又は経常建設共同企業体として決定
を受けていること。
 建設業法（昭和24年法律第100号）に基
づく「電気工事業」の許可を受けているこ
と。
 平成23年度以降公告日までに、次のアの
要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の

ものに限る。）。ただし、経常建設共同企業
体の場合は、当該共同企業体として又は構
成員のいずれか１社が次のアの工事を元請
として施工した実績を有すること。
ア 電気工事業に関する工事の施工実績を
有すること。
なお、当該実績が北海道開発局、国土
交通省大臣官房官庁営繕部及び地方整備
局の発注した工事に係る実績である場合
にあっては、評定点合計が65点未満のも
のを除く。

 次に掲げる要件を満たす工事成績を有す
ること。単年度の受注実績しかない場合は、
その年度の工事成績評定点の平均点とし、
ア又はイに掲げる受注実績がない単体又は
共同企業体の構成員の工事成績評定点は65
点とする。
ア 単体 令和６年度及び令和７年度に完
成した北海道開発局発注工事に係る工事
成績評定点の平均点が65点以上であるこ
と。また、上記の受注実績がない場合は、
令和４年度及び令和５年度に完成した北
海道開発局発注工事に係る工事成績評定
点の平均点が65点以上であること。過去
４年度の受注実績がない場合は、令和２
年度及び令和３年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。過去６年度
の受注実績がない場合は、平成30年度及
び令和元年度に完成した北海道開発局発
注工事に係る工事成績評定点の平均点が
65点以上であること。過去８年度の受注
実績がない場合は、平成28年度及び平成
29年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点の平均点が65点以
上であること。
イ 共同企業体 令和６年度及び令和７年
度に完成した北海道開発局発注工事に係
る工事成績評定点が全構成員の平均点で
65点以上であること。また、上記の受注
実績がない場合は、令和４年度及び令和
５年度に完成した北海道開発局発注工事

に係る工事成績評定点が全構成員の平均
点で65点以上であること。過去４年度の
受注実績がない場合は、令和２年度及び
令和３年度に完成した北海道開発局発注
工事に係る工事成績評定点が全構成員の
平均点で65点以上であること。過去６年
度の受注実績がない場合は、平成30年度
及び令和元年度に完成した北海道開発局
発注工事に係る工事成績評定点が全構成
員の平均点で65点以上であること。過去
８年度の受注実績がない場合は、平成28
年度及び平成29年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。

 次のア及びイに掲げる基準を満たす主任
技術者又は監理技術者を当該工事に配置で
きること。ただし、現在他の工事に従事し
ている場合は、契約締結日までに当該工事
に配置できること。
更新作業（工事）に係る工事期間中は、
次に掲げる基準のいずれかを満たす主任技
術者又は監理技術者を当該更新作業（工事）
に専任で配置できること。ただし、ＬＥＤ
道路照明灯具の工場製作のみが行われてい
る期間については、主任技術者又は監理技
術者の専任を要しない。
なお、事業者は、更新作業（工事）の継
続性等において支障がないと認められる場
合において、函館開発建設部との協議によ
り主任技術者又は監理技術者を変更できる
ものとする。
また、建設業法第26条第３項本文及び建
設業法施行令（昭和31年政令第273号）第
27条第１項に該当する場合は当該技術者は
専任でなければならないが、建設業法第26
条第３項第１号の要件を全て満たす場合に
は他の工事と、建設業法第26条の５第１項
の要件を全て満たす場合には営業所技術者
又は特定営業所技術者と兼務することがで
きる。兼務に関する詳細は関係法令等によ
るものとする。
建設業法第26条第３項第２号の規定の適
用を受ける監理技術者の配置を認めない。






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

なお、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 主任技術者又は監理技術者は、次に
掲げる基準のいずれかを満たす者とす
る（共同企業体の場合は、全構成員が
下記に掲げる基準のいずれかを満たす
者を配置することとする。）。
ａ 建設業法第７条第２号イ若しくは
ロに掲げる者（建設業法第７条第２
号イ及びロに掲げる「実務経験」と
は電気工事業とするものに限る。）。
ｂ 電気工事業に係る建設工事に関
し、旧実業学校卒業程度検定規程（大
正14年文部省令第30号）による検定
で建設業法施行規則第１条に規定す
る学科に合格した後５年以上又は旧
専門学校卒業程度検定規程（昭和18
年文部省令第46号）による検定で同
条に規定する学科に合格した後３年
以上実務の経験を有する者。
ｃ １級電気工事施工管理技士又は２
級電気工事施工管理技士の資格を有
する者。
ｄ 技術士法による第二次試験のうち
技術部門を電気電子部門、建設部門
又は総合技術監理部門（選択科目を
電気電子部門又は建設部門に係るも
のとするものに限る。）とするものに
合格した者。
ｅ 電気工事士法による第一種電気工
事士免状の交付を受けた者又は第二
種電気工事士免状の交付を受けた後
電気工事（電気工事業とするものに
限る。）に関し３年以上実務の経験を
有する者。
ｆ 電気事業法による第一種、第二種
若しくは第三種電気主任技術者免状
の交付を受けた者であって、その免

状の交付を受けた後電気工事（電気
工事業とするものに限る。）に関し５
年以上実務の経験を有する者。
ｇ 建築士法（昭和25年法律第202号）
第２条第５項に規定する建築設備士
となった後電気工事（電気工事業と
するものに限る。）に関し１年以上実
務の経験を有する者。
ｈ 一般社団法人日本計装工業会の行
う一級計装士試験（登録計装試験）
に合格した後電気工事に関し１年以
上実務の経験を有する者。
ｉ 前各号に掲げる者のほか、国土交
通大臣が建設業法第７条第２号イ又
はロに掲げる者と同等以上の知識及
び技術又は技能を有すると認める
者。ただし、電気工事業に限る（旧
建設大臣が認定した者を含む。）。
ｊ 主任技術者にあっては、登録電気
工事基幹技能者、登録送電線工事基
幹技能者又は登録計装基幹技能者に
おける講習修了証を有する者。ただ
し、実務経験を有する建設業の種類
は、電気工事業とする。

イ 配置予定技術者の工事経験
 平成23年度以降公告日までに、２
アの要件を満たす工事を元請の技術
者として従事した経験を有する者であ
ること（共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同
企業体の場合は、構成員のいずれか１
社の主任技術者又は監理技術者が２
アに掲げる工事の経験を有していれ
ばよい。
 監理技術者にあっては、監理技術者
資格者証（電気工事業）及び監理技術
者講習修了証を有する者であること。
ただし、第一次審査資料の提出時に
おいて、監理技術者資格者証及び監理
技術者講習修了証の申請手続中である
場合は、監理技術者資格者証にあって
は申請済みであることが確認できる資
料、監理技術者講習修了証にあっては
受講証明書の写し等を開札日の前日ま
でに提出すること。

 配置予定の主任（監理）技術者にあっ
ては直接的かつ恒常的な雇用関係が必
要であるので、その旨を明示すること
ができる資料を求めており、その明示
がなされない場合は入札に参加できな
い。なお、恒常的な雇用関係とは、第
一次審査資料提出期限日以前に３ヶ月
以上の雇用関係があることをいう。
 「建設業者の営業譲渡又は会社分割
に係る主任技術者又は監理技術者の直
接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事
務取扱いについて」（平成13年５月30日
付け国総建第155号）、「官公需適格組合
における組合員からの在籍出向者たる
監理技術者又は主任技術者の直接的か
つ恒常的な雇用関係の取扱い等につい
て」（令和５年３月13日付け国不建第
601号）、「企業集団内の出向社員に係る
監理技術者等の直接的かつ恒常的な雇
用関係の取扱い等について」（令和６年
３月26日付け国不建技第291号）、「持株
会社の子会社が置く主任技術者又は監
理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関
係の取扱いについて（改正）」（平成28
年12月19日付け国土建第357号）にお
いて定められた在籍出向の要件に適合
しない場合又は当該要件に適合するこ
とを証する資料の提出がなされない場
合は入札に参加できないことがある。
また、当該要件に適合しない者を監理
技術者等として配置していることが確
認された場合は契約を解除することが
ある。

 施設更新業務のうち、１イに掲げる
ＬＥＤ道路照明灯具等の選定・調達業務の
みを実施する者はこの限りでなく、令和
７・８・９年度国土交通省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」の北海
道地域の競争参加資格を有する者であれば
よい。
なお、当該資格に係る申請については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和６
年３月29日付官報）の別表に記載されてい
る申請受付窓口（北海道開発局開発監理部
会計課ほか）にて随時受け付けている。

 工事監理企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる工事監理業務を実施する
者は、次のからの要件を満たさなければ
ならない。
 北海道開発局における業種区分「土木関
係コンサルタント」に係る令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格の決定を受
けていること。
 平成28年度以降公告日までに完了した以
下に示す業務において、１件以上の実績を
有すること。ただし、北海道開発局委託業
務成績評定要領及び地方整備局等委託業務
等成績評定要領に基づく業務成績が60点
（本業務公告時において未完了の業務成績
は含まない。）未満の場合は実績として認め
ない。
業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地
方公社、公益法人又は大規模な土木又
は電気通信工事を行う公益民間企業が
発注した発注者支援業務、公物管理補
助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術ア
ドバイザリー業務、電気通信設備設計
における概略・予備・詳細設計業務、
電気通信設備工事における監理技術者
又は主任技術者の業務

 次に掲げる基準を満たす配置予定技術者
を配置できること。
外国資格を有する技術者（わが国及びＷ
ＴＯ政府調達協定締約国その他建設市場が
開放的であると認められる国等の業者に所
属する技術者に限る。）については、あらか
じめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土
交通大臣認定（不動産・建設経済局建設市
場整備課）を受けている必要がある。
なお、第一次審査資料の提出期限までに
当該認定を受けていない場合にも第一次審
査資料を提出することができるが、この場
合、第一次審査資料提出時に当該認定の申
請書の写しを提出するものとし、第一次審
査結果の通知日までに大臣認定を受け、認
定書の写しを提出しなければならない。
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また、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ １級電気工事施工管理技士
ｄ １級電気通信工事施工管理技士
ｅ （一社）全日本建設技術協会によ
る公共工事品質確保技術者（Ⅰ）、
公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は
発注者が認めた同等の資格を有する
者
ｆ ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能
力を有する者（技術士（電気電子部
門）と同様の部門に限る。）

イ 配置予定技術者の業務経験
 配置予定管理技術者は、平成28年度
以降公告日までに完了した２の要
件を満たす業務において、１件以上の
実績を有すること。ただし、北海道開
発局委託業務成績評定要領及び地方整
備局等委託業務等成績評定要領に基づ
く業務成績が60点（本業務公告時にお
いて未完了の業務成績は含まない。）
未満の場合は実績として認めない。
業務実績には、平成28年度以降公告
日までに元請として業務に従事した経
験のほか、出向又は派遣、再委託を受
けて行った業務実績も業務として認め
る（ただし、照査技術者として従事し
た業務は除く。）。また、発注者として
従事した経験も実績として認める。

 施設維持修繕企業の参加資格要件 構成員
のうち、１に掲げる施設維持修繕業務を
実施する者は、次のからまでの要件を満
たさなければならない。
 第一次審査資料の提出時において、単体
として北海道開発局における工事区分「電
気」に係る令和７・８年度一般競争（指名
競争）参加資格の決定を受けていること、
又は経常建設共同企業体として決定を受け
ていること。
 建設業法に基づく「電気工事業」の許可
を受けていること。
 平成23年度以降公告日までに、次のアの
要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同企業
体の場合は、当該共同企業体として又は構
成員のいずれか１社が次のアの要件を満た
す工事を元請として施工した実績を有する
こと。
ア 電気工事業に関する工事の施工実績を
有すること。
なお、当該実績が北海道開発局、国土
交通省大臣官房官庁営繕部及び地方整備
局の発注した工事に係る実績である場合
にあっては、評定点合計が65点未満のも
のを除く。

 次に掲げる要件を満たす工事成績を有す
ること。単年度の受注実績しかない場合は、
その年度の工事成績評定点の平均点とし、
ア又はイに掲げる受注実績がない単体又は
共同企業体の構成員の工事成績評定点は65
点とする。
ア 単体 令和６年度及び令和７年度に完
成した北海道開発局発注工事に係る工事
成績評定点の平均点が65点以上であるこ
と。また、上記の受注実績がない場合は、
令和４年度及び令和５年度に完成した北
海道開発局発注工事に係る工事成績評定
点の平均点が65点以上であること。過去
４年度の受注実績がない場合は、令和２
年度及び令和３年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。過去６年度
の受注実績がない場合は、平成30年度及

び令和元年度に完成した北海道開発局発
注工事に係る工事成績評定点の平均点が
65点以上であること。過去８年度の受注
実績がない場合は、平成28年度及び平成
29年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点の平均点が65点以
上であること。
イ 共同企業体 令和６年度及び令和７年
度に完成した北海道開発局発注工事に係
る工事成績評定点が全構成員の平均点で
65点以上であること。また、上記の受注
実績がない場合は、令和４年度及び令和
５年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点が全構成員の平均
点で65点以上であること。過去４年度の
受注実績がない場合は、令和２年度及び
令和３年度に完成した北海道開発局発注
工事に係る工事成績評定点が全構成員の
平均点で65点以上であること。過去６年
度の受注実績がない場合は、平成30年度
及び令和元年度に完成した北海道開発局
発注工事に係る工事成績評定点が全構成
員の平均点で65点以上であること。過去
８年度の受注実績がない場合は、平成28
年度及び平成29年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。

 次のア、イに掲げる基準を満たす主任技
術者又は監理技術者を配置できること。た
だし、現在他の工事に従事している場合は、
契約締結日までに当該工事に配置できるこ
と。
なお、施設維持修繕業務のうち、道路照
明施設維持修繕業務の実施日は、次に掲げ
る基準のいずれかを満たす主任技術者又は
監理技術者を当該現場に配置すること。た
だし、道路照明施設維持修繕業務を実施し
ない日は主任技術者又は監理技術者の専任
を要しない。事業者は、道路照明施設維持
修繕業務の継続性等において支障がないと
認められる場合において、函館開発建設部
との協議により主任技術者又は監理技術者
を変更できるものとする。
また、建設業法第26条第３項本文及び建
設業法施行令第27条第１項に該当する場合
は当該技術者は専任でなければならない
が、建設業法第26条第３項第１号の要件を

全て満たす場合には他の工事と、建設業法
第26条の５第１項の要件を全て満たす場合
には営業所技術者又は特定営業所技術者と
兼務することができる。兼務に関する詳細
は関係法令等によるものとする。
第一次審査資料の提出時に配置予定技術
者の候補者を特定できない場合は、複数の
候補者とすることができる。その場合は、
候補者毎にそれぞれ様式を作成すること。
ただし、基準を満たすことが確認できない
候補者がいた場合は、その候補者以外の者
を配置予定技術者とすることで競争参加資
格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 主任技術者又は監理技術者は、次に
掲げる基準のいずれかを満たす者とす
る（共同企業体の場合は、全構成員が
下記に掲げる基準のいずれかを満たす
者を配置することとする。）。
ａ 建設業法第７条第２号イ若しくは
ロに掲げる者（建設業法第７条第２
号イ及びロに掲げる「実務経験」と
は電気工事業とするものに限る。）。
ｂ 電気工事業に係る建設工事に関
し、旧実業学校卒業程度検定規程（大
正14年文部省令第30号）による検定
で建設業法施行規則第１条に規定す
る学科に合格した後５年以上又は旧
専門学校卒業程度検定規程（昭和18
年文部省令第46号）による検定で同
条に規定する学科に合格した後３年
以上実務の経験を有する者。
ｃ １級電気工事施工管理技士又は２
級電気工事施工管理技士の資格を有
する者。
ｄ 技術士法による第二次試験のうち
技術部門を電気電子部門、建設部門
又は総合技術監理部門（選択科目を
電気電子部門又は建設部門に係るも
のとするものに限る。）とするものに
合格した者。
ｅ 電気工事士法による第一種電気工
事士免状の交付を受けた者又は第二
種電気工事士免状の交付を受けた後
電気工事（電気工事業とするものに
限る。）に関し３年以上実務の経験を
有する者。


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ｆ 電気事業法による第一種、第二種
若しくは第三種電気主任技術者免状
の交付を受けた者であって、その免
状の交付を受けた後電気工事（電気
工事業とするものに限る。）に関し５
年以上実務の経験を有する者。
ｇ 建築士法第２条第５項に規定する
建築設備士となった後電気工事（電
気工事業とするものに限る。）に関し
１年以上実務の経験を有する者。
ｈ 一般社団法人日本計装工業会の行
う一級計装士試験（登録計装試験）
に合格した後電気工事に関し１年以
上実務の経験を有する者。
ｉ 前各号に掲げる者のほか、国土交
通大臣が建設業法第７条第２号イ又
はロに掲げる者と同等以上の知識及
び技術又は技能を有すると認める
者。ただし、電気工事業に限る（旧
建設大臣が認定した者を含む。）。
ｊ 主任技術者にあっては、登録電気
工事基幹技能者、登録送電線工事基
幹技能者又は登録計装基幹技能者に
おける講習修了証を有する者。ただ
し、実務経験を有する建設業の種類
は、電気工事業とする。

イ 配置予定技術者の工事経験
 平成23年度以降公告日までに、２
アの要件を満たす工事を元請の技術
者として従事した経験を有する者であ
ること（共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同
企業体の場合は、構成員のいずれか１
社の主任技術者又は監理技術者が２
アに掲げる工事の経験を有していれ
ばよい。
 監理技術者にあっては、監理技術者
資格者証（電気工事業）及び監理技術
者講習修了証を有する者であること。
ただし、第一次審査資料の提出時にお
いて、監理技術者資格者証及び監理技
術者講習修了証の申請手続中である場

合は、監理技術者資格者証にあっては
申請済みであることが確認できる資
料、監理技術者講習修了証にあっては
受講証明書の写し等を開札日の前日ま
でに提出すること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあっ
ては直接的かつ恒常的な雇用関係が必
要であるので、その旨を明示すること
ができる資料を求めており、その明示
がなされない場合は入札に参加できな
い。なお、恒常的な雇用関係とは第一
次審査資料提出期限日以前に３ヶ月以
上の雇用関係があることをいう。
 「建設業者の営業譲渡又は会社分割
に係る主任技術者又は監理技術者の直
接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事
務取扱いについて」（平成13年５月30日
付け国総建第155号）、「官公需適格組合
における組合員からの在籍出向者たる
監理技術者又は主任技術者の直接的か
つ恒常的な雇用関係の取扱い等につい
て」（令和５年３月13日付け国不建第
601号）、「企業集団内の出向社員に係る
監理技術者等の直接的かつ恒常的な雇
用関係の取扱い等について」（令和６年
３月26日付け国不建技第291号）、「持株
会社の子会社が置く主任技術者又は監
理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関
係の取扱いについて（改正）」（平成28
年12月19日付け国土建第357号）にお
いて定められた在籍出向の要件に適合
しない場合又は当該要件に適合するこ
とを証する資料の提出がなされない場
合は入札に参加できないことがある。
また、当該要件に適合しない者を監理
技術者等として配置していることが確
認された場合は契約を解除することが
ある。

 その他企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる業務以外を実施する企業の
参加資格要件は、２に掲げる応募者共通の
参加資格要件による。

３ 総合評価に関する事項
 入札参加者は入札書及び第二次審査提出書
類をもって入札し、入札価格が予定価格の範
囲内である者のうち、内容点と価格点を合計
した数値（以下「総合評価値」という。）の最
も高い者を落札者とする。
 入札参加者からの事業提案を入札説明書に
添付する事業者選定基準に基づき審査する。
ただし、事業提案に要求範囲外の提案が記載
されていた場合、その部分は採点の対象とし
ない。
 事業実施体制及び技術力に関する評価
（内容点項目）の基本的概念としては、要
求水準を満たしていることが前提となるた
め、事業提案がより優れていると認められ
るものは、その程度に応じて内容点（最高
点664点）を付与する。
 賃上げの実施に関する評価（内容点項目）
として内容点（最高点28点）を付与する。
 ワーク・ライフ・バランス等推進の実施
に関する評価（内容点項目）として内容点
（最高点８点）を付与する。
 最低入札価格を当該入札参加者の入札価
格で除した数値に得点を乗じた価格点（最
高点300点）を付与する。

 において、総合評価値の最も高い者が二
者以上あるときは、当該者にくじを引かせて
落札者を決定する。

４ 入札手続等
 担当部局 〒0408501 北海道函館市大川
町１番27号 国土交通省北海道開発局函館開
発建設部契約課上席専門官（入札担当） 電
話0138427532（ダイヤルイン）
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
令和８年９月17日から令和８年12月２日まで
の土曜日、日曜日及び祝日等（行政機関の休
日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１
条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休
日」という。））を除く毎日、９時00分から17
時00分まで。ただし、最終日は12時00分まで
とする。
上記において、発注者が所有する電子媒
体（ＤＶＤ）の貸与により交付する。
 入札参加表明及び第一次審査提出書類の提
出期間、場所及び方法 提出期間は、令和８
年９月17日から令和８年10月22日までの休日

を除く毎日、９時00分から17時00分まで。た
だし、提出締切最終日は12時00分までとする。
提出場所は４に同じ。提出方法は持参、郵
送（書留郵便に限る。提出期限必着。以下同
様。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。
提出期限必着。以下同様。）により提出するこ
と。電送（ファクシミリ）によるものは受け
付けない（以下同様。）。
 入札書及び第二次審査提出書類の提出期
間、場所及び方法 提出期間は、令和８年11
月５日から令和８年12月２日の休日を除く毎
日、９時00分から17時00分まで。ただし、提
出締切最終日は12時00分までとする。提出場
所は、４に同じ。提出方法は持参、郵送又
は託送により提出すること。
 開札の日時及び場所 開札は令和９年１月
22日９時00分。北海道開発局函館開発建設部
入札室にて行う。

５ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除する。
 契約保証金 納付する。
事業者は、施設更新業務及び施設維持修繕
業務の履行を確保するため、本施設の引渡し
日までを期間として、次のアからウのいずれ
かの方法による事業契約の保証を付すものと
する。
ア 会計法（昭和22年法律第35号）第29条
の９第１項に基づく契約保証金の納付
イ 会計法第29条の９第２項に基づく契約
保証金に代わる有価証券その他の担保の
提供
 契約保証金に代わる担保となる有価
証券等の提供
 債務の不履行により生ずる損害金の
支払を保証する銀行、国が確実と認め
る金融機関又は保証事業会社（「公共工
事の前払金保証事業に関する法律」（昭
和27年法律第184号）第２条第４項に
規定する保証事業会社をいう。）の保証

ウ 会計法第29条の９第１項ただし書きに
基づく契約保証金の納付に代わる担保の
提供
債務の不履行により生ずる損害をてん
補する履行保証保険契約の締結
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なお、契約保証金の金額、保証金額又
は保険金額は、本施設の施設更新費（道
路照明施設設計費、事前調査費、ＬＥＤ
道路照明灯具等の選定・調達費、ＬＥＤ
道路照明灯具への更新費、撤去した既存
照明灯具の収集運搬・処分費、道路照明
台帳更新費及び工事監理費）と施設維持
修繕費（巡回費、道路照明台帳更新・管
理費）に相当する合計額の10分の１以上
とする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、第一次審査提出書類又
は第二次審査提出書類に虚偽の記載をした者
のした入札及び入札に関する条件に違反した
入札は無効とする。
 落札者の決定方法 ３に定めるところに
従い、総合評価値の最も高い者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 本事業に係る業務以外で、本事業に直接関
連する業務に関する他の契約を本事業の契約
の相手方と随意契約により締結する予定の有
無 無。
 第二次審査提出書類のヒアリングを行う。
 関連情報を入手するための照会窓口 ４
に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
を本事業に係る業務に携わる者とする場合の
参加 ２、、、に掲げる一
般競争参加資格の認定を受けていない者も４
により申請書及び資料を提出することがで
きるが、競争に参加するためには、開札の時
において、当該一般競争参加資格の認定を受
け、かつ、競争参加資格の確認を受けていな
ければならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KANOU Tamio,

Director‑General of Hakodate Develop‑

ment and Construction Department, Hok‑

kaido Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41, 42

 Subject matter of the contract : PFI‑

based design, construction and maintenance

of the Development of Road Lighting Facil‑

ities under the Jurisdiction of Hakodate De‑

velopment and Construction Department

(O+BTO scheme)

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 22 October 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

12 : 00 p.m. 2 December 2026

 Contact point for tender documentation :

Contract Business Division, Hakodate De‑

velopment and Construction Department,

Hokkaido Regional Development Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism. 127, Okawa‑cho, Hakodate,
Hokkaido 0408501, Japan TEL 0138
427532

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
北海道開発局小樽開発建設部長 山本 清二
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発小樽第６号
１ 事業概要
 品目分類番号 41、42
 事業名 小樽開発建設部管内道路照明施設
整備等ＰＦＩ事業
 事業の対象となる公共施設等の種類 道路
附属物（道路照明）
 事業場所 一般国道５号、一般国道229号、
一般国道276号、一般国道337号、一般国道
393号
 事業内容 本事業は、国土交通省北海道開
発局小樽開発建設部管内（以下「事業対象区
域」という。）における国道道路照明（以下「本
施設」という。）のうち、未ＬＥＤ道路照明の
新設ＬＥＤ道路照明への更新並びに本施設の
維持修繕を民間資金等の活用による公共施設
等の整備等の促進に関する法律（平成11年法
律第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）第７
条に基づき特定事業として選定された事業と
して、実施するものである。

事業者は、事業対象区域において、事業契
約締結後直ちに既設ＬＥＤ道路照明の施設維
持修繕業務を行う（Ｏ方式）とともに、事業
期間中に未ＬＥＤ道路照明を新設ＬＥＤ道路
照明に更新する工事を行い、整備完了後に当
該新設ＬＥＤ道路照明の所有権を国に移転す
る。その後、事業者は、事業期間が満了する
まで、本施設の施設維持修繕業務を行う（Ｂ
ＴＯ方式）こととする。
特定事業として事業者が実施する業務は、
以下のとおりである。
 設計業務
ア 道路照明施設設計業務
 施設更新業務
ア 事前調査業務
イ ＬＥＤ道路照明灯具等の選定・調達業
務
ウ ＬＥＤ道路照明灯具への更新業務
エ 撤去した既存照明灯具の収集運搬・処
分業務
オ 道路照明台帳更新業務
カ 電気需給契約に関する資料の作成業務
キ 所有権移転業務
 工事監理業務
ア 工事監理業務
 施設維持修繕業務
ア 巡回業務
イ 道路照明施設維持修繕業務
ウ 道路照明台帳更新・管理業務

 事業期間 事業契約締結日から令和23年３
月31日まで。

２ 競争参加資格
 応募者の構成
 応募者は、１に掲げる業務を実施する
ことを予定する単独企業（以下「応募企業」
という。）又は複数の企業によって構成され
るグループ（以下「応募グループ」という。）
であること。
 応募グループの場合は、構成される企業
（以下「構成員」という。）の中から代表と
なる企業（以下「代表企業」という。）を定
め、当該代表企業が応募手続を行うこと。
なお、応募企業の場合は、応募企業を構
成員とし、代表企業を兼ねるものとする（以
下、代表企業には応募企業を含む。）。

 応募企業又は応募グループは、契約締結
までに本事業を行うことを目的とする特別
目的会社として、会社法（平成17年法律第
86号）に基づく株式会社（以下「ＳＰＣ」
という。）を設立することを基本とする。
なお、応募企業又は応募グループの全て
の構成員が一定の要件を満たす場合はこの
限りではない。一定の要件とは、次のアか
らウまでの要件を全て満たす場合をいう。
ア 会計決算報告において、直近３期が債
務超過でないこと。
イ 会計決算報告において、経常収支が３
期連続で赤字でないこと。
ウ ３期以上の決算を迎えていること。
 上記のＳＰＣの設立において、構成員
はＳＰＣに出資することを基本とする。
また、ＳＰＣへの出資については、次の
アからウまでの要件を満たすこと。
ア 構成員は、ＳＰＣの株主総会における
全議決権の２分の１を超える議決権を保
有すること。
イ 代表企業の議決権保有割合が株主中唯
一最大となること。
ウ ＳＰＣの株主は、原則として本事業の
事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を
保有することとし、あらかじめ小樽開発
建設部の書面による承諾がある場合を除
き、譲渡、担保権等の設定その他一切の
処分を行ってはならないこと。

 ＳＰＣを設立する場合は、構成員のうち
ＳＰＣに出資せず、事業者より業務を受託
し又は請負うことを予定する者（以下「協
力企業」という。）についても、第一次審査
提出書類の提出時に協力企業として明記す
ること。
 応募にあたり、構成員それぞれが、１
に掲げる業務のうち、いずれを実施するか
を明らかにすること。
なお、一者が複数の業務を兼ねて実施す
ること又は業務範囲を明確にした上で各業
務を複数の者で分担することは差し支えな
い。ただし、応募グループの場合は、同一
の者又は相互に資本面若しくは人事面にお
いて関係のある者が工事監理業務と施設更
新業務を実施することはできない。応募企






令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

業の場合は、工事監理業務を資本関係又は
人的関係において関連のない者に委託する
こと。委託先については、２の要件を満
足すること。
また、１に掲げる業務以外の業務を実
施する企業は、実施する業務を明らかにす
ること。
 構成員の変更は認めない。ただし、第二
次審査提出書類の提出期限までに構成員を
変更せざるを得ない事情が生じた場合は、
小樽開発建設部と協議するものとし、小樽
開発建設部が変更を認めた場合はこの限り
ではない。
 構成員のいずれかが、他の応募グループ
の構成員でないこと。
 構成員のいずれかと資本関係又は人的関
係において関連のある者が、他の応募グ
ループの構成員でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に以下の
基準のいずれかに該当する関係がないこ
と。
詳細は入札説明書による。
ア 資本関係
イ 人的関係
ウ その他の入札の適正さが阻害されると
認められる場合

 応募者共通の参加資格要件 構成員は、次
のからまでの要件を満たさなければなら
ない。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
 ＰＦＩ法第９条の規定に該当しない者で
あること。
 第一次審査提出書類の提出期限の日から
開札の日までの期間において、北海道開発
局工事契約等指名停止等の措置要領（昭和
60年４月１日付け北開局工第１号）に基づ
く指名停止を受けていないこと。また、北
海道開発局物品等契約に係る指名停止等の
措置について（平成13年12月18日付け北開
局会第611号）に基づく指名停止を受けて
いないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省公共事業等からの排除要請
があり、当該状態が継続している者ないこ
と。
 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞
納がないこと。
 労働保険、厚生年金保険等の適用を受け
ている場合、保険料等の滞納がないこと。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
北海道開発局長が別に定める手続に基づく
一般競争（指名競争）参加資格の再決定を
受けていること。
また、決定を受けていない者も第一次審
査資料を提出することはできるが、第二次
審査資料提出の日までに当該資格の決定を
受けていなければならない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記の再決定を受けた者を除く。）でな
いこと。
 本事業に係るアドバイザー業務に携わっ
たパシフィックコンサルタンツ株式会社及
びアンダーソン・毛利・友常法律事務所あ
るいはこれらの者と資本関係又は人的関係
において関連のある者でないこと。
 小樽開発建設部が設置した「小樽開発建
設部管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業有
識者委員会」の委員が属する企業又はその
企業と資本関係又は人的関係において関連
のある者でないこと。
 上記及びにおいて、「資本関係又は人
的関係において関連のある者」の詳細は入
札説明書による。

 設計企業の参加資格要件 構成員のうち、
１に掲げる設計業務を実施する者は、次
のからまでの要件を満たさなければなら
ない。
 北海道開発局における業種区分「土木関
係コンサルタント」に係る令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格の決定を受
けていること。

 平成28年度以降公告日までに完了した次
のアの要件を満たす業務（再委託による業
務の実績は含まない。）において、１件以上
の実績を有すること。
ア 道路法上の道路における電気設備又は
情報通信設備の詳細設計に関する業務

 実績として挙げた個々の業務評定点が60
点以上であること。ただし、「北海道開発局
委託業務成績評定要領」（平成７年４月３日
付け北開局工第２号）に基づく業務成績以
外の業務はこの限りではない。
 令和６年度から令和７年度末までに完了
した業務のうち、北海道開発局発注業務（北
海道開発局発注業務の実績がない場合、国
土交通本省、地方整備局、国土技術政策総
合研究所、国土地理院及び内閣府沖縄総合
事務局開発建設部発注業務の同じ業種区
分）の「土木関係コンサルタント」の平均
業務評定点が60点以上であること。ただし、
成績評定を受けた上記機関発注業務の業務
実績がない場合はこの限りではない。
 業務実績については、我が国及びＷＴＯ
政府調達協定締約国その他建設市場が開放
的であると認められる国等以外の国又は地
域に主たる営業所を有する建設コンサルタ
ント等にあっては、我が国における業務実
績をもって判断するものとする。なお、「海
外インフラプロジェクト技術者認定・表彰
制度」により認定された海外実績は、国内
における実績と同様に評価する。
 次に掲げる基準を満たす配置予定技術者
を配置できること。
外国資格を有する技術者（我が国及びＷ
ＴＯ政府調達協定締約国その他建設市場が
開放的であると認められる国等の業者に所
属する技術者に限る。）については、あらか
じめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土
交通大臣認定（不動産・建設経済局建設市
場整備課）を受けている必要がある。
なお、第一次審査資料の提出期限までに
当該認定を受けていない場合にも第一次審
査資料を提出することができるが、この場
合、第一次審査資料提出時に当該認定の申
請書の写しを提出するものとし、第一次審
査結果の通知日までに大臣認定を受け、認
定書の写しを提出しなければならない。

また、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
＜予定管理技術者＞
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ ＲＣＣＭ（電気電子部門）の資格
を有し、登録証書の交付を受けてい
る者
ｄ 建設コンサルタント登録規程（昭
和52年４月15日建設省告示第717号）
第３条第一号ロ（登録部門「電気電
子部門」）により技術管理者として国
土交通大臣に認定された者

＜予定照査技術者＞
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ ＲＣＣＭ（電気電子部門）の資格
を有し、登録証書の交付を受けてい
る者
ｄ 建設コンサルタント登録規程（昭
和52年４月15日建設省告示第717号）
第３条第一号ロ（登録部門「電気電
子部門」）により技術管理者として国
土交通大臣に認定された者

イ 配置予定技術者の設計経験
＜予定管理技術者＞
 下記のいずれかの実績を有する者
ａ 平成28年度以降公告日までに完了
した２アの要件を満たす業務に
おいて１件以上の実績を有する者
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（ただし、再委託による業務及び照
査技術者として従事した業務は除
く。また、管理技術者が途中交代し
た業務で、業務完了時（完了検査時
点）に従事していない管理技術者は
実績とみなさない。）。
ｂ 過去に前項の業務をマネジメント
した実務経験を有する者。マネジメ
ントした実務経験の詳細は、入札説
明書による。

 令和４年度から令和７年度に完了し
た業務について、管理技術者として従
事（管理技術者が途中交代した場合、
業務完了時（完了検査時点）に従事し
ている技術者）した北海道開発局発注
業務（北海道開発局発注業務の実績が
ない場合、国土交通本省、地方整備局、
国土技術政策総合研究所、国土地理院
及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部
発注業務の同じ業種区分）の「土木関
係コンサルタント」の平均業務成績が
60点以上であること。ただし、成績評
定を受けた上記機関発注業務の業務実
績がない場合はこの限りではない。
 管理技術者については、第一次審査
資料提出期限日以前３ヶ月以上の直接
的かつ恒常的な雇用関係がある者であ
ること。なお、上記、における対
象期間中に出産・育児等の真にやむを
得ない事情により休業を取得していた
場合には、休業期間に相当する日数を
対象期間に加えることができる。この
場合、休業を証明できる書類を添付す
ること。

 施設更新企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる施設更新業務を実施する
者は、次のからまでの要件を満たさなけ
ればならない。
ただし、施設更新業務のうち、１イに
掲げるＬＥＤ道路照明灯具等の選定・調達業
務のみを実施する者はこの限りでなく、次の
の要件を満たせばよいものとする。また、
施設更新業務のうち、１キに掲げる所有
権移転業務のみを実施する者についてもこの
限りでなく、２に掲げる応募者共通の参加
資格要件を満たせばよいものとする。

 単体として北海道開発局における工事区
分「電気」に係る令和７・８年度一般競争
（指名競争）参加資格の決定を受けている
こと、又は経常建設共同企業体として決定
を受けていること。
 建設業法（昭和24年法律第100号）に基
づく「電気工事業」の許可を受けているこ
と。
 平成23年度以降公告日までに、次のアの
要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同企業
体の場合は、当該共同企業体として又は構
成員のいずれか１社が次のアの工事を元請
として施工した実績を有すること。
ア 電気工事業に関する工事の施工実績を
有すること。
なお、当該実績が北海道開発局、国土
交通省大臣官房官庁営繕部及び地方整備
局の発注した工事に係る実績である場合
にあっては、評定点合計が65点未満のも
のを除く。

イ 共同企業体 令和６年度及び令和７年
度に完成した北海道開発局発注工事に係
る工事成績評定点が全構成員の平均点で
65点以上であること。また、上記の受注
実績がない場合は、令和４年度及び令和
５年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点が全構成員の平均
点で65点以上であること。過去４年度の
受注実績がない場合は、令和２年度及び
令和３年度に完成した北海道開発局発注
工事に係る工事成績評定点が全構成員の
平均点で65点以上であること。過去６年
度の受注実績がない場合は、平成30年度
及び令和元年度に完成した北海道開発局
発注工事に係る工事成績評定点が全構成
員の平均点で65点以上であること。過去
８年度の受注実績がない場合は、平成28
年度及び平成29年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。

なお、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 主任技術者又は監理技術者は、次に
掲げる基準のいずれかを満たす者とす
る（共同企業体の場合は、全構成員が
下記に掲げる基準のいずれかを満たす
者を配置することとする。）。
ａ 建設業法第７条第２号イ若しくは
ロに掲げる者（建設業法第７条第２
号イ及びロに掲げる「実務経験」と
は電気工事業とするものに限る。）。
ｂ 電気工事業に係る建設工事に関
し、旧実業学校卒業程度検定規程（大
正14年文部省令第30号）による検定
で建設業法施行規則第１条に規定す
る学科に合格した後５年以上又は旧
専門学校卒業程度検定規程（昭和18
年文部省令第46号）による検定で同
条に規定する学科に合格した後３年
以上実務の経験を有する者。
ｃ １級電気工事施工管理技士又は２
級電気工事施工管理技士の資格を有
する者。
ｄ 技術士法による第二次試験のうち
技術部門を電気電子部門、建設部門
又は総合技術監理部門（選択科目を
電気電子部門又は建設部門に係るも
のとするものに限る。）とするものに
合格した者。

 次に掲げる要件を満たす工事成績を有す
ること。単年度の受注実績しかない場合は、
その年度の工事成績評定点の平均点とし、
ア又はイに掲げる受注実績がない単体又は
共同企業体の構成員の工事成績評定点は65
点とする。
ア 単体 令和６年度及び令和７年度に完
成した北海道開発局発注工事に係る工事
成績評定点の平均点が65点以上であるこ
と。また、上記の受注実績がない場合は、
令和４年度及び令和５年度に完成した北
海道開発局発注工事に係る工事成績評定
点の平均点が65点以上であること。過去
４年度の受注実績がない場合は、令和２
年度及び令和３年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。過去６年度
の受注実績がない場合は、平成30年度及
び令和元年度に完成した北海道開発局発
注工事に係る工事成績評定点の平均点が
65点以上であること。過去８年度の受注

実績がない場合は、平成28年度及び平成
29年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点の平均点が65点以
上であること。

 次のア及びイに掲げる基準を満たす主任
技術者又は監理技術者を当該工事に配置で
きること。ただし、現在他の工事に従事し
ている場合は、契約締結日までに当該工事
に配置できること。
更新作業（工事）に係る工事期間中は、
次に掲げる基準のいずれかを満たす主任技
術者又は監理技術者を当該更新作業（工事）
に専任で配置できること。ただし、ＬＥＤ
道路照明灯具の工場製作のみが行われてい
る期間については、主任技術者又は監理技
術者の専任を要しない。
なお、事業者は、更新作業（工事）の継
続性等において支障がないと認められる場
合において、小樽開発建設部との協議によ
り主任技術者又は監理技術者を変更できる
ものとする。
また、建設業法第26条第３項本文及び建
設業法施行令（昭和31年政令第273号）第
27条第１項に該当する場合は当該技術者は

専任でなければならないが、建設業法第26
条第３項第１号の要件を全て満たす場合に
は他の工事と、建設業法第26条の５第１項
の要件を全て満たす場合には営業所技術者
又は特定営業所技術者と兼務することがで
きる。兼務に関する詳細は関係法令等によ
るものとする。
建設業法第26条第３項第２号の規定の適
用を受ける監理技術者の配置を認めない。


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ｅ 電気工事士法による第一種電気工
事士免状の交付を受けた者又は第二
種電気工事士免状の交付を受けた後
電気工事（電気工事業とするものに
限る。）に関し３年以上実務の経験を
有する者。
ｆ 電気事業法による第一種、第二種
若しくは第三種電気主任技術者免状
の交付を受けた者であって、その免
状の交付を受けた後電気工事（電気
工事業とするものに限る。）に関し５
年以上実務の経験を有する者。
ｇ 建築士法（昭和25年法律第202号）
第２条第５項に規定する建築設備士
となった後電気工事（電気工事業と
するものに限る。）に関し１年以上実
務の経験を有する者。
ｈ 一般社団法人日本計装工業会の行
う一級計装士試験（登録計装試験）
に合格した後電気工事に関し１年以
上実務の経験を有する者。
ｉ 前各号に掲げる者のほか、国土交
通大臣が建設業法第７条第２号イ又
はロに掲げる者と同等以上の知識及
び技術又は技能を有すると認める
者。ただし、電気工事業に限る（旧
建設大臣が認定した者を含む。）。
ｊ 主任技術者にあっては、登録電気
工事基幹技能者、登録送電線工事基
幹技能者又は登録計装基幹技能者に
おける講習修了証を有する者。ただ
し、実務経験を有する建設業の種類
は、電気工事業とする。

 工事監理企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる工事監理業務を実施する
者は、次のからの要件を満たさなければ
ならない。
 北海道開発局における業種区分「土木関
係コンサルタント」に係る令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格の決定を受
けていること。
 平成28年度以降公告日までに完了した以
下に示す業務において、１件以上の実績を
有すること。ただし、北海道開発局委託業
務成績評定要領及び地方整備局等委託業務
等成績評定要領に基づく業務成績が60点
（本業務公告時において未完了の業務成績
は含まない。）未満の場合は実績として認め
ない。
業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地
方公社、公益法人又は大規模な土木又
は電気通信工事を行う公益民間企業が
発注した発注者支援業務、公物管理補
助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術ア
ドバイザリー業務、電気通信設備設計
における概略・予備・詳細設計業務、
電気通信設備工事における監理技術者
又は主任技術者の業務

また、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ １級電気工事施工管理技士
ｄ １級電気通信工事施工管理技士
ｅ （一社）全日本建設技術協会によ
る公共工事品質確保技術者（Ⅰ）、
公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は
発注者が認めた同等の資格を有する
者
ｆ ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能
力を有する者（技術士（電気電子部
門）と同様の部門に限る。）

イ 配置予定技術者の業務経験
 配置予定管理技術者は、平成28年度
以降公告日までに完了した２の要
件を満たす業務において、１件以上の
実績を有すること。ただし、北海道開
発局委託業務成績評定要領及び地方整
備局等委託業務等成績評定要領に基づ
く業務成績が60点（本業務公告時にお
いて未完了の業務成績は含まない。）未
満の場合は実績として認めない。
業務実績には、平成28年度以降公告
日までに元請として業務に従事した経
験のほか、出向又は派遣、再委託を受
けて行った業務実績も業務として認め
る（ただし、照査技術者として従事し
た業務は除く。）。また、発注者として
従事した経験も実績として認める。

イ 配置予定技術者の工事経験
 平成23年度以降公告日までに、２
アの要件を満たす工事を元請の技術
者として従事した経験を有する者であ
ること（共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同
企業体の場合は、構成員のいずれか１
社の主任技術者又は監理技術者が２
アに掲げる工事の経験を有していれ
ばよい。

 監理技術者にあっては、監理技術者
資格者証（電気工事業）及び監理技術
者講習修了証を有する者であること。
ただし、第一次審査資料の提出時に
おいて、監理技術者資格者証及び監理
技術者講習修了証の申請手続中である
場合は、監理技術者資格者証にあって
は申請済みであることが確認できる資
料、監理技術者講習修了証にあっては
受講証明書の写し等を開札日の前日ま
でに提出すること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあっ
ては直接的かつ恒常的な雇用関係が必
要であるので、その旨を明示すること
ができる資料を求めており、その明示
がなされない場合は入札に参加できな
い。なお、恒常的な雇用関係とは、第
一次審査資料提出期限日以前に３ヶ月
以上の雇用関係があることをいう。
 「建設業者の営業譲渡又は会社分割
に係る主任技術者又は監理技術者の直
接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事
務取扱いについて」（平成13年５月30日
付け国総建第155号）、「官公需適格組合
における組合員からの在籍出向者たる
監理技術者又は主任技術者の直接的か
つ恒常的な雇用関係の取扱い等につい
て」（令和５年３月13日付け国不建第
601号）、「企業集団内の出向社員に係る
監理技術者等の直接的かつ恒常的な雇
用関係の取扱い等について」（令和６年
３月26日付け国不建技第291号）、「持株
会社の子会社が置く主任技術者又は監
理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関
係の取扱いについて（改正）」（平成28
年12月19日付け国土建第357号）にお
いて定められた在籍出向の要件に適合
しない場合又は当該要件に適合するこ
とを証する資料の提出がなされない場
合は入札に参加できないことがある。
また、当該要件に適合しない者を監理
技術者等として配置していることが確
認された場合は契約を解除することが
ある。

 施設更新業務のうち、１イに掲げる
ＬＥＤ道路照明灯具等の選定・調達業務の
みを実施する者はこの限りでなく、令和

７・８・９年度国土交通省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」の北海
道地域の競争参加資格を有する者であれば
よい。
なお、当該資格に係る申請については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和６
年３月29日付官報）の別表に記載されてい
る申請受付窓口（北海道開発局開発監理部
会計課ほか）にて随時受け付けている。

 次に掲げる基準を満たす配置予定技術者
を配置できること。
外国資格を有する技術者（わが国及びＷ
ＴＯ政府調達協定締約国その他建設市場が
開放的であると認められる国等の業者に所
属する技術者に限る。）については、あらか
じめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土
交通大臣認定（不動産・建設経済局建設市
場整備課）を受けている必要がある。
なお、第一次審査資料の提出期限までに
当該認定を受けていない場合にも第一次審
査資料を提出することができるが、この場

合、第一次審査資料提出時に当該認定の申
請書の写しを提出するものとし、第一次審
査結果の通知日までに大臣認定を受け、認
定書の写しを提出しなければならない。


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 施設維持修繕企業の参加資格要件 構成員
のうち、１に掲げる施設維持修繕業務を
実施する者は、次のからまでの要件を満
たさなければならない。
 第一次審査資料の提出時において、単体
として北海道開発局における工事区分「電
気」に係る令和７・８年度一般競争（指名
競争）参加資格の決定を受けていること、
又は経常建設共同企業体として決定を受け
ていること。
 建設業法に基づく「電気工事業」の許可
を受けていること。
 平成23年度以降公告日までに、次のアの
要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同企業
体の場合は、当該共同企業体として又は構
成員のいずれか１社が次のアの要件を満た
す工事を元請として施工した実績を有する
こと。
ア 電気工事業に関する工事の施工実績を
有すること。
なお、当該実績が北海道開発局、国土
交通省大臣官房官庁営繕部及び地方整備
局の発注した工事に係る実績である場合
にあっては、評定点合計が65点未満のも
のを除く。

イ 共同企業体 令和６年度及び令和７年
度に完成した北海道開発局発注工事に係
る工事成績評定点が全構成員の平均点で
65点以上であること。また、上記の受注
実績がない場合は、令和４年度及び令和
５年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点が全構成員の平均
点で65点以上であること。過去４年度の
受注実績がない場合は、令和２年度及び
令和３年度に完成した北海道開発局発注
工事に係る工事成績評定点が全構成員の
平均点で65点以上であること。過去６年
度の受注実績がない場合は、平成30年度
及び令和元年度に完成した北海道開発局
発注工事に係る工事成績評定点が全構成
員の平均点で65点以上であること。過去
８年度の受注実績がない場合は、平成28
年度及び平成29年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。

第一次審査資料の提出時に配置予定技術
者の候補者を特定できない場合は、複数の
候補者とすることができる。その場合は、
候補者毎にそれぞれ様式を作成すること。
ただし、基準を満たすことが確認できない
候補者がいた場合は、その候補者以外の者
を配置予定技術者とすることで競争参加資
格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 主任技術者又は監理技術者は、次に
掲げる基準のいずれかを満たす者とす
る（共同企業体の場合は、全構成員が
下記に掲げる基準のいずれかを満たす
者を配置することとする。）。
ａ 建設業法第７条第２号イ若しくは
ロに掲げる者（建設業法第７条第２
号イ及びロに掲げる「実務経験」と
は電気工事業とするものに限る。）。
ｂ 電気工事業に係る建設工事に関
し、旧実業学校卒業程度検定規程（大
正14年文部省令第30号）による検定
で建設業法施行規則第１条に規定す
る学科に合格した後５年以上又は旧
専門学校卒業程度検定規程（昭和18
年文部省令第46号）による検定で同
条に規定する学科に合格した後３年
以上実務の経験を有する者。

ｇ 建築士法第２条第５項に規定する
建築設備士となった後電気工事（電
気工事業とするものに限る。）に関し
１年以上実務の経験を有する者。
ｈ 一般社団法人日本計装工業会の行
う一級計装士試験（登録計装試験）
に合格した後電気工事に関し１年以
上実務の経験を有する者。
ｉ 前各号に掲げる者のほか、国土交
通大臣が建設業法第７条第２号イ又
はロに掲げる者と同等以上の知識及
び技術又は技能を有すると認める
者。ただし、電気工事業に限る（旧
建設大臣が認定した者を含む。）。
ｊ 主任技術者にあっては、登録電気
工事基幹技能者、登録送電線工事基
幹技能者又は登録計装基幹技能者に
おける講習修了証を有する者。ただ
し、実務経験を有する建設業の種類
は、電気工事業とする。

イ 配置予定技術者の工事経験
 平成23年度以降公告日までに、２
アの要件を満たす工事を元請の技術
者として従事した経験を有する者であ
ること（共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同
企業体の場合は、構成員のいずれか１
社の主任技術者又は監理技術者が２
アに掲げる工事の経験を有していれ
ばよい。

 次に掲げる要件を満たす工事成績を有す
ること。単年度の受注実績しかない場合は、
その年度の工事成績評定点の平均点とし、
ア又はイに掲げる受注実績がない単体又は
共同企業体の構成員の工事成績評定点は65
点とする。
ア 単体 令和６年度及び令和７年度に完
成した北海道開発局発注工事に係る工事
成績評定点の平均点が65点以上であるこ
と。また、上記の受注実績がない場合は、
令和４年度及び令和５年度に完成した北
海道開発局発注工事に係る工事成績評定
点の平均点が65点以上であること。過去
４年度の受注実績がない場合は、令和２
年度及び令和３年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平

均点が65点以上であること。過去６年度
の受注実績がない場合は、平成30年度及
び令和元年度に完成した北海道開発局発
注工事に係る工事成績評定点の平均点が
65点以上であること。過去８年度の受注
実績がない場合は、平成28年度及び平成
29年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点の平均点が65点以
上であること。

 次のア、イに掲げる基準を満たす主任技
術者又は監理技術者を配置できること。た
だし、現在他の工事に従事している場合は、
契約締結日までに当該工事に配置できるこ
と。
なお、施設維持修繕業務のうち、道路照
明施設維持修繕業務の実施日は、次に掲げ
る基準のいずれかを満たす主任技術者又は
監理技術者を当該現場に配置すること。た
だし、道路照明施設維持修繕業務を実施し
ない日は主任技術者又は監理技術者の専任
を要しない。なお、事業者は、道路照明施
設維持修繕業務の継続性等において支障が
ないと認められる場合において、小樽開発
建設部との協議により主任技術者又は監理
技術者を変更できるものとする。

また、建設業法第26条第３項本文及び建
設業法施行令第27条第１項に該当する場合
は当該技術者は専任でなければならない
が、建設業法第26条第３項第１号の要件を
全て満たす場合には他の工事と、建設業法
第26条の５第１項の要件を全て満たす場合
には営業所技術者又は特定営業所技術者と
兼務することができる。兼務に関する詳細
は関係法令等によるものとする。

ｃ １級電気工事施工管理技士又は２
級電気工事施工管理技士の資格を有
する者。
ｄ 技術士法による第二次試験のうち
技術部門を電気電子部門、建設部門
又は総合技術監理部門（選択科目を
電気電子部門又は建設部門に係るも
のとするものに限る。）とするものに
合格した者。

ｅ 電気工事士法による第一種電気工
事士免状の交付を受けた者又は第二
種電気工事士免状の交付を受けた後
電気工事（電気工事業とするものに
限る。）に関し３年以上実務の経験を
有する者。
ｆ 電気事業法による第一種、第二種
若しくは第三種電気主任技術者免状
の交付を受けた者であって、その免
状の交付を受けた後電気工事（電気
工事業とするものに限る。）に関し５
年以上実務の経験を有する者。
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 監理技術者にあっては、監理技術者
資格者証（電気工事業）及び監理技術
者講習修了証を有する者であること。
ただし、第一次審査資料の提出時にお
いて、監理技術者資格者証及び監理技
術者講習修了証の申請手続中である場
合は、監理技術者資格者証にあっては
申請済みであることが確認できる資
料、監理技術者講習修了証にあっては
受講証明書の写し等を開札日の前日ま
でに提出すること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあっ
ては直接的かつ恒常的な雇用関係が必
要であるので、その旨を明示すること
ができる資料を求めており、その明示
がなされない場合は入札に参加できな
い。なお、恒常的な雇用関係とは第一
次審査資料提出期限日以前に３ヶ月以
上の雇用関係があることをいう。
 「建設業者の営業譲渡又は会社分割
に係る主任技術者又は監理技術者の直
接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事
務取扱いについて」（平成13年５月30日
付け国総建第155号）、「官公需適格組合
における組合員からの在籍出向者たる
監理技術者又は主任技術者の直接的か
つ恒常的な雇用関係の取扱い等につい
て」（令和５年３月13日付け国不建第
601号）、「企業集団内の出向社員に係る
監理技術者等の直接的かつ恒常的な雇
用関係の取扱い等について」（令和６年
３月26日付け国不建技第291号）、「持株
会社の子会社が置く主任技術者又は監
理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関
係の取扱いについて（改正）」（平成28
年12月19日付け国土建第357号）にお
いて定められた在籍出向の要件に適合
しない場合又は当該要件に適合するこ
とを証する資料の提出がなされない場
合は入札に参加できないことがある。
また、当該要件に適合しない者を監理
技術者等として配置していることが確
認された場合は契約を解除することが
ある。

 その他企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる業務以外を実施する企業の
参加資格要件は、２に掲げる応募者共通の
参加資格要件による。

３ 総合評価に関する事項
 入札参加者は入札書及び第二次審査提出書
類をもって入札し、入札価格が予定価格の範
囲内である者のうち、内容点と価格点を合計
した数値（以下「総合評価値」という。）の最
も高い者を落札者とする。
 入札参加者からの事業提案を入札説明書に
添付する事業者選定基準に基づき審査する。
ただし、事業提案に要求範囲外の提案が記載
されていた場合、その部分は採点の対象とし
ない。
 事業実施体制及び技術力に関する評価
（内容点項目）の基本的概念としては、要
求水準を満たしていることが前提となるた
め、事業提案がより優れていると認められ
るものは、その程度に応じて内容点（最高
点664点）を付与する。
 賃上げの実施に関する評価（内容点項目）
として内容点（最高点28点）を付与する。
 ワーク・ライフ・バランス等推進の実施
に関する評価（内容点項目）として内容点
（最高点８点）を付与する。
 最低入札価格を当該入札参加者の入札価
格で除した数値に得点を乗じた価格点（最
高点300点）を付与する。

 において、総合評価値の最も高い者が二
者以上あるときは、当該者にくじを引かせて
落札者を決定する。

４ 入札手続等
 担当部局 〒0478555 北海道小樽市潮見
台１丁目15番５号 国土交通省北海道開発局
小樽開発建設部契約課 上席専門官（入札担
当）電話0134235176（ダイヤルイン）
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
令和８年９月17日から令和８年12月２日まで
の土曜日、日曜日及び祝日等（行政機関の休
日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１
条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休
日」という。））を除く毎日、９時00分から17
時00分まで。ただし、最終日は12時00分まで
とする。
上記において、申込み受付後、電子メー
ルにて交付する。

 入札参加表明及び第一次審査提出書類の提
出期間、場所及び方法 提出期間は、令和８
年９月17日から令和８年10月22日までの休日
を除く毎日、９時00分から17時00分まで。た
だし、提出締切最終日は12時00分までとする。
提出場所は４に同じ。提出方法は持参、郵
送（書留郵便に限る。提出期限必着。以下同
様。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。
提出期限必着。以下同様。）により提出するこ
と。電送（ファクシミリ）によるものは受け
付けない。（以下同様。）。
 入札書及び第二次審査提出書類の提出期
間、場所及び方法 提出期間は、令和８年11
月５日から令和８年12月２日の休日を除く毎
日、９時00分から17時00分まで。ただし、提
出締切最終日は12時00分までとする。提出場
所は、４に同じ。提出方法は持参、郵送又
は託送により提出すること。
 開札の日時及び場所 開札は令和９年１月
19日９時00分。
北海道開発局小樽開発建設部入札室にて行
う。

５ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除する。
 契約保証金 納付する。
事業者は、施設更新業務及び施設維持修繕
業務の履行を確保するため、本施設の引渡し
日までを期間として、次のアからウのいずれ
かの方法による事業契約の保証を付すものと
する。
ア 会計法（昭和22年法律第35号）第29条の
９第１項に基づく契約保証金の納付
イ 会計法第29条の９第２項に基づく契約保
証金に代わる有価証券その他の担保の提供
 契約保証金に代わる担保となる有価証
券等の提供
 債務の不履行により生ずる損害金の支
払を保証する銀行、国が確実と認める金
融機関又は保証事業会社（「公共工事の前
払金保証事業に関する法律」（昭和27年法
律第184号）第２条第４項に規定する保
証事業会社をいう。）の保証

ウ 会計法第29条の９第１項ただし書きに基
づく契約保証金の納付に代わる担保の提供
 債務の不履行により生ずる損害をてん
補する履行保証保険契約の締結
なお、契約保証金の金額、保証金額又
は保険金額は、本施設の施設更新費（道
路照明施設設計費、事前調査費、ＬＥＤ
道路照明灯具等の選定・調達費、ＬＥＤ
道路照明灯具への更新費、撤去した既存
照明灯具の収集運搬・処分費、道路照明
台帳更新費及び工事監理費）と施設維持
修繕費（巡回費、道路照明台帳更新・管
理費）に相当する合計額の10分の１以上
とする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、第一次審査提出書類又
は第二次審査提出書類に虚偽の記載をした者
のした入札及び入札に関する条件に違反した
入札は無効とする。
 落札者の決定方法 ３に定めるところに
従い、総合評価値の最も高い者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 本事業に係る業務以外で、本事業に直接関
連する業務に関する他の契約を本事業の契約
の相手方と随意契約により締結する予定の有
無 無。
 第二次審査提出書類のヒアリングを行う。
 関連情報を入手するための照会窓口 ４
に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
を本事業に係る業務に携わる者とする場合の
参加 ２、、、に掲げる一
般競争参加資格の認定を受けていない者も４
により申請書及び資料を提出することがで
きるが、競争に参加するためには、開札の時
において、当該一般競争参加資格の認定を受
け、かつ、競争参加資格の確認を受けていな
ければならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMAMOTO Seiji, Di‑

rector‑General of Otaru Development and

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Construction Department, Hokkaido Re‑

gional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41, 42

 Subject matter of the contract : PFI‑

based design, construction and maintenance

of the Development of Road Lighting Facil‑

ities under the Jurisdiction of Otaru Devel‑

opment and Construction Department

(O+BTOscheme)

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 22 October 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

12 : 00 p.m. 2 December 2026

 Contact point for tender documentation :

Contract Business Division, Otaru Develop‑

ment and Construction Department, Hok‑

kaido Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism. 1‑chome 15‑ban 5‑go, Shiomidai,

Otaru city, Hokkaido 0478555, Japan
TEL 0134235176

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付す。本入札公告に
記載の工事は、技術資料を共通化できる２件の工
事を対象に、一括して公告し、審査を実施する試
行工事である。本件の入札にあたっては、電子入
札システムにおいて２件の工事が別々に案件登録
されているので、複数の工事に参加を希望する場
合は、参加を希望する工事毎に申請書の提出及び
入札が必要である。
令和８年９月 17 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 西村 拓

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
 令和８年度 １号伊勢大橋揖斐川鋼上部
工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）

 令和８年度 熊野道路熊野宮川橋本線橋
鋼上部工事（電子入札対象案件）（電子契約
対象案件）

 工事場所
 三重県桑名市福島町
 三重県熊野市大泊町
 工事内容
 工事延長 Ｌ＝510ｍ、鋼６径間連続非
合成箱桁橋（橋長 Ｌ＝436ｍ）、工場製作
工 １式、工場製品輸送工 １式、鋼橋架
設工 １式、橋梁現場塗装工 １式、橋梁
付属物工 １式、ＲＣ橋脚工 １式、鋼橋
足場等設置工 １式
 工事延長 Ｌ＝400ｍ、鋼５径間連続非
合成箱桁橋（橋長 Ｌ＝331ｍ）、工場製作
工 １式、工場製品輸送工 １式、鋼橋架
設工 １式、橋梁現場塗装工 １式、橋梁
付属物工 １式、鋼橋足場等設置工 １式

 工期
 契約締結日の翌日から令和12年２月28日
まで
 契約締結日の翌日から令和11年３月30日
まで
但し、・令和９年２月15日までに工事
の始期を設定すること
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間 設計図書のとおり
 使用する主要な資機材
 鋼材 約2150ｔ
 鋼材 約1720ｔ
 本工事は、特定建設工事共同企業体の資格
の認定を受けている者（特定ＪＶ）と、一般
競争参加資格の認定を受けている者（単体企
業）が競争参加することができる、いわゆる
「混合入札」の方法によるものである。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。

 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。
 本工事は、別表１に示す試行等の対象工事
である。

２ 競争参加資格 次のからまでに掲げる条
件を満たしている者により構成される特定建設
工事共同企業体であって、「競争参加者の資格に
関する公示」（令和８年９月17日付け中部地方整
備局長）に示すところにより、中部地方整備局
長から令和８年度 １号伊勢大橋揖斐川鋼上
部工事、令和８年度 熊野道路熊野宮川橋本
線橋鋼上部工事に係る特定建設工事共同企業体
としての競争参加者の資格（以下「特定建設工
事共同企業体としての資格」という。）の認定を
受けている者又は、次のからまでに掲げる
条件をすべて満たしている者であること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける鋼橋上部工事の令和７・８年度一般競
争参加資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、中部地方整備局長
が別に定める手続に基づく令和７・８年度一
般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成23年度以降に、元請けとして、以下に
示す同種工事の要件を満たす鋼橋を架設（製
作）した工事の引渡しを完了した実績を有す
ること（共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る（乙
型にあっては分担工事の実績に限るものと
し、出資比率は問わない。）。）。「海外インフラ
プロジェクト技術者認定・表彰制度」により
認定された海外実績も国内の実績と同様に評
価する。なお、入札説明書に示すものに係る

実績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除く。
同種工事：下記のからの要件をすべて満
たす鋼橋の製作及び架設の施工実績を有す
ること。ただし、からは同一工事（同
一橋梁）であること。
 道路橋（Ｂ活荷重）または鉄道橋（モ
ノレール及び新交通システムに係るもの
を除く）の工事。
 橋梁形式が下記１）から３）の形式を
満足する鋼橋、または鋼アーチ系橋・鋼
トラス橋であること。
１）桁形式

適否 適否
単純桁 連続桁 〇
注） ：鋼床版単純桁橋のみ認めるも
のとする

２）断面形式
適否 適否

鈑桁 × 箱桁 〇
鈑桁（鋼床版）〇 箱桁（鋼床版）〇
３）構造形式

適否 適否
桁橋 〇 ラーメン橋 〇

 最大支間長が55ｍ以上であること。
 架設工法が「送り出し架設」であるこ
と。経常建設共同企業体（甲型、乙型）
にあっては、構成員のうち１社が全ての
要件を満たす施工実績を有し、他の構成
員はいずれかの要件を満たす施工実績を
有すること。特定建設工事共同企業体に
あっては、代表者が全ての要件を満たす
施工実績を有し、他の構成員はいずれか
の要件を満たす施工実績を有すること。

 提出された技術提案の提案内容が発注者の
設定している標準案と同等以上であること。
 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主
任技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、本工事において申請できる技術者
は２名までとする。（入札公告１工事概要で記
載した複数の工事に参加を希望する場合でも
申請できる技術者は２名までとし、３名以上
申請した場合は、欠格とする。）
 監理技術者又は主任技術者を配置する場
合は、入札説明書に示す資格を有する者で
あること。



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 平成23年度以降に、元請けとして、同一
の者が以下に示す工事の鋼橋を架設した経
験を有する者であること（ただし、配置す
る技術者が平成23年度以降に産前産後休暇
及び育児休暇を取得している場合、その期
間に相当する日数を実績評価期間以前に加
えることができる。）（（品質証明員、土木工
事品質確認技術者としての経験は除く。）
（共同企業体の構成員としての経験は、出
資比率が20％以上の場合に限る（乙型に
あっては分担工事の実績に限るものとし、
出資比率は問わない。）。）。「海外インフラプ
ロジェクト技術者認定・表彰制度」により
認定された海外実績も国内の実績と同様に
評価する。なお、入札説明書に示すものに
係る実績である場合にあっては、評定点合
計が入札説明書に示す点数未満であるもの
を除く。
同種工事：下記のからの要件をすべて
満たす鋼橋の架設の施工実績を有するこ
と。ただし、からは同一工事（同一橋
梁）であること。
 道路橋（Ｂ活荷重）または鉄道橋（モ
ノレール及び新交通システムに係るも
のを除く）の工事。
 橋梁形式が下記１）から３）の形式
を満足する鋼橋、または鋼アーチ系
橋・鋼トラス橋であること。
１）桁形式

適否 適否
単純桁 連続桁 〇
注） ：鋼床版単純桁橋のみ認める
ものとする

２）断面形式
適否 適否

鈑桁 × 箱桁 〇
鈑桁（鋼床版）〇 箱桁（鋼床版）〇
３）構造形式

適否 適否
桁橋 〇 ラーメン橋 〇

 架設工法が「送り出し架設」である
こと。経常建設共同企業体（甲型、乙
型）にあっては、構成員のいずれかの
配置予定技術者が、全ての要件を満た

す工事経験を有する者であること。特
定建設工事共同企業体にあっては、代
表者の配置予定技術者が全ての要件を
満たす工事経験を有する者であるこ
と。当該工事を受注した場合において、
監理技術者が必要となる工事にあって
は、配置予定技術者が監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。

 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、中部地方整備局か
ら工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）に
基づく指名停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本もしくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。な
お、設計業務等の受託者が設計共同体である
場合は、設計共同体の各構成員又は当該構成
員と資本若しくは人事面において関連ある建
設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 上記１に示す工事に特定建設工事共同企
業体として入札に参加する場合、その構成員
は、単体有資格業者として入札に参加するこ
とはできない。

３ 総合評価落札方式に関する事項
 総合評価落札方式の仕組み 本工事の総合
評価落札方式は以下の方法により落札者を決
定する方式とする。
 当該工事について、入札説明書に記載さ
れた要求要件を実現できると認められる場
合には、標準点100点を付与する。
 以下の技術提案書等により最大62
点の加算点を与える。
 以下の評価項目について、入札説明
書で定めるところにより施工体制評価点を
最大30点与える。

 得られた標準点、施工体制評価点及び加
算点の合計を当該入札者の入札価格で除し
て算出した値（以下「評価値」という。）を
用いて落札者を決定する。その概要を以下
に示すが、具体的な技術的要件及び入札の
評価に関する基準等については、入札説明
書において明記している。

 施工体制評価点及び加算点評価項目と審査
項目 評価及び審査項目：以下に示す項目を
評価又は審査項目とする。
 施工体制（品質確保の実効性・施工体制
確保の確実性）
 性能等の評価に関する事項
 工事目的物の性能・機能に関する技術
提案
・「箱桁内面の底鋼板部における防食性
向上対策」について

 ＤＸに関する技術提案
・「ＤＸを活用した現場塗装における品
質管理の効率性向上対策」について

 賃上げの実施に関する事項
 時間外労働に関する法令違反公表企業の
減点に関する事項

 落札者の決定 入札参加者は価格をもって
入札する。標準点に施工体制評価点及び加算
点を加えた点数をその入札価格で除して評価
値（評価値＝｛（標準点＋施工体制評価点＋加
算点）／（入札価格）｝）を算出する。なお、
次の条件を満たした者のうち、算出した評価
値が最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限範囲内である
こと。
 提案が最低限の要求要件（標準案）同等
の内容を含みそれ以上であること。
 評価値が標準点（100点）を予定価格で
除した数値（基準評価値）に対して下回ら
ないこと。

４ 入札手続等
 担当部局 〒4608514 愛知県名古屋市中
区三の丸二丁目５番１号名古屋合同庁舎第二
号館 中部地方整備局総務部契約課契約第一
係 電話0529538138（直通）
メールアドレス cbr-keiyaku@mlit.go.jp
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
入札参加希望者には、「電子入札システム」に
より入札説明書等を交付する。入札説明書等

の交付期間：別表２のとおり。但し、やむ
を得ない事情で「電子入札システム」による
交付を受けることができない場合は、上記
の担当部局まで連絡し、指示に従うこと。
 申請書等の提出期間、場所及び方法 入札
説明書に示す様式及び留意事項に基づき作成
し、電子入札システムを用いて提出すること。
ただし、紙入札方式の場合は電子メールで提
出すること。
 競争参加資格確認申請書 電子入札シス
テムによる受付期間：別表２のとおり。
紙入札方式の場合の受付期間：上記電子入
札システムによる受付期間と同じ 提出場
所：上記に同じ。
 技術資料（競争参加資格確認資料）及び
技術提案電子入札システムによる受付期
間：別表２のとおり。技術資料（競争参
加資格確認資料）又は技術提案書の合計の
ファイル容量が、10ＭＢを超える場合の提
出方法等については、入札説明書による。
紙入札方式の場合の受付期間：上記電子入
札システムによる受付期間と同じ 提出場
所：上記に同じ。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、紙入札方式の場
合は封緘のうえ、商号又は名称並びに住所、
あて名及び工事名を記載し郵送（書留郵便に
限る。）もしくは託送（書留郵便と同等のもの
とする。）（以下「郵送等」という。）すること。
郵送等については、期日までに送付（必着）
すること。
 電子入札システムによる入札の受付期間
は、別表２のとおり。
 郵送等による入札の場合は、上記の受
付期間までに上記へ郵送等すること。
 開札は、中部地方整備局総務部契約課に
て別表２に示す期日において行う。

 関連資料の閲覧 入札参加希望者は、提出
資料の作成にあたって１に示す工事に関する
以下の関連資料の閲覧を受けることが出来
る。
・令和３年度 １号桑名東部道路詳細修正
設計業務 成果品 １式

・平成31年度 井戸高架橋詳細設計業務成
果品 １式
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・令和２年度 紀宝熊野道路橋梁予備設計
業務 成果品 該当部分抜粋

・令和６年度 東紀州地区事業実施方針検
討業務 成果品 該当部分抜粋

・道路設計要領（設計編）第５章 橋梁
（中部地方整備局道路部2025.09一部修
正）関連資料の閲覧に係る詳細は入札説
明書による。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 受付期間：別表２のとおり。
 提出場所：〒4608514 愛知県名古屋市
中区三の丸二丁目５番１号名古屋合同庁舎
第二号館 中部地方整備局総務部契約課契
約第一係 電話0529538138（直通）
 提出方法：郵送等（期日までに必着）に
より提出すること。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行名古屋支店）。ただし、利付国債の
提供（取扱官庁 中部地方整備局）又は銀
行等の保証（取扱官庁 中部地方整備局）
をもって入札保証金の納付に代えることが
できる。また、入札保証保険契約の締結を
行い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行名古屋支店）。ただし、利付国債の
提供（取扱官庁 中部地方整備局）又は金
融機関もしくは保証事業会社の保証（取扱
官庁 中部地方整備局）をもって契約保証
金の納付に代えることができる。また、公
共工事履行保証証券による保証を付し、又
は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、申請書等に虚偽の記
載をした者が行った入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 落札者の決定は、競争
参加資格の確認がなされた者の中で上記３
により決定するものとする。ただし、落札者

となるべき者により当該契約の内容に適合し
た履行がなされないおそれがあると認められ
るとき、又はその者と契約を締結することが
公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって著しく不適当であると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち最も評価値が高い者を
落札者とすることがある。
 契約後ＶＥの提案 契約締結後、受注者は、
設計図書に定める工事目的物の機能、性能を
低下させることなく請負代金額を低減するこ
とを可能とする施工方法等に係る設計図書の
変更について、発注者に提案することができ
る。提案が適正と認められた場合には、設計
図書を変更し、必要があると認められた場合
には請負代金額の変更を行うものとする。た
だし、３の評価項目に関する内容は対象
としない。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、資
格要件を満たしていない事が判明した場合、
ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者
等の専任制違反、又は監理技術者制度運用マ
ニュアルに従わない監理技術者等の配置の事
実が確認された場合、契約を結ばないことが
ある。なお、種々の状況からやむを得ないも
のとして承認された場合の他は、申請書等の
差し替えは認められない。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、専任の監理技術者の配
置が義務づけられている工事において、監理
技術者とは別に監理技術者と同一の資格（工
事経験を除く。）を満たす技術者を、専任で配
置することとする。
 契約書作成 本工事は、契約手続きにかか
る書類の授受を電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負相手方との随意契約によ
り締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加
 単体有資格業者として参加する場合 上
記２に掲げる一般競争参加資格の認定を
受けていない者も上記４により申請書等
を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格
の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認
を受けていなければならない。当該一般競
争参加資格の認定に係る申請は、「競争参加
者の資格に関する公示」（令和６年10月１日
付け国土交通省大臣官房会計課長、国土交
通省大臣官房官庁営繕部管理課長公示）別
記に掲げる当該者（当該者が経常建設共同
企業体及び特定建設共同企業体である場合
においては、その代表者。）の本店所在地（日
本国内に本店がない場合においては、日本
国内の主たる営業所の所在地。以下同じ。）
の区分に応じ、同別記に定める提出場所に
おいて、随時受け付ける。また、当該者が
申請書等を提出したときに限り、中部地方
整備局総務部契約課（〒4608514 愛知県
名古屋市中区三の丸二丁目５番１号名古屋
合同庁舎第二号館 電話0529538138）
においても当該一般競争参加資格の認定に
係る申請を受け付ける。
 特定建設工事共同企業体として参加する
場合上記２に掲げる一般競争参加資格の
認定を受けていない者を構成員に含む特定
建設工事共同企業体も上記４により申請
書等を提出することができるが、競争に参
加するためには、開札の時において、当該
構成員が当該資格の認定を受け、かつ、特
定建設工事共同企業体としての資格の認定
を受けていなければならない。

 申請書等の内容のヒアリング 申請書等の
内容についてのヒアリングは原則として行わ
ない。なお、ヒアリング実施の必要が生じた
場合は別途通知する。
 施工体制確認のヒアリング 入札の内容に
対し、原則として施工体制確認を行うための
ヒアリングを実施するとともに、ヒアリング
に際して追加資料の提出を求めることがあ
る。なお、予定価格の範囲内の価格で申込み
をした入札参加者のうち、技術提案書、入札
書、工事費内訳書及び工事施工内容確認資料

の内容により、施工内容の実現確実性の向上
に対し、十分に確認が出来ると認められる場
合は、ヒアリングを実施しない場合がある。
 申請書等に対する留意事項 競争参加資格
の審査において、申請書等の提出がない場合
又は他の入札参加者と本件工事について相談
等を行い作成されたと認められる場合など申
請書の記載内容が適正でない場合は競争参加
資格を認めない。
 技術提案に基づく技術提案書の採否 技術
提案書に基づく技術提案書の採否について
は、競争参加資格確認の通知に併せて通知す
る。
 本公告文の各項目及び、工事の入札に関す
る詳細は、入札説明書による。

別表１ 試行工事等一覧
当該工事は、以下に示す試行等の対象工事であ
る。
１ フレックス工期 本工事は、受注者が全体工
期内で工事の始期を任意に設定することができ
るフレックス工期を採用した工事であり、前余
裕期間を設定している。前余裕期間とは、契約
の締結から工事の始期の前日までの期間をい
う。工事の始期の前日までの前余裕期間内は、
監理技術者等を配置することを要しない。また、
前余裕期間の間は現場への資材の搬入や仮設物
の設置等、現場での実際の工事のための準備は
行ってはならないが、現場での作業を伴わない
工事実施に向けての必要な以下に示す内業等は
できる。
・資機材の手配（契約等）
・下請け業者との契約
・発注者との打合せ
・その他、発注者が認めたもの
なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責に
より行うものとする。
２ 総価契約単価合意方式 本工事は、「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。本工事では、
契約変更等における協議の円滑化に資するた
め、契約締結後に、受発注者間の協議により総
価契約の内訳としての単価等について合意する
ものとする。本方式の実施方式としては、
 単価個別合意方式（工事数量総括表の細別
の単価（一式の場合は金額。において同じ。）
のそれぞれを算出した上で、当該単価につい
て合意する方式）


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 包括的単価個別合意方式（工事数量総括表
の細別の単価に請負代金比率を乗じて得た各
金額について合意する方式）があり、受注者
が選択するものとする。ただし、受注者が単
価個別合意方式を選択した場合において、協
議の開始の日から14日以内に協議が整わない
ときは、包括的単価個別合意方式を適用する
ものとする。受注者は、「包括的単価個別合意
方式」を選択したときは、契約締結後14日以
内に、「包括的単価個別合意方式希望書」（様式
については中部地方整備局ホームページ
（https://www.cbr.mlit.go.jp）「入札・契約情
報」－「契約書様式」－「総価契約単価合意
方式」参照）を提出するものとする。その他
本方式の実施手続は、「総価契約単価合意方式
実施要領」及び「総価契約単価合意方式実施
要領の解説」によるものとする。

３ 出来高部分払方式 本工事において、中間前
金払に代わり、既済部分払を選択した場合には、
短い間隔で出来高に応じた部分払や設計変更協
議を実施する「出来高部分払方式」を採用する。
４ 契約後ＶＥ方式 本工事は、契約締結後に施
工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の
対象工事である。
５ 電子入札システム 本工事は、資料の提出、
入札等を電子入札システムで行う対象工事であ
る。なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代えるこ
とができる。
６ 生産性向上チャレンジ 本工事は、施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取り組
みを推進する「生産性向上チャレンジ」の試行
対象工事である。
７ ＢＩＭ／ＣＩＭ活用工事 本工事は、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭ活用工事（発注者指定型）である。
８ ＩＳＯ9001認証取得を活用した監督業務本工
事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した監督業務
等の取扱いの対象工事である。但し、監督業務
を重点的に実施する工事の対象となった場合を
除く。
９ 熱中症対策に資する現場管理費の補正 本工
事は、熱中症対策に資する現場管理費の補正を
行う試行工事である。
10 見積参考資料の一部を提示 本工事は、見積
参考資料の一部として「施工条件明示チェック
リスト」「概略工事工程表」を開示する試行工事
である。

11 建設工事に係る資材の再資源化等 本 工 事
は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する
法律」（平成12年法律第104号）に基づき、分別
解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の
実施が義務付けられた工事である。
12 建設キャリアアップシステム活用推奨モデル
工事 本工事は、建設キャリアアップシステム
活用推奨モデル工事の試行対象工事である。試
行内容の詳細は、特記仕様書によることとする。
別表２ 本入札手続きに係る期間等
 入札説明書等の交付期間 令和８年９月17
日から令和８年11月10日まで（土曜日、日曜
日及び祝日（以下、「休日」という。）を除く。）
 競争参加資格確認申請書等の受付期間 令
和８年９月18日から令和８年10月２日までの
休日を除く毎日、10時00分から16時00分まで。
ただし、最終日は12時00分までとする。
 技術資料（競争参加資格確認資料）、技術
提案書及び入札の受付期間 令和８年11月９
日10時00分から令和８年11月10日12時00分ま
で（休日を除く）
 開札日時 令和９年１月18日10時00分
令和９年１月18日11時00分
 入札保証金の納付等の受付期間 令和８年
10月５日から令和９年１月15日までの休日を
除く毎日、10時00分から16時00分まで。ただ
し、最終日は12時00分までとする。〔利付国債
の提供の場合は令和８年12月24日まで〕

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIMURA TAKU Di‑

rector General of Chubu Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : The
steel superstructure of the Ise Bridge,

Route 1 High‑way The steel superstruct‑
ure of the Kumanomiyagawa Mainline

Bridge, Kumano Road

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

12 : 00 (noon) 2 October 2026

 The period of time for the submission of

tenders by electronic bidding system : From

10 : 00 A.M. 9 November 2026 to 12 : 00

(noon) 10 November 2026 (tenders submit‑

ted by E‑mail From 10 : 00 A.M. 9 Novem‑

ber 2026 to 12 : 00 (noon) 10 November 2026)

 Contact point for tender documentation :

The first Contract Section Contract Divi‑

sion General Affairs Department, Chubu

Regional Development Bureau Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 251, Sannomaru, Naka‑Ward, Na‑
goya‑City, Aichi‑Prefecture 4608514, Tel
0529538138 ex. 2526

４ 全体工期
 契約締結日の翌日から令和12年２月28日ま
で
 契約締結日の翌日から令和11年３月30日ま
で
（但し、・令和９年２月15日までに工事
の始期を設定すること。）
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
本工事は、受注者が全体工期内で工事の始期
及び終期を任意に設定することができるフレッ
クス工期を採用した工事であり、前余裕期間を
設定している。
前余裕期間とは、契約の締結から工事の始期
の前日までの期間をいう。
工事の始期の前日までの前余裕期間内は、監
理技術者等を配置することを要しない。また、
前余裕期間の間は現場への資材の搬入や仮設物
の設置等、現場での実際の工事のための準備は
行ってはならないが、現場での作業を伴わない
工事実施に向けての必要な以下に示す内業等は
できる。
・資機材の手配（契約等）
・下請け業者との契約
・発注者との打合せ
・その他、発注者が認めたもの
なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責に
より行うものとする。
５ 担当部局 〒4608514 愛知県名古屋市中区
三の丸２丁目５番１号名古屋合同庁舎第２号館
中部地方整備局総務部契約課調査係 電話

0529538138
メールアドレス cbr-shikaku@mlit.go.jp
６ 申請の時期 令和８年９月18日から令和８年
10月２日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）
なお、やむを得ない場合は、令和８年10月３
日以降においても、随時、申請を受け付けるが、
最終期限は令和８年11月10日とする。

競争参加者の資格に関する公示

令和８年度 １号伊勢大橋揖斐川鋼上部工事、
令和８年度 熊野道路熊野宮川橋本線橋鋼上部工
事に係る特定建設工事共同企業体としての競争参
加者の資格（以下「特定建設工事共同企業体とし
ての資格」という。）を得ようとする者の申請方法
等について、次のとおり公示します。
令和８年９月 17 日

中部地方整備局長 西村 拓
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
１ 工事名
 令和８年度 １号伊勢大橋揖斐川鋼上部工
事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 令和８年度 熊野道路熊野宮川橋本線橋鋼
上部工事（電子入札対象案件）（電子契約対象
案件）

２ 工事場所
 三重県桑名市福島町
 三重県熊野市大泊町
３ 工事内容
 工事延長 Ｌ＝510ｍ、鋼６径間連続非合
成箱桁橋（橋長 Ｌ＝436ｍ）、工場製作工
１式、工場製品輸送工 １式、鋼橋架設工
１式、橋梁現場塗装工 １式、橋梁付属物工
１式、ＲＣ橋脚工 １式、鋼橋足場等設置
工 １式

 工事延長 Ｌ＝400ｍ、鋼５径間連続非合
成箱桁橋（橋長 Ｌ＝331ｍ）、工場製作工
１式、工場製品輸送工 １式、鋼橋架設工
１式、橋梁現場塗装工 １式、橋梁付属物工
１式、鋼橋足場等設置工 １式
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７ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（特定建設工事）」（以下「申請書」とい
う。）は、令和８年９月17日から令和８年11月
10日まで「電子入札システム」により交付す
る。但し、やむを得ない事情で「電子入札シ
ステム」による交付を受けることができない
場合は、５の担当部局において交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、電子メール又は郵送
（書留郵便に限る。）若しくは託送（書留郵便
と同等のものとする。）により申請すること。
申請書の押印は不要とする。また、「電子入札
システム」による申請は認めない。（電子メー
ル送付先）５に同じ。送付後、電話にて着信
確認の連絡をすること。電子メール送付時の
件名は「特定ＪＶ申請書」（令和８年度１号伊
勢大橋揖斐川鋼上部工事）又は「特定ＪＶ申
請書」（令和８年度熊野道路熊野宮川橋本線橋
鋼上部工事）とすること。（郵送送付先）５に
同じ。（期日までに必着すること。）
 特定建設工事共同企業体協定書（甲）（８
の条件を満たすものに限る。）の写し
 ８の要件を満たすことを判断できる工
事の施工実績を記載した書類（「入札公告
（建設工事）」（令和８年９月17日付け支出
負担行為担当官中部地方整備局長）に示す
ところにより交付する入札説明書の様式
22）

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

８ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査 「競争参加者の資格に関する公示」（令
和６年10月１日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。
以下「令和６年10月１日付け公示」という。）５
（建設工事）のからまでに該当する者を構
成員に含む特定建設工事共同企業体及び次に掲
げる条件を満たさない特定建設工事共同企業体
については、特定建設工事共同企業体としての
資格がないと認定する。それ以外の特定建設工
事共同企業体については令和６年10月１日付け
公示６（建設工事）のに掲げる客観的事項（共

通事項）の項目及びに掲げる主観的事項（特
別事項）を確認した上で特定建設工事共同企業
体としての資格があると認定する。
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成員は、次の条件を満た
す者２社の組合せとする。
 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における鋼橋上部工事の令和７・８年度一
般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
中部地方整備局長が別に定める手続に基づ
く令和７・８年度一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）。なお、経常建設共
同企業体は、構成員として認めない。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に、中部地方
整備局から工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（昭和59年３月29日付け建設省
厚発第91号）に基づく指名停止を受けてい
ないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設者でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、令和８年10月２日におい
て次の要件を満たすものとする。
 平成23年度以降に、元請けとして、以下
に示す同種工事の引渡しを完了した実績を
有すること（共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。（乙型にあっては分担工事の実績に
限るものとし、出資比率は問わない。））。

「海外インフラプロジェクト技術者認
定・表彰制度」により認定された海外実績
も国内の実績と同様に評価する。なお、当
該実績が入札説明書に示すものに係る実績
である場合にあっては、評定点合計が入札
説明書に示す点数未満であるものを除く。
同種工事：下記のからの要件をすべ
て満たす鋼橋の製作及び架設の施工実績を
有すること。ただし、からは同一工事
（同一橋梁）であること。
 道路橋（Ｂ活荷重）または鉄道橋（モ
ノレール及び新交通システムに係るもの
を除く）の工事。
 橋梁形式が下記１）から３）の形式を
満足する鋼橋、または鋼アーチ系橋・鋼
トラス橋であること。
１）桁形式

適否 適否
単純桁 連続桁 〇
注） ：鋼床版単純桁橋のみ認めるも
のとする

適否 適否
鈑桁 × 箱桁 〇
鈑桁(鋼床版)〇 箱桁(鋼床版)〇
２）断面形式

適否 適否
桁橋 〇 ラーメン橋 〇
３）構造形式
 最大支間長が55ｍ以上であるこ
と。
 架設工法が「送り出し架設」であ
ること。

特定建設工事共同企業体にあっては、代
表者が全ての要件を満たす施工実績を有
し、他の構成員はいずれかの要件を満たす
施工実績を有すること。
 当該工事に対応する建設業法（昭和24年
法律第100号）の許可業種につき、許可を
有しての営業年数が５年以上あること。た
だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円
滑な共同施工が確保きると認められる場合
においては、許可を有しての営業年数が５
年未満であってもこれを同等として取扱う
ことができるものとする。
 当該工事に対応する建設業法の許可業種
に係る監理技術者又は国家資格を有する主
任技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、均等割の10分の６以上の
出資であるものとする。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同体の事務取扱いについて（回答）」（昭
和53年11月１日付け建設省茨計振第771号）
の別紙に示された「特定建設工事共同企業体
協定書（甲）」によるものとする。

９ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
８の認定（８の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建
設工事共同企業体も６及び７により申請をする
ことができる。この場合において、特定建設工
事共同企業体としての資格が認定されるために
は、８の認定を受けていない構成員が８
の認定を受けることが必要である。なお、こ
の場合において、８の認定を受けていない
構成員が当該工事に係る開札の時までに８
の認定を受けていないときは、特定建設工事共
同企業体としての資格がないと認定する。
10 資格審査結果の通知 「一般競争参加資格認
定通知書」により通知する。
11 資格の有効期間 特定建設工事共同企業体と
しての資格の認定の日から当該工事の完成する
日までとする。ただし、当該工事に係る契約の
相手方以外の者にあっては、当該工事に係る契
約が締結される日までとする。
12 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「令和８
年度 １号伊勢大橋揖斐川鋼上部工事〇〇・
〇〇特定建設工事共同企業体」、「令和８年度
熊野道路熊野宮川橋本線橋鋼上部工事〇

〇・〇〇特定建設工事共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。
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資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の購入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年９月 17 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

長良医療センター院長 加藤 達雄
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 21
〇第 06607 号（№06607）
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 導入計画物品及び数量 臨床検査管理業務
一式

 調達方法 購入等
 導入予定時期 令和９年度第２・四半期
 調達に必要とされる基本的な要求要件
 本業務を迅速かつ正確に実施するために
必要な機器、システム等を履行期限までに
病院の指定する場所に設置することが可能
であること。
 現行受託者機器を継続して使用すること
から、現行受託者以外は当院が指定する別
機器を設置することが可能であること。
 主要機器や緊急性の高い項目を搭載する
検査機器については二重化を図り、本業務
を実施するために、検査測定を停止させな
いこと。
 受託者が設置する機器と病院が使用して
いる「検査システム」を接続させる費用は
受託者の負担とすること。（検査システム名
La‑Vietal LSシスメックスＣＮＡ㈱）

 受託者が設置する機器又は病院が設置し
継続使用する機器は受託者が保守管理し、
必要に応じて修理を行うこと。なお、保守
点検等を実施した場合は、作業報告書を病
院に提出することとする。
 本業務に必要な検査試薬及び消耗品は、
病院が受託者に発注するものとし、受注後
遅滞なく病院の指定する場所に納品するこ
とが可能であること。なお、発注する消耗

品については、検体検査の実施に直接使用
するもののみとし、衛生材料及び事務用消
耗品は含まないものとする。
 検査試薬及び医療用消耗品の病院からの
発注にあたり、円滑な管理が行えるようイ
ンターネット等のシステムを導入すること
が可能であること。
 病院より新規採用を希望する検査試薬又
は医療用消耗品の納品依頼があった場合
は、速やかに受注が可能であること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年11月２日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒5028558 岐阜県岐阜市長良
1300７ 独立行政法人国立病院機構長良医
療センター 企画課長 久方 清文 電話
0782327755 内線1260

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年９月17日から令和８年
11月１日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会は
開催しない。
５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Clinical test management Sys‑

tem 1 set

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

 It is possible to place equipment, sys‑

tems required for the prompt and accu‑

rate implementation of this work in a

place designated by the hospital by the

time of implementation

 Since the current consignee equipment

is continuously used, it is possible to in‑

stall a separate device designated by the

hospital in question other than the cur‑

rent consignee

 Main equipment and inspection equip‑

ment with highly urgent items are dup‑

licated, and inspection measureement is

not stopped

 The cost of connecting the equipment

established by the contractor with the

Test system used by the hospital shall

be the burden of the contractor. (Name of

testing system : La‑Vietal LS. Sysmex

CNA, Inc.)

 Equipment established by the contrac‑

tor or equipment established and used

continuously by the hospital shall be

maintained and managed by the contrac‑

tor and repaired as necessary. In addi‑

tion, if maintenance inspections, etc. are

performed, a work report shall be submit‑

ted to the hospital

 The inspection reagents and co‑

nsumables required for this work shall be

ordered by the hospital to the contractor

and can be delivered to the location de‑

signated by the hospital without delay af‑

ter ordering. The consumables to be or‑

dered shall be used only directly for the

performance of specimen testing and

shall not include sanitary materials and

office consumables

 It is possible to introduce an internet

system for smooth control of test re‑

agents and medical consumables ordered

from hospitals

 When there is a request from a hospital

to deliver test reagents or consumables

for medical use for which a new adoption

is desired, the order can be received pro‑

mptly

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 November 2, 2026

 Contact point for the notice : Kiyofumi

Hisakata, Director, Accounting Division,

National Hospital Organization Nagara

Medical Center, 13007 Nagara Gifu‑shi
Gifu Prefecture. 5028558, Japan. TEL
0582327755 ext. 1260

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年９月 17 日

国立研究開発法人国立環境研究所
理事長 大島 義人

◎調達機関番号 812 ◎所在地番号 08
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 導入計画物品及び数量 国立環境研究所基
幹ネットワーク機器 １式
 調達方法 借入
 導入目的 国立環境研究所において運用し
ている、基幹ネットワーク機器の切替えを行
い、現行ネットワークを継承・発展させると
ともに、安全性の向上を目指し、より利便性・
安定性の高いネットワークシステムの構築を
図る。
 導入予定時期
令和９年度第４・四半期以降

 調達に必要とされる基本的な要求要件 本
システムは、基幹ネットワーク機器から構成
される。
 基幹ネットワーク機器は、基本的には１
GbE以上のイーサネットで構成し、特に
データ転送量が多いと見込まれる箇所につ
いては、リンクアグリゲーションによる高
速接続及び10GbEによる超高速接続とする
こと。更なる高速ネットワークに関する提
案がある場合には、提案を可能とする。な
お、基幹ネットワーク機器は、10GbEのポー
トを有することとする。将来的なシステム
拡張および通信量増加に加え、外部ネット
ワークやクラウドサービスとの接続を考慮
し、拡張性・互換性を有する提案を可能と
すること。
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 システム全体として、高度なセキュリ
ティのネットワーク環境を提供できるこ
と。また、外部からの攻撃等に対する対策
はもとより、内部ネットワークに対して、
接続機器の管理、監視、接続制限機能等、
効果的な対策を図ることが可能なシステム
とすること。また、マイクロセグメンテー
ションなどが設定可能となるようゼロトラ
ストを意識した提案を可能とすること。
 ソフトウェア及びハードウェアは、高い
信頼性を有するとともに、障害発生時等に
おいても、ネットワークサービスへの影響
を最小限とすることが可能な提案であるこ
と。
 システムの運用については可能な限り省
力化及び自動化を行い、長時間にわたる自
動運転が可能であること。
 国立環境研究所情報セキュリティポリ
シーに準拠した構成とすること。

 総合評価の概要 落札方式は価格及び性能
等の総合評価による。なお、総合評価の概要
は導入説明書に示す。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント（仕様・技術資料等を含
む。）の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年10月19日16時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒3058506 茨城県つくば市小野
川16番２号 国立環境研究所総務部会計課契
約第一係 長嶋 雅行 電話029（850）2775
（ダイヤルイン）

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年９月17日から令和８年
10月19日
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 令和８年９月29日10時
 開催場所 国立研究開発法人国立環境研究
所 中会議室

５ その他 この導入計画の詳細は、導入説明書
による。なお、本公表内容は予定であり、変更
することがあり得る。

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

procured : National Institute for Envi‑

ronmental Studies network system 1 Set.

 Type of the procurement : rent

 Basic requirement of the procurement :

The backbone network system

 The backbone network system should

have basically 1 Gigabit Ethernet (1GbE)

or higher Ethernet connections, and high‑

speed connectivity through link aggrega‑

tion and the super high‑speed connection

with 10GbE on main lines where the data

transfer volume is estimated to be the lar‑

gest. Proposals for higher‑speed network

technologies are also acceptable. The

backbone network equipment shall be

equipped with 10GbE ports. The pro‑

posed solution shall ensure scalability

and compatibility for future expansion,

increased traffic, and connectivity with

external networks and cloud services.

 The whole system should implement

highlevel network security measures for

both protecting the systems from exter‑

nal attacks and internal network man‑

agement of connection, monitoring, and

user restrictions. Proposals should also

consider Zero Trust architecture and sup‑

port security functions such as micro‑

segmentation.

 The system should have high reliability

in both hardware and software. The pro‑

posed system should minimize the impact

on network services even in the event of

failures or other incidents.

 Operation of this system should be au‑

tomated and utmost labor saving effort

should be done ; and automatic operation

in the long haul should be facilitated.

 The system should comply with the In‑

formation Security Policy of the Nation‑

al Institute for Environmental Studies

(NIES).

 Outline of Total Evaluation : The suc‑

cessful bid depends on total evaluations of

the price, the performance and the function,

etc. The introduction manual shows the

outline of the total evaluation.

 Submission of Reference Materials and

Comments

 Interested parties are invited to pro‑

vide general reference materials relating

to the product specified in 6. above, as
well as comments on the requirements

specified in including specifications, tech‑

nical documents, and other relevant in‑

formation.

 Deadline for Submission 4 : 00 PM, Oc‑

tober 19, 2026 (Documents submitted by

mail must arrive by the deadline.)

 Submission Address Masayuki

Nagashima Contract Section I, Account‑

ing Division, General Affairs Departm‑

ent, National Institute for Environmental

Studies. 162 Onogawa, Tsukuba‑shi,
Ibaraki 3058506, Japan Tel ＋8129
8502775
 Distribution of the Introduction Manu‑

al The Introduction Manual will be pro‑

vided to suppliers who intend to submit

materials based on this public announce‑

ment.

・Distribution Period From September 17,
2026 to October 19 2026

・Distribution Place Same as.above.
 Briefing Session A briefing session con‑

cerning this proposed procurement plan

will be held.

 Date and Time 10 : 00 AM, September

29, 2026

 Venue Medium Conference Room, Na‑

tional Institute for Environmental Stu‑

dies

 Other Information Details of this pro‑

curement plan are described in the Intro‑

duction Manual. Please note that the con‑

tents of this announcement are preliminary

and may be subject to change.

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年９月 17 日
国立大学法人広島大学
契約担当職 理事（財務・総務担当）

柳澤 好治
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 導入計画物品及び数量 キャンパス情報
ネットワークシステム 一式
 調達方法 借入
 導入予定時期 令和10年４月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ これまでＨＩＮＥＴで運用しているゾー
ン構成が引き続き実現できること。
Ｂ 基幹ネットワーク、基幹サービス、支線
ネットワークがそれぞれ連携し、端末単位
でのネットワーク接続制御やセキュリティ
機能が実現できること。
Ｃ コアネットワーク装置からキャンパス集
約スイッチまでの基幹ネットワーク部は
100Gbps以上の帯域幅を有すること。支線
ネットワーク部のうち、キャンパス集約ス
イッチから建物集約スイッチまでは10
Gbps以上の帯域幅を有すること。
Ｄ 基幹ネットワークから端末の接続装置ま
で冗長化を図ることが可能な機能を有する
こと。
Ｅ システム全体およびサブネット単位でセ
キュリティを確保するための各種装置や機
能を有し、安定性・信頼性が保証できる構
成とすること。
Ｆ 運用管理面において、十分な省力化、自
動化が達成されていること。
Ｇ システム更新や障害時に迅速かつ的確な
対応が保証される保守・サービス体制が
整っていること。
Ｈ システムの省エネルギー化、省スペース
化が考慮されていること。



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２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品並びに同の要求要件に関して以下の資料及
びコメントの提供を招請する。
 提案書
 参考見積書
 供給条件に関する資料
 納入に要する期間に関する資料
 障害支援体制に関する資料
 その他必要と思われる資料
 資料等の提供期限 令和８年10月19日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒7398511 東広島市鏡山一丁目
３番２号 広島大学財務・総務室財務部会計
グループ 藤井 隆司 電話0705665
4587
E‑mail zaimu-keiyaku@office.
hiroshima-u.ac.jp（全て半角）

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年９月17日から令和８年
10月19日まで
 交付場所 上記２に同じ
４ 説明会の開催 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明会を開催する。
 開催日時 令和８年10月１日11時00分
 開催場所 オンライン開催予定
５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、今後変
更する場合がある。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

procured : Campus Information Network

System 1 Set

 Type of the procurement : Lease

 Basic requirements of the procurement :

Ａ The system should continue to provide

the zone architecture and configuration

currently used in HINET.

Ｂ The core network, core services, and

access networks should work together to

provide network access control and secu‑

rity functions for each terminal.

Ｃ The backbone network between the

core network devices and each campus

aggregation switch should provide a

bandwidth of at least 100 Gbps. The edge

network between each campus aggrega‑

tion switch and each building aggrega‑

tion switch should provide a bandwidth

of at least 10 Gbps.

Ｄ The system should support end‑to‑end

network redundancy from the core net‑

work to terminal access devices.

Ｅ The system should have various de‑

vices and functions to ensure security for

the entire system and each subnet, and

should be configured to ensure stability

and reliability.

Ｆ The system should provide sufficient

automation and operational efficiency

for network administration.

Ｇ The system should be backed by an

adequate maintenance and support fra‑

mework to ensure prompt and appropri‑

ate responses to system updates and fail‑

ures.

Ｈ The system should be designed to re‑

duce electricity consumption and save

space.

 Time limit for submission of the request‑

ed materials : 17 : 00, 19 October 2026

 Contact point for the above notice :

FUJII Takashi, Accounting Group, Depart‑

ment of Financial Affairs, Financial and

General Affairs Office, Hiroshima Univer‑

sity Higashihiroshima Campus, 132 Ka‑
gamiyama Higashihiroshima‑shi 7398511
Japan, TEL 07056654587
E‑mail zaimu-keiyaku@office.
hiroshima-u.ac.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 17 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名及び数量

令和９～11年度厚生労働省全体管理組織
（ＰＭＯ）支援【調達支援等】一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月８日17時00
分（郵送による場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省大臣官房会計課経
理室契約班契約第一係 新江 電話03
52531111（内線7914）
メール keiyaku1@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月17日から令和８年
10月７日まで。
 交付場所 調達ポータルサイト（https://
www.p-portal.go.jp）の「調達情報検索」か
ら該当案件にアクセスし入手すること

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Support Services for the Ministry

of Health, Labour and Welfare Portfolio

Management Office (PMO), including Pro‑

curement Support, for FY2027‑FY2029

 Time‑limit for the submission of com‑

ments ; 17 : 00 October 08, 2026

 Contact point for the notice : ARAE Pro‑

curement Section, Accounts Division, Mi‑

nister's Secretariat, Ministry of Health, La‑

bour and Welfare, 122 Kasumigaseki
Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan TEL
0352531111 (ext. 7914)

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 17 日

支出負担行為担当官
厚生労働省医薬局長 内山 博之

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27

 購入等件名及び数量
医薬品等ＦＤ申請ウェブサイト移行及び電
子申請ソフトウェアのSaaS化に係る設計・
開発業務等一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月21日11：00
（郵送による場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省医薬局医薬品審査
管理課情報システム係 電話0352531111
（内線4202）
E‑mail kyoka-yakushin@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月17日から令和８年
10月21日まで。
 交付場所 調達ポータルサイト（https://
www.p-portal.go.jp）の「調達情報検索」か
ら該当案件にアクセスし入手すること。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : System Design and Development

for Migration of the Pharmaceuticals and

Medical Devices FD Application Website

and SaaS Enablement of the Electronic Ap‑

plication Software, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 11 : 00 October, 21, 2026

 Contact point for the notice : Phar‑

maceutical Evaluation Division, Pharma‑

ceutical Safety Bureau, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 122 Kasumi‑
gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan
TEL 0352531111 (ext. 4202)

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 17 日
国立大学法人横浜国立大学長 梅原 出

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 14
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 借入物品及び数量
レーザー剥離装置 一式


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２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月14日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒2408501 横浜市保土ケ谷区常
盤台79１ 国立大学法人横浜国立大学財務
部経理課契約第一係 杉山恵梨子 電話
0453393241
E‑Mail：keiri.keiyaku1@ynu.ac.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月17日から令和８年
10月14日まで。
 交付場所 電子媒体にて交付するため、交
付を希望する者は上記２に記載のメールア
ドレスに連絡すること。

４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Laser release system 1 Set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 14 October, 2026

 Contact point for the notice : SUGI‑

YAMA Eriko, Accounting and Contract Di‑

vision, Finance Department, National Uni‑

versity Corporation Yokohama National

University, 791 Tokiwadai Hodogaya‑ku
Yokohama‑shi 2408501 Japan, TEL 045
3393241
E‑Mail : keiri.keiyaku1@ynu.ac.jp

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 17 日

国立研究開発法人国立環境研究所
理事長 大島 義人

◎調達機関番号 812 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 71、29
 購入等件名 令和８年度将来ＧＨＧミッ
ション検討のためのリトリーバルシミュレー
ションによる衛星搭載センサー性能評価業務

２ 随意契約の予定日 令和８年10月７日
３ 随意契約とすることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」

４ 随意契約を予定している相手方の名称
有人宇宙システム株式会社

５ 担当部局 〒3058506 茨城県つくば市小野
川16２ 国立研究開発法人国立環境研究所総
務部会計課契約第一係 長嶋 雅行 電話
0298502775
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Study on Evaluating the Perfor‑

mance of Satellite Sensors Using Retrieval

Simulations for the Future GHGMission

 Expected date of the contract award : 7

October, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agree‑ment

on Government Procurement : b Absence

of Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice :

NAGASHIMA Masayuki, Accounting Of‑

fice, General Affairs Division, National In‑

stitute for Environmental Studies, 162,
Onogawa, Tsukuba‑shi, Ibaraki 3058506,
Japan, TEL 0298502775

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 17 日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 日景 智
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 随意契約に付する事項 書状自動押印機
（日本電気株式会社製）Ｎ６Ａ型の再生改
造の委託１式（予定）

２ 随意契約の予定日 令和８年10月８日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
日本電気株式会社

５ 問合せ先 〒100－8792 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号 日本郵政コーポレートサー
ビス株式会社ＢＰＯ事業部本社契約担当 田中
稔 電話03－3477－0641

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年９月 17 日 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長 間野 博行

（千葉県柏市柏の葉６-５-１）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 12
７ 患者病衣・タオル等賃貸借 １式 借入 一般  8. 5.26 ワタキューセイモア
株式会社 千葉県佐倉市太田2464１ 20981278円  8. 3.27 最低価格

６ Summary

 Contracting entity : HIKAGE Satoshi,

Agent of Head Office contracting entity,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the services to be

required : Commissioning of the refur‑

bishment of the automatic seal stamping

machine (Model N‑6A) manufactured by

NEC Corporation.

 Expected date of the contract award : 8

October 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact Point for the notice : TANAKA

Minoru, BPO Division, Japan Post Corpo‑

rate Service Co., Ltd. 231 Otemachi
Chiyoda‑ku Tokyo 1008792 Japan TEL
0334770641

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 17 日
契約責任者
株式会社かんぽ生命保険
代表執行役副社長 立花 淳

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 随意契約に付する事項 広告宣伝の実施の
委託

２ 随意契約の予定日 令和８年10月８日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社電通

５ 担当部局 〒1008794 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号大手町プレイスウエストタ
ワー12階 株式会社かんぽ生命保険総務部契約
担当 藤原明日香 電話0334772581
６ Summary
 Classification of the services to be pro‑
cured : 73
 Nature and quantity of the services to be
required : Entrustment of advertising and
promotion activities
 Expected date of the contract award : 8
October 2026
 Reasons for the use single tendering pro‑
cedures as provided for in the Agreement
on Government Procurement : b Protec‑
tion of Exclusive Rights
 Contact point for the notice : Asuka
Fujiwara, General Affairs Department,
JAPAN POST INSURANCE Co., Ltd. Ote‑
machi Place Westtower 31 Otemachi
2‑chome Chiyoda‑ku Tokyo 1008794,
Japan. TEL 0334772581
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